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高度専門医療研究部会 (第 1回 )議事次第
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富 国 生 命 ビ ル 中 会 議 室
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考資料 1-1

厚生労働省独立行政法人評価委員会運営規程

(平成 13年 3月 13日厚生労働省独立行政法人評価委員会決定 )

(平成 16年 3月 30日改正 )

(平 成 17年 7月 6日 改正 )

(平成 21年 12月 16日 改正 )

厚生労働省独立行政法人評価委員会令 (平成 12年政令第 321号 )第 9条
の規定に基づき、厚生労働省独立行政法人評価委員会運営規程 を次のように定

め る。

(会議 )

第 1条 厚生労働省の独立行政法人評価委員会 (以下「委員会」という。)は、

委員長が招集する。

2 委員長は、委員会 を招集 しようとするときは、あらか じめ、日時、場所及

び議題を委員並びに議事に関係のある臨時委員及び専門委員に通知するもの

とする。

3 前項の議事に関係のある臨時委員及び専門委員の範囲は、委員長の決する

ところによる。

4 委員長は、議長 として委員会の議事を整理する。

(委員会の部会の設置 )

第 2条 委員長は、必要があると認めるときは、委員会に諮つて部会を設置す

ることができる。

2 委員長は、必要があると認めるときは、 2以上の部会を合同 して調査審議

させることができる。

(部会の議決 )

第 3条 委員会が定めるところによ り、部会の議決を委員会の議決とすること

ができる。

(議決権の特例 )

第 3条の 2 委員並びに議事に関係のある臨時委員及び専門委員の うち、審議

の対象となる独立行政法人の事務及び事業について利害関係を有する者は、

当該独立行政法人に係る評価について議決権を有 しないものとする。

(会議の公開 )

第 4条 委員金 lt、 原則としI公開 とする。ただ し、委員長は、公平かつ中立

な審議に支障を及Fすおそれがあると認めるとき1菫奎委員会に諮つて全部又

は一部を非公開とすることができる。

2  委員会の会議の公開の手続その他委員会の会議の公開に関し必要な事項

は、別に委員長が委員会に諮って定める。

(議事録)

第 5条 議事録における議事は、次の事項を含め、議事録に記載するものとす



る 。

会議の日時及び場所

出席 した委員、臨時委員及び専門委員の氏名

議事 となった事項

2 議事録は公開とする。ただ し、委員長は、公開することにより公平かつ中

立な審議に著 しい支障を及ぼすおそれがあると認めるときその他正当な理由

があると認めるときは、議事録の全部又は一部を非公開とすることができる。

3 前項の規定により議事録の全部又は一部 を非公開とする場合には委員長

は、非公開とした部分について議事要旨を作成 し、これを公開するものとす

る。

(準用規定 )

第 6条 第 1条、第 3条の 2、 第 4条及び第 5条の規定は、部会に準用する。

この場合において、第 1条、第 4条及び第 5条中「委員長」とあるのは「部

会長」と、第 1条及び第 3条の 2中 「委員」 とあるのは「当該部会に属する

委員」と、「議事に関係のある臨時委員及び専門委員」とあるのは「当該部

会に属する臨時委員及び専門委員であつて議事に関係のある者」と、第 4条
第 1項中「委員会」とあるのは「部会」と読み替えるものとする。

(雑則 )

第 7条 この規程に定めるもののほか、委員会又は部会の運営に必要な事項は、

それぞれ委員長又は部会長が定める。

一
一
一二



考資料 1-2

厚生労働省独立行政法人評価委員会の会議の公開に関する規程

(平成 21年 ¬2月 16日 厚生労働省独立行政法人評価委員会決定 )

厚生労働省独立行政法人評価委員会運営規程 (以下「運営規程」という。 )

第 4条第 2項の規定に基づき、厚生労働省独立行政法人評価委員会の会議の公

開に関する規程を次のように定める。

(会議の傍聴 )

第 1条 委員会の会議を傍聴 しようとする者は、あらか じめ、厚生労働省政策

統括官付政策評価官室の登録を受けなければならない。

2 前項の登録を受けた者 (次項において「登録傍聴人」という。)は、委員

長が許可 した場合を除き、会議 を撮影 し、録画 し、又は録音 してはならない。
3 登録傍聴人は、前項に規定する行為のほか、会議の進行を妨げる行為をし
てはな らなtヽ 。

(会議資料の公開 )

第 2条 委員会の会議において配付 した資料は原則公開とする。ただ し、次に

掲げるものについては、非公開とする。

一 独立行政法人の退職役員の退職金見込み額その他のイ国人情報
二 独立行政法人が譲渡 し、又は担保に供 しようとする主務省令で定める重

要な財産

三 公開することにより、当該情報に係る個人又は法人等の権利、競争上の

地位その他正当な利益を害するおそれがあるもの

四 運営規程第 4条第 1項ただ し書の規定により会議を非公開とすることと

された案件に係るもの

五 前各号に掲げるもののほか、委員長が必要と認め、委員会に諮って了承

を得たもの

(準用規定 )

第 3条 第 ¬条及び第 2条の規定は、部会に準用する。この場合において、第
1条及び第 2条中「委員会」とあるのは「部会」と、「委員長」とあるのは

「部会長」と読み替えるものとする。

(雑則 )

第 4条 この規程に定めるもののほか、委員会又は部会の公開に必要な事項は、

それぞれ委員長又は部会長が定める。



独立行政法人評価委員会 高度専門医療研究部会委員名簿

内山  聖    新潟大学医学部小児科教授

猿田  享男   慶應義塾大学名誉教授

祖父江 元    名古屋大学大学院医学系研究科教授

永井  良 三   東京大学大学院医学系研究科教授

夏目  誠    株式会社 」R東 日本 リテールネット代表取締役社長

花井  十伍   全国薬害被害者団体連絡協議会代表世話人

本田  麻由美  読売新聞東京本社社会保障部記者

三好  敏昭   日本製薬工業協会常務理事    ・

わ た   よしひろ

和田  義博   公認会計士



厚生労働省独立行政法人評価委員会令

(平成 12年政令第 321号 )

厚生労働省独立行政法人評価委員会令をここに公布する。

厚生労働省独立行政法人評価委員会令

内閣は、独立行政法人通貝1法 (平成 11年法律第 103号 )第 12条第 3項の規

定に基づき、この政令 を制定する。

(組織 )

第 1条 厚生労働省の独立行政法人評価委員会 (以下「委員会」という。)は、委

員 30人以内で組織する。

2 委員会に、特別の事項を調査審議させるため必要があるときは、臨時委員を置

くことができる。

3 委員会に、専門の事項を調査させるため必要があるときは、専門委員を置 くこ

とができる。

(委員の任命 )

第 2条 委員及び臨時委員は、学識経験のある者のうちから、厚生労働大臣が任命

する。

2 専門委員は、当該専門の事項に関 し学識経験のある者のうちから、厚生労働大

臣が任命する。

(委員の任期等 )

第 3条 委員の任期は、 2年 とする。ただ し、補欠の委員の任期は、前任者の残任

期間とする。

2 委員は、再任されることができる。

3 臨時委員は、その者の任命に係る当該特別の事項に関する調査審議が終了 した

ときは、解任されるものとする。

4 専門委員は、その者の任命に係る当該専門の事項に関する調査が終了 したとき

は、解任されるものとする。

5 委員、臨時委員及び専門委員は、非常勤 とする。

(委員長 )

第 4条 委員会に委員長を置き、委員の互選により選任する。

2 委員長は、会務を総理 し、委員会を代表す る。

3 委員長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員が、その職務を代理

する。



(部会 )

第 5条 委員会は、その定めるところにより、部会を置 くことができる。

2 部会に属すべき委員、臨時委員及び専門委員は、委員長が指名する。

3 部会に部会長を置き、当該部会に属する墨員の互選により選任する。

4 部会長は、当該部会の事務を掌理する。

5 部会長に事故地1あ るとき1よ 、当該Ш会に属する委員の うち力≧ら部会長11あ らか

じめ指名する者が、その職務を代理する。

6 委員会は、その定めるところにより、部会の議決をもって委員会の議決とする

ことができる。

(議事 )

第 6条 委員会は、委員及び議事に関係のある臨時委員の過半数が出席 しなければ、

会議 を開き、議決することができない。

2 委員会の議事は、委員及び議事に関係のある臨時委員で会議に出席 したものの

過半数で決 し、可否同数のときは、委員長の決するところによる。

3 前 2項の規定は、部会の議事に準用する。

(資料の提出等の要求 )

第 7条 委員会は、その所掌事務を遂行するため必要があると認めるときは、関係

行政機関の長に対 し、資料の提出、意見の表明、説明その他必要な協力を求める

ことができる。

(庶務 )

第 8条 委員会の庶務は、厚生労働省政策統括官において処理する。

(雑則 )

第 9条  この政令に定めるもののほか、議事の手続その他委員会の運営に関 し必要

な事項は、委員長が委員会に諮つて定める。

附 則

この政令は、平成 13年 1月 6日 か ら施行する。



独立行政法人評価委員会高度専門医療研究部会の

役割 と当面のスケジュール

1 独立行政法人評価委員会高度専門医療研究部会の役割

高度専門医療研究部会の役割

<業務開始時>
○業務方法書の認可に際しての意見提出

○中期目標の策定に際しての意見提出

○中期計画の認可に際しての意見提出

○長期借入金の認可に際しての意見提出  等

<毎事業年度終了時 (H23年 7月 以降)>
○各事業年度の実績評価

○財務諸表の承認に際しての意見提出 等

<中期目標期間終了時>
○中期目標期間の実績評価

O組織及び業務の全般にわたる検討に際しての意見提出 等



2 独立行政法人評価委員会高度専門医療研究部会の当面のスケジュール

議事 (主なもの ) 日時及び場所

第 1回 ○部会長及び部会長代理の選出について

〇高度専門医療研究部会の役割 と当面のスケ

ジュールについて

○起草委員の分担について

○国立高度専門医療研究センターの概要につ

い ¬C

O国立高度専門医療研究センターの中期目標

(案)について

2月 19日 (金 )

10:00～ 13 :00

富国生命 ビル

中会議室

第 2回 ○国立高度専F5医療研究センターの中期計画

(案)について

2月 26日 (金 )

10:00-13:00

専用第 21会議室

第 3回 〇国立高度専門医療研究センターの業務方法

書 (案)について

○国立高度専門医療研究センターの長期借入

金計画 (案 )、 償還計画 (案)について

3月 4日 (木 )

10: 00～ 13:00

専用第 21会議室

予備日

● 3月 12日
● 3月 19日
● 3月 24日

00～ 13:00
00～ 13:00
00～ 20:00

金

金

水

10
11
17



【資料3】

平成22年 2月 19日 現在

高度専門医療研究部会

起草委員(案) 一覧

委員名

国立がん研究センター 猿田委員

国立循環器病研究センター 永井委員

国立精神口神経医療研究センター 祖父江委員

国立国際医療研究センター 永井委員

国立成育医療研究センター 内山委員

国立長寿医療研究センター 祖父江委員

財務諸表等会計に関する意見担当 和田委員



資料 4-1

国立高度専門医療センターの概要



国立高度専門医療センターの概要について(国立病院・療養所の歴史)

終戦後

戦後、厚生省が旧陸海軍病院及び軍事保護院所管の傷痰軍人療養所

等の移管を受けて発足し、医療施設不足の状況下、復員者・引揚者の医療

や戦後 日本の国民病たる結核対策に大きな役割を果たす。

(注)国立病院は旧陸海軍病院を引き継ぎ、国立療養所は傷疲軍人療養所や日本医
療団の結核療養施設を引き継ぎ発足。国立療養所は、特に結核、重症心身障害、筋
ジストロフィー等長期の治療が必要な専門的医療を実施。

1昭和20年度
1昭和24年度1_______¨ __

厚生省に国立病院・療養所を移管
国立病院特別会計法の制定

―
l

l

:

:

高度成長期

○ がん、高血圧、心臓病等国民の死亡原因の上位を占める疾病に対す
る医療等について機能の充実。

○ 障害施策拡充のため、重症心身障害児 (者 )、 進行性筋萎縮症児 (者 )

等に対する特殊疾病対策を推進。
O施 設の老朽化に対応するため、借入金制度を導入。
○ 国立療養所を特別会計に移管。

その後

O疾 病構造の変化に対応し、高度先駆的医療、研究等を担う中核的機
関である                  。
O再 編計画を策定し、施設の統廃合、経営移譲を進める。

昭和36年度 国立がんセンター発足      |
昭和38年度 借入金制度の導入       |
昭和43年度 国立療養所 (ハンセン病療養所を |

除く。)を特別会計に移行     |
(病院勘定・療養所勘定の2勘定制へ)|

L_… ………………

1昭和52年度 国立循環器病センター発足

1昭和61年度 国立精神・神経センター発足

1平成 5年度 国立国際医療センター発足

1平成 13年度 国立成育医療センター発足

1平成 15年度 国立長寿医療センター発足
し__¨ ______― ―――――――――――¨―¨――――――――――――

巨湿奎 _lⅢl亜Hi碗壁Illllllll
i~~~~~~~~~―

― ― ― ― ― ― ― ― ¨ ¨ ―
… …

― ― ― ― ¨ ― ‐ ― ¨ ― ― ― ― -1

平成22年度

(独 )国立がん研究センター、

(独 )国立循環器病研究センター、

(独)国立精神・神経医療研究センター、

(独 )国立国際医療研究センター、

(独 )国立成育医療研究センター、

(独 )国立長寿医療研究センター 発足予定

国病機構独法化

○ 中央省庁等改革の一環として、国立高度専門医療センター及びハン

セン病療養所を除き独立行政法人に移行。

NC独法化

等を踏まえ、国立高度専門医療センター特別会計は廃止

され、各国立高度専門医療センターはそれぞれ独立行政法人に移行。
(狙 ,国工 長 寿 医 療 研 究 センター 発 足 ヤ 疋    |



国 立 高 度 専 門 医 療 セ ン タ ー の 概 要

国立高度専門医療センター (いわゆるナショナルセンター)は、我が国における死亡数、患者数、医療費のいずれをとっても最も大きな割合を占め. る「がん」、「脳卒中」、「心臓病」など、その制圧が国民的課題となつている疾病について、高度先駆的医療の研究・開発・普及、医療従事者の研
修及び情報発信等を総合的・一体的に行うための中核的機関として、運営局、病院、研究所を設置 したものである。

セ ン タ ー 名
国立がんセンター

(National cancer Center)
国立循環器病センター

(National CardiOvascular Center)
国立精神・神経センター

(National Center of NeurOlogy and Psychiatry)

倉1設 年 月 日 口召和 37年  1月  1日 日召不口52年  6月  ¬日 昭和 61年 10月  1日
総 長 廣橋 説雄 橋本 信夫 樋 口 輝彦

所 在 地 ①中央病院 :東京都中央区築地5-1-1

②東病院 :千葉県柏市柏の葉6-51

大阪府吹田市藤白台5-71 東京都小平市小川東町4-1-1
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定 員 1 3 4 2名 (21年度予算定員 ) ¬ 0 0名 (21年度予算定員 ) 6 1 6名 (21年度予算定員)

病 床 数 ①中央病院:600床
②東病院 :425床

6401末 890床

主 な 事 業 内 容

我が国のがん対策の中核的機関とし
て、がんその他の悪性新生物についての
診断、治療、調査研究及び医療従事者の
研修等を行 う。

我が国の脳卒中、心臓病等の循環器病
対策の中核的機関として、循環器病につ
いての診断、治療、調査研究及び医療従
事者の研修等を行う。

我が国の精神・神経疾患対策の中核的
機関として、精神、神経、筋疾患及び知
的障害その他の発達障害についての診
断、治療、調査研究及び医療従事者の研
修等を行う。
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セ ン タ ー 名
国立 国際 医療 セ ンター

(International Medical Center of」 apan)
国立成育医療セ ンター

(NatiOnal Center for Ch‖ d Health and Development)
国立長寿医療セ ンター

(National Center fOr Ceriatrics and GerOntology)

創 設 年 月 日 平成 5年 10月  1日 平成 14年  3月  1日 平成 16年  3月  1日
総 長 桐野 高明 加藤 達夫 大島 伸―

所   在  地 ①戸山病院 :東京都新宿区戸山1-21■ 1

②国府台病院 :千葉県市川市国府台1-7-1

東京都世田谷区大蔵2-10-1 愛知県大府市森岡町源吾36-3
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定 員 5 2 7名 (21年度予算定員 ) 7 5 名 (2¬ 年度予算定員) 4 3 4名 (21年度予算定員)

病 床 数 ①戸山病院 :925床
②国府台病院 :719床

460床 300床

主 な 事 業 内 容

我が国の医療分野における国際貢献の

中核的機関 として、感染症等国際的な調
査研究が必要な疾病についての診断、治

療、調査研究及び医療従事者の研修等を

行 う。

我が国の成育医療の中核的機関とし
て、小児医療、母性医療、父性医療及び
関連・境界領域を包括する成育医療につ
いての診断、治療、調査研究及び医療従
事者の研修等を行 う。

我が国の長寿医療の中核的機関とし
て、加齢に伴 つて生 じる心身の変化に起
因する疾患であって、高齢者が自立 した
日常生活を営むために特に治療を必要と

するものに関する診断、治療、調査研究
及び技術者の研修等を行 う。



日立高度専門医療センター (NC)の職員数

平成21年度末定員数

医  師 看護師 医療技術職員 事務職 研  究 その他 合  計

国立がんセンター 239 714 169 74
|

131 15 1,342

国立循環器病センター 143 554 150 51 98 14 1,010

国立精神・神経センタ 63 330 63 52 95 13 616

国立国際医療センター 242 897 167 106 43 72 1,527

国立成育医療センター 142 447 74 47 38 3 751

国立長寿医療センター 63 233 49 34 55 0 434

ロ 計 892 3,175 672 364 460 117 51680

注1 医療技術職員は、薬剤師、診療放射線技師、臨床検査技師、臨床工学技士、理学療法士 等である。
注2事務職には、医療社会事業専門員等の福祉職適用職員を含む。
注3その他職員は、国立看護大学校の教育職員及び看護助手、調理師等の行政職く二)適用職員である。



・管理職職員  ………  厚生労働大臣    ・管理職職員以外の職員  ………  総長※
※ 国家/A・務員法の規定により任命権を委任。

>任命権とは、職員の採用、昇任、異動等の任用行為を行う権限。

>任命権者は、任命権を有する者であり、国家
/AN務

員法上、所管行政の責任者として、事務を統括し、服務を統督する各省の長等に
任命権を付与することにより、任命権の所在と責任を明確にしている:

1011N101職 :員:の 1採用|1異動の1現‐状

■職員の採用方法 試験採用 (競争試験による採用)又 は 選考採用 ※

※ 管理職職員や研究職員の選者採用に当たっては、より優秀な人材の確保を図るため、公募を実施。

>転任又は配置換は、/AN務上の必要性に基づ<判断を基本に、任命権者による任命権の行使。

〔蔀置援 ::I: 層昌甕煙零纏薯窪も5著暑讐程房冒鳳圧霞晶ξ騒圭L。  〕
>従来から、事務職、奮護師その他コメディカル職員は、良質な人材育成及び確保を図ることを目的に、国立病院機構 (旧国立病院 。療
贅所)、 国立ハンセン病療養所などの機関との人事交流を実施。

>これら機関との人事交流による施設異動及び職務異動の経験を積み重ねることで、幹部職員等の人材育成を実施。

■職員の採用、異動等の現状 (主な職種)

■職■種 | 採用方法1等 | 主な人事交流機関 備■1'■者|

医  師
選者  ※ 医長、部長等管理職職員は公募を実施

国立病院機構、国立大学法人 等

研究職 研究計画等に応じ、任期付任用を適用

看護師 選者 ※ HP等へ採用募集を掲載
国立病院機構、ハンセン病療賛所 等

事務職 言式験採用 ※国家公務員試験合格者を採用 厚労本省、厚生局との人事交流あり



平成 21年 度 国立 高 度専 門 医療 セ ンター特別会計 予算 の概 要

(単 位 :億 円 、 %)
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国立がんセンター
設立年月日:昭和37年 1月 1日

所在地 :東京都中央区築地 (中央病院)

千葉県柏市 (東病院)

組織 :中央病院、東病院、研究所、がん予防口検診研究セ」ら二、
がん対策情報センター、運営局

定員 :1′342名 (うち医師239名 、平成21年度予算定員)

病床数 :600床 (中 央病院 )、 425床 (東病院 )

我が国のがん対策の中核的機関としてtがんその他
の悪性新生物についての診断、治療、調査研究及び
医療従事者の研修等を行う。

○質の高い医療の提供
・年間5′000件の手術、1日 約120人の通院化学療法を実施 (中央)11‐
・陽子線治療等先進医療の提供と併せ、モデル的緩和ケアを提供 (東 ):

○がんの原因日本態解明、革新的な検診法や診断1治療技術の開発ミ
がん医療の均てん化、がん情報の提供  ‐
・原因百本態解明を通じた予防法や高度先駆的な検診・診療技術の開発
・多施設共同臨床研究によるがん医療の標準化
・がん医療やがん登録など専門情報等の提供や研修等による人材育成



日立循環器病センター
設立年月日:昭和52年 6月 1日

所在地 :大阪府吹田市
組織 :病院、_研究所、運営局
定員 :1′010名 (うち医師143名 、平成21年度予算定員)

病床数 :640床

我が国の脳卒中、心臓病等の循環器病対策の中核的機関
として、循環器病についての診断、治療、調査研究及び医
療従事者の研修等を行う。

○最新二最善の医療の提供
・年間約3′000件の重症循環器病救急搬送を受け入れ
口国内心移植48例のうち、22例を実施 、
・脳梗塞に対する超急性期血栓溶解療法 (tPA静注療法)を年間50例以上実施

○先端医療技術の開発と普及
口在宅型体内埋め込み型人工心臓・次世代型呼吸補助装置の開発
・世界に先駆けて発見した生理活性ペプチドtタンパク質を診断口治
療の開発へ応用

・1′400名 以上の若手医師を育成、84カ国から900名 以上の外国人
研修生を受け入れ



国立精神・神経センタT
設立年月日:昭和61年 10月 1日

所在地 :東京都小平市
組織 :病院、神経研究所、精神保健研究所、運営局
定員:616名 (うち医師63名 、平成21年度予算定員)

病床数:890床

我が国の精神・神経疾患対策の中核的機関として、精神、
筋疾患及び知的障害その他の発達障害についての診断、
調査研究及び医療従事者の研修等を行う8

○脳とこころと身体の健全な統合を目指す医療の実践
.

口1日 平均400名 以上の精神・神経外来患者を受け入れ
・1万以上の筋検体を保存する、筋ジストロフィニ確定診断の中核施設
・パーキンソン病、筋ジス、難治性てんかん等神経難病、うう病

:等
難治性精神

疾患に対する内科的、外科的治療の実施
｀

0世界唯―の「精神・神経センター」として、統合的な
・神経科学研究を実施

・多発性硬化症に対する画期的治療薬の開発
・筋ジストロフィニに対する遺伝子治療の推進
・自殺対策の研修及び情報提供、自殺の危険因子の解明



日立国際医療センター
設立年月日:平成5年 10月 1日

              興所在地 :東京都新宿区 (戸 山病院 )

千葉県市川市 (国府台病院)        |♂
〔|■til

口̂列 Чヽ・′Ч ЧJヽ 国‥目′rWb′

    蓑協力局、 ・ I組織 :戸 山病院、国府台病院、研究所、国際医榎
国立看護大学校、運営局

定員 :1′ 527名 (うち医師242名 、平成21年度予算定員)

病床数 :925床 (戸山病院)、 719床 (国府台病院)

我が国の医療分野における国際貢献の中核的機関として、感染症等
国際的な調査研究が必要な疾病についての診断、治療、調査研究及
び医療従事者の研修等を行う。

○高度総合専門医療の提供
・1日 約 1′ 600名 の外来患者の受け入れ、年間約 11′000件の手術の実施 (戸山)

口月平均約1′00o名 のエイズ外来患者の受け入れ (戸山)

・児童精神科のほか、肝炎・免疫研究センターを整備し、専門医療を提供 (国府台)

○ 国際医療協力の実践、研究の実施
・途上国へ年間約200名 の専門家派遣、約300名 の研修生受け入れ
・海外拠点との共同研究により、鳥インフルエンザ迅速診断キットを開発
・ウイルス肝炎治療の有効性を治療前遺伝子診断で判定
E2型糖尿病関連遺伝子の同定

ｎ
Ｕ



日立成育医療センター
設立年月日:平成14年 3月 1日

所在地 :東京都世田谷区

組織 :病院、研究所、運営局
定員 :751名 (うち医師142名 、平成21年度予算定員)

病床数 :460床 (病院)

我が国の成育医療の中核的機関として、小児医療、母性医療、父性
医療及び関連・境界領域を包括する成育医療についての診断、治療、
調査研究及び医療従事者の研修等を行う。

O成育医療における高度先駆的医療やモデル医療の提供
口年間1′600件以上の分娩、年間約6′300件の小児手術を実
・小児ICU等を活用した24時間365日 体制の重症小児救急

搬送の受け入れ
・虐待等を含めた小児のこころのケア

0成育医療を発展させるTR等の研究の推進
口超音波や胎児内視鏡を用いた胎児医療の実施
・免疫異常等小児難病に対する遺伝子治療の開発
・iPS細胞、ES細胞を用いた再生医療の推進
口妊娠と薬の情報提供や子どもの事故防止プログラムの提供



設立年月日:平成lb年 3月 1日

所在地 :愛知県大府市
組織 :病院、研究所、運営局
定員 :434名 (うち医師63名 、平成21年度予算定員)

病床数 :300床

我が国の長寿医療の中核的機関として、加齢に伴つて生じる
心身の変化に起因する疾患であって、高齢者が自立した日常
生活を営むために特に治療を必要とするものに関する診断、
治療、調査研究及び医療従事者の研修等を行う。

○高齢者疾患の包括的・全人的医療の提供
・高齢者の生活の質を向上に向けた医療の提供
口地域の保健口医療・福祉と連携した在宅医療モデルの開発
・認知症の早期診断法の開発等の先駆的医療の提供

○ 老化の制御と老年病克服のための新しい医療の発展の普及に尽力
・認知症、骨粗霧症の病態解明と新規治療法の開発
口再生医療による革新的歯科治療技術の開発
・全国の医師に研修を実施、年間約300名 の「認知症サポート医」を養成



資料4-2

国立高度専門医療センターの

独立行政法人化について



独立行政法人制度の概要

<独立行政法人制度の基本的考え方>

1     企画立案機育ヒ(国)                 1   実施機能 (独立行政涅

!      国は企画 (事業の目標と評価)に徹し、法人は事業の実施に責任を持つ
L_____― ― ― ―

… …
中 二 ご ― __…

… …
中 ―

“
― ‐ ‐ ― ― ― ― ‐
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中 ― ― ―
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<独立行政法人通則法の概要>

国の事務・事業

企画立案機能 (国 ) 実施機能 (独立行政法人)

民間にゆだねた場合には実施されないおそれがある業務の効率的・効果的な実施が目的

<高度専門医療に関する研究等を行う独立行政法人に関する法律 (個別法)>

O法 人の名称ロロ的口業務は個

別法で規定

O法 人の長と監事は主務大臣が

任命、役職員は長が任命

O役 員の名称口人数日任期等及
び職員の身分は個別法で定める

O給 与等の支給基準は公務員

や民間企業の給与、法人の実績

等を勘案して法人が定め、公表

O企 業会計原則

○ 毎年度財務諸表を作成、会計監

査人の監査、主務大臣の承認 (評

価委員会の意見を聴取)を受けて
公表

○ 政府は出資及び業務の財源の

交付ができる(運営費交付金 )

O個 別法に定めのある場合のみ

長期借入口債券発行ができる

O積 立金 (剰余金)の使途は個別
法で定める。

○ 主務大臣は、3～ 5年の範

囲で法人が達成すべき目標を

設定 (評価委員会の意見の聴
取)、 公表

0法 人の長は中期目標達成
のための中期計画を策定、大
臣認可(評価委員会の意見を
聴取 )、

/At表

○ 法人の長は毎事業年度年
度計画を策定、公表

0毎 事業年度及び中期

計画終了後、業務実績に

つき各府省の評価委員会

及び総務省の審議会の

評価

○ 中期計画終了後、主務
大臣による組織・業務の

全般にわたる検討、総務

省の審議会による主務大
臣への勧告

現在、国の施設等機関である 6セ ンタ■が、 6つの独立行政法人として位置づけられた:
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1 国立高度専門医療センター(NC)

国立高度専門医療研究センタT
・(独)国立がん研究センター
ロ(独)国立循環器病研究センター

・(独)国立精神口神経医療研究センター
ロ(独)国立国際医療研究センター
ロ(独)国立成育医療研究センター
ロ(独)国立長寿医療研究センター

九響坤郵靖靖

国

国

国

国

国

国

ｒ
ｉ
ｌ
ｌ
ｌ
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法人は、国民の健康に重大な影響のある
・がんその他の悪性新生物
・循環器病
・精神疾患、神経疾患、筋疾患、知的障害
その他の発達障害等

口感染症その他の疾患であって、国際的な調査、
研究を必要とするもの

日母性、乳幼児等の難治性疾患その他の疾患
・加齢に起因する疾患

トワークに参画できる機関とする。

※ 非公務員型の独立行政法人として設立 (職員に争議権あり)。
※ 役員には、各センターごと理事長 1人、監事 2人に加え、

下記の数の理事が法定されている。
・(独 )国立がん研究センター…………"・ 5人以内
・(独 )国立循環器病研究センター"… ・̈3人以内
。(独 )国立精神・ネ申経医療研究センター…4人以内
・(独 )国立国際医療研究センター……・・・6人以内
・(独 )国立成育医療研究センター・・……・3人以内
・(独 )国立 研究センター…・・̈ ・3人以内

【法律の施行期日】平成22年4月 1日 (設立準備に必要な規定は公布日)

※ 行政改革推進法 (平成18年法律第47号 )及び特別会計に関する法律 (平成19年法律第23号)により、国立高度専門医療センター特別会計は
平成21年度末日で廃止することとされている。

.      2



現状 と非特定独立行政法人との主 |な 相違点

|

項   目 施 設 等 機 関 (国 家 行 政 組 織 ) 非 特 定 独 立 行 政 法 人

責任体制 ○ 国家行政組織の一部であり、上部機関 (本省等 )

による日常的管理の下にある。

○ 法人の長に裁量を与え、主務大臣の関与を最小限にして、業務運営の責任の

所在を法人の長に明確化。
・業務運営 ○ 予算の範囲内で施設長が決定するが、明確な目

標設定はない。

○ 制度的に中期的な計画がなく、基本的に単年度

ごとで事業運営を行 う。 (予 算単年度主義 )

○ 主務大臣は、3～ 5年の期間を定め、独立行政法人の性格に応じて、効率化
やサービス向上等に関する中期目標を設定し、独立行政法人に通知。

○ 独立行政法人の長は、中期目標を達成するための具体的な計画を定め、自主

性・自律性をもって業務を遂行することとしており、単年度に縛られずに当該

中期計画の範囲内で柔軟かつ機動的な業務運営が可能。
・評価/見直 し ○ 第二者による評価の仕組みはなく、本省におい

て一部の指標による政策評価を実施 し、公表する。

○ 総務省により行政機関の業務の実施状況の評

価・監視が必要に応 じて実施される。

○ 各省に置かれる第二者機関の独立行政法人評価委員会が毎年評価を行うとと

もに、中期目標期間終了時においても評価を行い、意見を表明。

○ 総務省の第三者機関の評価委員会は各省の行う評価等の内容をチェックし、

意見を表明。

○ 特に中期目標期間終了時は組織及び業務の全般にわたる抜本的な検討及び見

直 しを実施。
・会計制度 ○ 現金主義の官庁会計制度により運営され、国民

から分か りにくい:

○ 所管省庁や財政当局の複雑な事務手続きによる

予算執行の制約。

○ 発生主義、複式簿記等の企業会計的手法を導入する。毎年度、財務諸表 (資金

収支計算書を含む。)を 作成 し、事業報告書・決算報告書とともに公表する。

監事のチェックに加え、独立行政法人評価委員会の審議に付すとともに、一定

規模以上の法人には会計監査人の監査が義務づけられ、その結果も公表する。
口予 算 ○ 国の予算の一部であ り、国会の議決 を経て制定。

これ によ り現金の支出が可能 となるが、毎年度、

細 目によ り管理 され、弾力的執行が困難。

〇 年度内消化 を原則 とし、移用 口流用・繰越は制

限 され る。  、

○ 中期計画に従い、国は独立行政法人の業務運営の財源に充てるために「渡 し

切 りの交付金」を交付する。交付金の使途は特定せず、翌年度への繰 り越 しも

可能とする。                           ′

○ 独立行政法人は、中期計画に従い、毎年度、自律性の高い業務運営を行う。

・定 員 ○ 法定定員制度の中。毎年度、業務運営に関係な

く、計画的 (一律的)に定員が削減される。

○ 法定定員制度の外。ただし、国家公務員に準 じた 5年 5%の人件費削減 (H17

年 12月 24日 閣議決定された行政改革の重要方針)の規制の対象。
・労働三権 ○ 団結権、協約締結権のない団体交渉権あり、争

議権なし。

○ 団結権、団体交渉権 (協約締結権含む)及 び争議権あり。

口給 与 職務と責任に応 じた給与原則。

人事院勧告に基づき給与法を改正。

○

○

○ 独立行政法人の実績、職員の業績の反映。

○ 社会一般の情勢に適合するように独立行政法人が決定し、届出 。公表。

・身分保障/
服務等

○ 法令に定める事由でなければ、意に反 して、降

任、休職、免職されない。

O信 用失墜行為の禁止、守秘義務、職務専念義務、

兼業の制限、営利企業の役員等との兼業禁止、離

職後における営利企業への就職に関する制限等。

○ 独立行政法人が就業規則により定める。

○ 独立行政法人の業務の性格に応 じ、守秘義務、刑法の適用上の「みなし公務

員」規定がある。
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「行政改革推進法」(平成18年 6月 2日 法律第47号 )(抄 )

<特別会計改革>
(国立高度専門医療センター特別会計の見直し)               ,
第三十三条 国立高度専門医療センター特別会計は、平成二十二年度において廃止ずるものとする。
2国立がんセンター、国立循環器病センター、国立精神・神経センター、国立国際医療センター、国立成育医療センター及び国立長寿医
療センターは、国立高度専門医療センター特別会計の負担に属する借入金に係る債務の処理その他これらの機関の事務及び事業の
適切かつ安定的な運営を維持するために必要な措置を講じた上で、独立行政法人に移行させるものとする。

<総人件費改革>
第五十条 国有林野事業の実施主体及び国立高度専門医療センターについては、第二十八条及び第三十三条第二項に規定するものの
ほか、特定独立行政法人以外の独立行政法人への移行を検討し、その結果に基づき、必要な措置を講ずるものとする。
2主として政策の実施に係る国の事務及び事業のうち、自律的及び効率的な運営が可能と認められるものの実施主体については、特

春          著″]義身
その他その職員が国家公務

尋
の身分を有しない法人に移行させることを検討し、その結果に基

「国の行政機関の定員の純減について」(平成18年 6月 30日 閣議決定)(抄 )

① 国立高度専門医療センターについて、今後ともナショナルセンターとしての機能を的確に果たせるよう、必要な制度的口財政的な措置
。 こ

② 以上のほか、次の見直しを行う。
一法人化後を含め、業務の効率化や債務返済計画等について検討し、必要な措置を講ずる。
一法人形態の検討に当たつては共通業務の合理化・効率化に留意するとともに、法人化後は、法人形態の如何を問わず中期目標の下
で業務運営の効率イヒを図る。

「特別会計に関する法律」(平成19年 3月 31日 法律第23号 )(抄 )

(暫定的に設置する特別会計 )

附則第六十七条 次の各号に掲げる特別会計を、この法律の施行の日から当該各号に定める年度の末日までの期間に限り、設置する。
一～十一 (略 )

十二 国立高度専門医療センター特別会計 平成二十一年度
十三～十四 (略 )

2～ 3(略



国立高度専門医療センターの
今後のあり方についての有識者会議報告書の概要

平成19年 7月 13日

国立高度専門医療センター(ナショナルセンター、NC)は 、行政改革の一環として「行

政改革推進法(平成18年法律第47号)」 や、その後の閣議決定「国の行政機関の定員
の純減について(平成18年 6月 )」 において、非公務員型の独立行政法人へ移行するこ

とが決定された。さらに、「特別会計に関する法律 (平成19年法律第23号 )」 において、
NC特別会計が平成21年度をもつて廃止することと規定されたことを受け、平成22年度
から独立行政法人へ移行することが決定された。           ^

本有識者会議は、NCが独立行政法人化後において、国民医療にどのように貢献して

いくのか、その果たすべき役割等は何かについて、各々の政策医療分野の特性を踏ま
えつつ、検討を行つてきた。本有識者会議においては、今後、NCが独立行政法人化され

た後も、政策医療の章引車としての役割を継続的に担えるよう、昨今の我が国の医療政
策の経緯、現状、課題等も見据えつつ、幅広い視点に立って議論を重ねてきた。

今般、今後の医療政策におけるNCの役割等について、検討の結果を取りまとめたの

で、ここに報告する。

る資源の選択と集中

O NCは、平成22年度に独立行政法人化されるが、その後においても、NCが国の負つ

ている政策医療に対する課題を解決し、国民医療に貢献できるよう、役割を明確にし、

戦略的な取り組みを行うことが必要。

O効 果的・効率的に政策課題を達成できるよう、自己完結的でなく、産学等と連携し、

持てる資源の選択と集中を図り、国の医療政策と一体となうて、ヽ都道府県の中核的な

医療機関等を支援。

O成 果を継続的に生み出していけるよう、研究所と病院とが高度専門性を有した上で、

その連携を強化。NCの牽引力を一層高めるため、研究機能を中核とした、「医療研究

センター的機能」の確立を図る。

O NCの病院機能については、NCの強みの根源であり、それを基盤として研究機能を

「政策医療の牽引車」としての3つの役割

(1)臨床研究の推進「統括・調整者の役割」

・ 基礎研究の成果を臨床の実用化へうなぐ仕組みの構築
・ 医療クラスターと治験中核病院に必要な体制の整備
・ 人材の流動性を有した組織の構築、優秀な外国人幹部の登用、管理職の任期
付任用の導入と公募制を基本とした任用

(2)医療の均てん化等の推進「調整・支援・指導者の役割」

O医療の均てん化
・ 情報発信を中心とした医療の均てん化の展開
・ 都道府県の中核的な医療機関等を通じた先駆的医療や標準的医療等の普及
・ 高齢者の在宅医療システムの構築等均てん化に係る主導的な役割

○人材育成
。 指導的な研究者や臨床家を指導する「指導者の中の指導者」の育成
。 世界レベルの人材を輩出できるよう、戦略的に精鋭の育成
・ 医療の均てん化のため、地域医療の指導者の育成

○情報発信
。 NCの行つた研究成果等について迅速かつわかりやすい広報・周知
・ 都道府県の中核的な医療機関等に対する診断・治療技術等に係る最良の情報
発信

(3)政策医療の総合的かつ戦略的な展開「政策医療に対する提言者の役割」
・ 政策医療の展開等について、国に対して政策提言ができる仕組みの整備

○ 法人の形態について、政策課題を効果的:効率的に達成できるようにするためには、
各NCごとに法人化する必要がある。

O Nёが政策医療の牽引車として的確に役割が果たせるよう、患者等からの声を運営
等に活かせる仕組みをNCの中に設ける必要がある。

O新 たな政策医療課題でどのNCにも属さないような分野については、国立国際医療
センタ=が国際医療協力を目的とし、総合診療機能を有していることにかんがみれば、
基本的には国立国際医療センターに担わせる必要がある。

O ttNCの独立行政法人の名称や中期目標等の制度については、その企画・設計が

肝心との認識を十分にもって、本有識者会議の議論を踏まえ、検討を進めるべき。

Ｅ
υ

病床及び機能を確保。





O我 が国においては、世界に例を見ない、
急速な少子高齢化が進行しており、国民本
位の総合的かつ戦略的な医療政策の展開
が求められている。

○ こうした中で、国がその責務を効果的、
効率的に果たせるよう、国立高度専門医療
研究センターには、高度先駆的医療の開発

やその普及等により、我が国の研究、医療

水準を向上させ、国際保健の向上に寄与す
ることで、医療政策を牽引していく拠点とな
ることが求められている。

○ このため、日立高度専門医療研究セン

ターは、国内外の機関と連携し、持てる資

源の選択と集中を図り、国の医療政策と一

体となって、研究・開発及び人材育成に関し
て、国際水準の成果を継続して生み出して
いくべきである。

I 安定的な財政基盤の確保

1.財務基盤の安定強化を図るための
「長期債務の処理」

2.研究開発型独法として安定的・継続的経営
Iのため「運営費交付金等の確保」

Ⅱ 適切 .安定的な運営体制の確立

1.研究開発型独法として適切な運営に取り組
むための「中期目標・計画の策定」

2.安定的な運営に向けた経営企画部門の強化
を目指す「運営組織の再構築」

Ⅲ 研 究・診療機 能 の 充実強 化

1.基礎研究から臨床への実用化等臨床研究の
推進のための「研究体制の充実強化」

2.研究機能の強化と連動した先駆的医療等の
提供のための「診療体制の充実強化」
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資 料 5

国立高度専門医療研究センターの中期目標 (案)について

基本的な考え方

国の科学技術政策 B研究開発活動において、極めて重要な役割を果たす研究

開発法人として、国内外の産業界、研究機関及び治験実施医療機関等との連

携の推進や、治験等の臨床研究を円滑に実施するための基盤整備等を記載。

また、国から独立行政法人に移行し、これまでのしがらみにとらわれること

なく、センターとしてのミッションを効果的、効率的に果たせるよう、弾力

的な組織人事運営、コンプライアンス体制の構築等を記載。

I.具体的な項目

1.前文及びサービスその他の業務の質の向上に関する事項

○ センターが国の医療政策と一体となって、研究 口開発及び人材育成に関

し、国際水準の成果を継続して生み出していくよう、前文に記載。

○ 国内外の研究者と連携しつつ、「新成長戦略 (基本方針).(平成 21年 12

月 30日 閣議決定)」 において求められている、革新的な医薬品、医療 ロ

介護技術の研究開発を推進する基盤として、センター内の連携や、国内

外の産業界、研究機関等との連携を要請。

○ 患者の視点に立った良質かつ安心な医療の提供を求めるとともに、治験

等臨床研究の実施に当たつては高い倫理性、透明性をもつよう、基盤を

整備することを要請。

○ 都道府県等の拠点医療機関の連携の推進とともに、患者・国民が正確な

情報を入手できるよう、科学的根拠に基づく情報提供を要請。

○ 具体的な研究成果については、主な研究成果に係る数値目標を設定する

など、センターが達成すべき研究成果の内容とその水準を中期計画にお

いて明確化及び具体化することを要請。

○ 新成長戦略において推進が求められている、革新的な医薬品、医療技術

の研究開発について、難病に対する研究のような、特に高度に専門的な

知識や経験が要求される等実施に困難を伴う治験・臨床研究の推進を要

請するとともに、数値目標を本項目に設定。

/



2.業務の効率化及び財務内容の改善に関する事項

○ 業務の質の向上を目指しつつ、効率的な業務運営体制とするため、定期
的な事務、事業の評価と、弾力的な組織再編を要請。

○ 効率的な運営を図るため、給与水準の見直しや医薬品医療材料等購入費

用の適正化、医業未収金対策、診療報酬請求事務の改善を要請。

○ 競争性、透明性の高い契約等、コンプライアンス体制の構築を要請。

○ 中期目標の期間における財務内容の改善や、運営費交付金以外の外部資

金の積極的な導入、中・長期的に固定負債 (長期借入金)の適正化等経

営者の視点に立って、健全な運営に努めることを要請。

3.その他業務運営に関する重要事項

○ 職員の意欲向上及び能力開発に努めるとともに、人事に関して、年功序

列を廃し、能力・実績本位の人材登用等を確立するよう努めることや、
これまでの人事にとらわれない人材交流の促進等により、若い人が生き
生き仕事できる環境の整備を要請。

○ 「ら虫立行政法人ガバナンス検討チーム」による議論や、国立がん研究セ

ンター、国立循環器病研究センター理事長公募時に、理事長選定に際し

て求められている事項として取りまとめた、運営理念への取り組みを要

請 。
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独立行政法人国立がん研究センター中期目標 (案 )

独立行政法人通則法 (平成 11年法律第 103号)第 29条第 1項の規定に基づき、独立行

政法人国立がん研究センターが達成すべき業務運営に関する目標 (以下 「中期 目標」 とい

う。)を次のように定める。

平成 22年 月 日

厚生労働大臣 長 妻  昭

前文

我が国においては、世界に例を見ない、急速な少子高齢化が進行 してお り、国民本位

の総合的かつ戦略的な医療政策の展開が求められている。こうした中、国が医療政策を

効果的、効率的に推進するため、国立高度専門医療研究センターには、高度先駆的医療

の開発及びその普及等、我が国の研究、医療水準を向上させ、もつて公衆衛生の向上に

寄与することにより、医療政策を牽引していく拠点となることが求められている。

このため、国立高度専門医療研究センターは、国内外の関係機関と連携 し、資源の選

択 と集中を図り、国の医療政策 と一体 となって、研究 。開発及び人材育成に関し、国際

水準の成果を継続 して生み出していかなくてはならないの

独立行政法人国立がん研究センター (以 下 「センター」とい う。)は、昭和 37年に我

が国のがん対策の要として設立された国立がんセンターを前身とする。

センターは、「がん対策基本法」 (平成 18年法律第 98号)及び 「がん対策推進基本計

画」 (平成 19年 6月 15日 閣議決定)に基づき、センターが有する医療、研究、人材育成

及び情報発信等の機能を相互に連携させ、その能力を効果的に発揮するとともに、独立

行政法人制度のメリットを最大限活用 し、我が国のがん対策の中核機関として 日本のみ

な吐ず世界への貢献を図り、世界をリー ドしていく責務がある。

|【上記の内容の要点】

1世界から研究者を呼べるような、世界一のセンターを目指すため、研究 ロ

1開発や人材育成に関し、国際水準の成果を生み出すことを要請

具体的には、センターが果たすべき使命を達成するため、がん克服に資する研究成果



を継続的に生み出し、がんの原因及び本態解明を一層進め、予防法、革新的がん医療及

び標準医療を開発するための研究に取 り組むとともに、良質で安心な医療を提供 し、人

材育成及び情報発信等を担い、我が国のあるべきがん医療の政策を提言していくことが

求められている。

第 1 中期目標の期間

センターの中期目標の期間は、平成 22年 4月 から平成 27年 3月 までの 5年間とする。

第 2 国民に対 して提供するサー ビスその他の業務の質の向上に関する事項

1.研究・開発に関する事項

(1)臨床を志向した研究・開発の推進

高度先駆的医療の瀾発及び標準医療の確立のため、臨床を指向した研究を推進 し、

優れた研究 。開発成果を継続的に生み出していくことが必要である。このため、セ

ンターにおいて以下の研究基盤強化に努めること。

① 蘇究 所 と病院等、センター内の連携強化

|【上記の内容の要点】

|「独立行政法人ガバナンス検討チーム」においても指摘されている、風通
|

|し の悪さや組織の縦割りの払拭を要請                |

②  「革新的医薬品。医療機器創出のための5か年戦略」(平成 19年 4月 26国 内閣

府 。文部科学省 。厚生労働省 。経済産業省)に基づく、産官学が密接に連携して

臨床研究 。実用化研究を進める「医療クラスター」の形成等、国内外の産業界、

研究機関及び治験実施医療機関等との連携

|【上記の内容の要点】

国内外の研究者と連携しつつ、「新成長戦略 (基本方針)(平成 21年 12月

30日 閣議決定)」 において求められている、革新的な医薬品、医療・介護

技術の研究開発を推進するよう、国内外の産業界、研究機関等との連携を

1要請



③ 研究 。開発に係る企画及び評価体制の整備

④ 効果的な知的財産の管理、活用の推進

(2)病院における研究 口開発の推進

治験等の臨床研究を病院内で高い倫理性、透明性をもつて円滑に実施するための

基盤の整備に努めること。

|【上記の内容の要点】

1厳格な倫理審査や、患者への十分な説明等高い倫理性、透明性をもって治

1験等臨床研究を行 うよう要請

(3)担当領域の特性を踏まえた戦略的かつ重点的な研究 口開発の推進

これら研究基盤の強化により、詳細を別紙に示 した研究 。開発を着実に推進する

こと。

2.医療の提供に関する事項

我が国におけるがんに対する中核的な医療機関として、がん対策推進基本計画に掲

げられた、「がんによる死亡者の減少」及び 「すべてのがん患者及びその家族の苦痛の

軽減並びに療養生活の質の維持向上」とい う目標を達成するため、国内外の知見を集

約し、高度先駆的医療の提供を行 うこと。

また、がんに対する医療の標準化を推進するため、最新の科学的根拠に基づいた医

療の提供を行 うこと。

昼者 。家族に必要な説明を行い、情報の共有化に努めることにより、患者 との信頼

関係を構築し、また、患者自身が治療の選択の自己決定を行 うことができるよう支援

することに加え、チーム医療の推進、入院時から地域ケアを見通 した医療の提供、医

療安全管理体制の充実等により、患者の視′点に立った良質かつ安心な医療の提供を行

うこと。

|【上記の内容の要点】

1患者の視点に立った良質かつ安心な医療の提供を要請

緩和医療については、がん患者 とその家族が質の高い療養生活を送ることができる

よう、治療の初期段階から緩和ケアを提供できる体制を整備すること。
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3.人材育成に関する事項

人材育成は、センターが医療政策を牽引する上で特に重要なものであることから、

センターが国内外の有為な人材の育成拠点となるよう、がんに対する医療及び研究を

推進するにあた リリーダーとして活躍できる人材の育成を行 うとともに、モデル的な

研修及び講習の実施及び普及に努めること。

4.医療の均てん化並びに情報の収集及び発信に関する事項

セ≧生

「

及び都道府県がと診療連携拠点病院等間のネットワークを構築 し、高度先

駆的医療の普及及び医療の標準化に努めることハ

【上記の内容の要点】

センターが都道府県の中核的な医療機関等との密接な連携の下に、ネット

ワークの中心として高度先駆的医療の普及及び医療の標準化等適切な機能

を果たすよう、要請

情報発信にあたっては、国内外のがんに関する知見を基集及び評価し、科学的根拠

に基づく診断及び治療法等!こ ついて、国民向け及び医療機関向けの情報提供を行うこ

と。

|【上記の内容の要点】

1患者・国民が正確ながん情報を入手できるよう、科学的根拠に基づく情報

1提供を要請|コ渕ヒレ｀ こ コ
=口

H                                            '

5 国への政策提言に関する事項

医療政策をより強固な科学的根拠に基づいたものにするため、及び医療現場の実態

に即 したものにするため、科学的見地から専門的提言を行 うこと。

6.その他我が国の医療政策の推進等に関する事項

公衆衛生上重大な危害が発生し又は発生しようとしている場合には、国の要請に応

じ、迅速かつ適切な対応を行うこと。

我が国におけるがんに対する中核的機関として、その特性に応 じた国際貢献を行 う

こと。

5



第 3 業務運営の効率化に関する事項

1.効率的な業務運営に関する事項

業務の質の向上を目指し、かつ、効率的な業務運営体制とするため、定期的に事務

及び事業の評価を行い、役割分担の明確化及び職員の適正配置等を通じ、弾力的な組

織の再編及び構築を行 うこと。

【上記の内容の要点】

硬直的な組織運営とならないよう、弾力的な組織の改廃を要請

センターの効率的な運営を図るため、以下の取組を進めること。

① 給与水準について、センターが担 う役割に留音 しつつ、滴切な給与体系とな

るよう見直し

② 共同購入等による医薬品医療材料等購入費用の適正化

③ 医業未収金の発生防止及び徴収の改善並びに診療報酬請求業務の改善等1又

入の確保

|【上記の内容の要点】

1効率的な運営のための手法を具体的な項目をあげ、要請

2 電子化の推進

業務の効率化及び質の向上を目的とした電子化を推進 し、情報を経営分析等に活用

すること。

推進にあたっては職員の利便性に配慮しつつ、情報セキュリティの向上に努めるこ

と。

3.法令遵守等内部統制の適切な構築

入札及び契約事務の公正性及び透明性の確保を含む法令遵守 (コ ンプライアンス)

等内部統制を適切に構築すること。

特に契約については、原則 として一般競争入札等によるものとし、競争性及び透明

性が十分確保される方法により実施すること。
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|【上記の内容の要点】                       |
1契約について具体的に例示 しなが ら、内部統制の適切な構築 を要請    |

第 4 財務内容の改善に関する事項

「第3 業務運営の効率化に関する事項」で定めた事項に配慮した中期計画の予算を

作成し、当該予算による運営を実施することにより、中期目標の期間における期首に対

する期末の財務内容の改善を図ること。

1.自 己収入の増加に関する事項

がんに対する医療政策を牽引していく拠′点としての役割を果たすため、運営費交付

金以外の外部資金の積極的な導入に努めること。

2 資産及び負債の管理に関する事項

センターの機能の維持、向上を図りつつ、投資を計画的に行ない、固定負債 (長期

借入金の残高)が運営上、中 。長期的に適正なものとなるよう努めること。

【上記の内容の要点】

経営者の視点に立って、中期目標の期間における財務内容の改善や、運営

費交付金以外の外部資金の積極的な導入、中・長期的に固定負債 (長期借

入金)の適正化等、健全な運営に努めることを要請

第 5 その他業務運営に関する重要事項

1.施設・設備整備に関する事項

施設・設備整備については、センターの機能の維持、向上の他、費用対効果及び財

務状況を総合的に勘案して計画的な整備に努めること。

2.人事の最適化に関する事項

センターの専門的機能の向上を図るため、職員の意欲向上及び能力開発に努めると

ともに、人事評価を適切に行うシステムを構築すること。

また、年功序列を排し、能力・実績本位の人材登用などの確立に努め、さらに、昼

秀な人材を持続的に確保するため、女性の働きやすい環境の整備及び非公務員型独立

行政法人の特性を活かした人材交流の促進等を推進すること。



|【上記の内容の要点】

人事に関して、年功序列を廃し、能力・実績本位の人材登用等を確立する

よう努めることや、これまでの人事にとらわれない人材交流の促進等によ

り、若い人が生き生き仕事できる環境の整備を要請

3 その他の事項

中期日標に基づきセンターのミッションを理解 し、ミッションを実現するために必

要なアクションプランとして中期計画を立て、具体的な行動に移すことができるよう

に努めること。また、アクションプランやセンターの成果について、一般の国民が理

解しやすい方法、内容で情報開示を行 うように努めること̂

ミッションの確認、現状の把握、問題′点の洗出し、改善策の立案、翌年度の年度計

画の作成等に資するため、定期的に職員の意見を聞くよう、努めること̂

【上記の内容の要点】

国立がん研究センター、国立循環器病研究センター理事長公募時に、理事

長選定に際 して求められている事項として取 りまとめた、運営理念への取

り組みを要請



(別紙)担当領域の特性を踏まえた戦略的かつ重点的な研究 口開発の推進

1.重点的な研究・開発戦略の考え方

がんは単一の疾患ではなく、その原因、宿主背景因子、本態 となる遺伝子異常、病

態、病期及び治療応答性等において極めて多様な様相を呈することが明らかにされて

いる。その罹患率及び死亡率を抑制するためには、基礎研究、公衆衛生研究及び臨床

研究の各分野において高度先駆的な研究 。開発を展開するとともに、これ ら3大分野

の有機的な連携に基づく、我が国における総合的研究戦略として推進することが極め

て重要である。

このため、がんの原因 。本態解明、予防・診断・治療法の基盤となる技術の開発等

基礎研究の成果を、公衆衛生研究及び臨床研究に応用し、より優れた予防・診断・治

療法の開発に結びつけるとともに、公衆衛生研究及び臨床研究において見出された疑

間、仮説を基礎研究の課題 として積極的に取 り上げる等、双方向性の橋渡 し研究を進

めていく必要がある。

また、これら研究の方向性及びその成果を的確に評価するためにはまず、がんの実

態を把握 し、分析する研究が欠かせない。ついで、発生 したがんに対する高度先駆的

診療技術の開発、日本人のがん罹患率を低減させ うる一次予防法の開発、検診等早期

発見による二次予防法の科学的評価 と開発が求められる。さらに、このようにして開

発 されたがんの予防・検診 。診断・治療法の均てん化を図るための研究及び対策を展

開する必要がある。

センターにおいては、これらの研究課題について、センター内各部門の連携はもと

より、国内外の医療機関、研究機関等との一層の連携を図 り、総合的な取 り組みを進

めていくこと。

その実施にあたっては、中期計画において、主な研究成果に係る数値 目標を設定す

るなど、センターが達成すべき研究成果の内容とその水準を明確化及び具体化するこ

と。

【上記の内容の要点】

主な研究成果に係る数値目標を設定するなど、センターが達成すべき研究

成果の内容とその水準を中期計画において明確化及び具体化することを要

請



2.具体的方針

(1)疾病に着目した研究

① がんの原因、発生 。進展のメカニズムの解明

科学技術のイノベーションを常に取り入れ、分子・細胞から個体に至るものま

でを研究対象にすることにより、がんの原因、発生 。進展のメカニズムを解明し、

予防・診断・治療への応用の糸口となる研究を行 う。

② がんの実態把握

各種がん登録による我が国のがんの罹患、転帰その他の状況等の実態及びその

推移の把握、疫学研究によるがんのリスク・予防要因の究明等、がんの実態把握

に資する研究を推進する。         _´

③ がんの本態解明に基づく高度先駆的医療、標準医療の向上に資する診断・治

療技術及び有効ながん予防・検診法の開発の推進

がんに対する高度先駆的な予防法、検診を含む早期診断法及び治療法の開発に

資する研究を推進する。

また、既存の予防、診断、治療法に対する多施設共同研究等による有効性の比

較等、標準的診断及び治療法の確立に資する研究並びに有効ながん検診法の開発

に資する研究を推進する。

がん患者に対する緩和医療の提供に関する研究及び地域医療等との連携による

療養生活の質の向上と普及に関する研究を行 うとともに、地域ぐるみの在宅医療

を含めた医療システムのモデル開発を行う。

また、高度先駆的な予防・診断 。治療法の開発の基盤 となる、バイオリソース

や臨床情報の収集及びその解析を推進する。

④ 医薬品及び医療機器の開発の推進

「新成長戦略 (基本方針)(平成 21年 12月 30日 閣議決定)」 においては、ライ

フ・イノベーションによる健康大国戦略として、革新的な医薬品、医療・介護技

術の研究開発の推進が求められている。

この趣旨を踏まえ、がんに関する研究成果等を安全かつ速やかに臨床現場へ応

用するために、医薬品及び医療機器の治験 (適応拡大を含む)、 特に高度に専門的

な知識や経験が要求される等実施に困難を伴 う治験、臨床研究の実現を目指した

研究を推進する。
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また、海外では有効性と安全`性が検証されているが、国内では未承認の医薬品、

医療機器について、治験等臨床研究を推進する。

これらにより平成 21年度に比 し、中期 目標の期間中に、臨床研究実施件数 (倫

理委員会にて承認された研究をいう。)及び治験 (製造販売後臨床試験も含む。)

の実施件数の合証数の 5%以上の増加を図ること。

【上記の内容の要点】

新成長戦略において推進が求められている、革新的な医薬品、医療技術の

研究開発について、難病に対する研究のような、特に高度に専門的な知識

や経験が要求される等実施に困難を伴う治験・臨床研究の推進を要請する

とともに、数値目標を本項目に設定

(2)均てん化に着日した研究

① 医療の均てん化手法の開発の推進

関係学会等との連携を図り、診断 。治療ガイ ドラ∠ン等の作成及び普及に寄与

する研究を推進する。

がんに対する医療を担う高度かつ専門的な技術を持つ人材育成を図るため、系

統だった教育 。研修方法の開発を推進する。

② 情報発信手法の開発                 ヽ

がんに対する正しい理解の促進のため、医療従事者及び患者 。国民への啓発手

法の研究を推進する。

【上記の内容の要点】

がんに対する正しい理解の促進のため、診断・治療ガイ ドライン等の作成

及び普及に寄与する研究、系統だつた教育・研修方法の開発、医療従事者

及び患者 口国民への啓発の単なる情報発信のみならず、効果的な手法の研

究を推進するよう要請
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独立行政法人国立循環器病研究センター中期目標 (案 )

独立行政法人通則法 (平成 11年法律第 103号)第 29条第 1項の規定に基づき、独立行

政法人国立循環器病研究センターが達成すべき業務運営に関する目標 (以 下 「中期 目標」

という。)を次のように定める。

平成 22年 月 日

厚生労働大臣 長 妻  昭

前文

我が国においては、世界に例を見ない、急速な少子高齢化が進行してお り、国民本位

の総合的かつ戦略的な医療政策の展開が求められている。こうした中、国が医療政策を

効果的、効率的に推進するため、国立高度専門医療研究センターには、高度先駆的医療

の開発及びその普及等、我が国の研究、医療水準を向上させ、もつて公衆衛生の向上に

寄与することにより、医療政策を牽引していく拠点となることが求められている。

このため、国立高度専門医療研究センターは、国内外の関係機関と連携 し、資源の選

択 と集中を図り、国の医療政策 と一体となって、研究 。開発及び人材育成に関し、国際

水準の成果を継続 して生み出していかなくてはならない。

独立行政法人国立循環器病研究センター (以 下 「センター」とい う。)は、昭和 52年

に国立高度専門医療センターとして設置された国立循環器病センターを前身とし、以来、

循環器病の克服を目標に、研究、医療、人材育成等を推進 してきた。

循環器病は三大死因のうちの二つを占めるに至ってお り、その克服のための研究 。開

発 と臨床応用は、国民の生命予後の飛躍的な改善に資するものといえる。このため、国

家戦略として、「健康増進法」 (昭和 14年法律第 103号 )、
「21世紀における国民健康づ

くり運動 (健康 日本 21)」 及び 「新健康フロンティア戦略」等に基づき、 循環器病の克

服に向けた取組が推進されている。

センターにおいても、循環器医療の提供に必要な人材をはじめとするさまざまな資源

が集積されてお り、近隣地域のみならず国内外の患者の生命を救ってきた。

こうした中、センターは、循環器病における死に直結する疾病の治療法の開発、これ

らの疾病をもたらす生活習慣病等に伴 う心血管病変等の予防並びに胎児期 。小児期にお

ける循環器病の診断及び治療等、循環器病学の基礎的及び臨床的研究を推進 し、その成

果を高度かつ先駆的な医療の提供及び優れた人材の育成に活かすことにより、循環器病
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の克服に貢献していくことが求められている。

【上記の内容の要点】

世界から研究者を呼べるような、世界一のセンターを目指すため、研究 ロ

開発や人材育成に関し、国際水準の成果を生み出すことを要請

第 1 中期目標の期間

センターの中期日標の期間は、平成 22年 4月 から平成 27年 3月 までの 5年間とする。

第 2 国民に対 して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項

1.研究 口開発に関する事項

(1)臨床を志向した研究・開発の推進

高度先駆的医療の開発及び標準医療の確立のため、臨床を指向した研究を推進し、

優れた研究 。開発成果を継続的に生み出していくことが必要である。このため、セ

ンターにおいて以下の研究基盤強化に努めること。

′ ① 研究所 と病院等、センター内の連携強化

【上記の内容の要点】

|「独立行政法人ガバナンス検討チーム」においても指摘されている、

|し の悪さや組織の縦割 りの払拭を要請

風 通

②  「革新的医薬品 。医療機器創出のための5か年戦略」(平成 19年 4月 26国 内閣

府・文部科学省・厚生労働省 。経済産業省)に基づく、産官学が密接に連携して

臨床研究 。実用化研究を進める「医療クラスター」の形成等、国内外の産業界、

研究機関及び治験実施医療機関等との連携

|【上記の内容の要点】

国内外の研究者と連携 しつつ、「新成長戦略 (基本方針)(平成 21年 12月
|

30日 閣議決定 )」 において求められている、革新的な医薬品、医療 口介護
|

1技術の研究開発を推進するよう、国内外の産業界、研究機関等との連携を |

1要請                               :
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③ 研究 。開発に係る企画及び評価体制の整備

④ 効果的な知的財産の管理、活用の推進

(2)病院における研究・開発の推進

治験等の臨床研究を病院内で高い倫理性、透明性をもつて円滑に実施するための

基盤の整備に努めること。

【上記の内容の要点】

|エバハー トの治験に対する検証と対応などを踏まえ、厳格な倫理審査や、

1患者への十分な説明等高い倫理性、透明性をもって治験等臨床研究を行う

|よ う要請

(3)担当領域の特性を踏まえた戦略的かつ重点的な研究・開発の推進

これら研究基盤の強化により、詳細を別紙に示 した研究 。開発を着実に推進する

こと。

2 医療の提供に関する事項

我が国における循環器病に対する中核的な医療機関として、国内外の知見を集約 し、

高度先駆的医療の提供を行 うこと。

また、循環器病に対する医療の標準化を推進するため、最新の科学的根拠に基づい

た医療の提供を行 うこと。

患者 。家族に必要な説明を行い、情報の共有化に努めることにより、患者 との信頼

関係を構築し、また、患者自身が治療の選択の自己決定を行 うことができるよう支援

することに加え、チーム医療の推進、入院時から地域ケアを見通 した医療の提供、医

療安全管理体制の充実等により、患者の視′点に立った良質かつ安心な医療の提供を行

うこと。

【上記の内容の要点】

患者の視点に立った良質かつ安心な医療の提供を要請

臓器移植ネットワークにおける移植実施施設として臓器移植法に基づく移植医療を

適切に行 うこと。
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3.人材育成に関する事項

人材育成は、センターが医療政策を牽引する上で特に重要なものであることから、

センターが国内外の有為な人材の育成拠点となるよう、循環器病に対する医療及び研

究を推進するにあたリリーダーとして活躍できる人材の育成を行うとともに、モデル

的な研修及び講習の実施及び普及に努めること。

4.医療の均てん化並びに情報の収集及び発信に関する事項

センター及び都道府県における中核的な医療機関等間のネットワークを構築し、高

度先駆的医療の普及及び医療の標準化に努めること。

|【上記の内容の要点】

センターが都道府県の中核的な医療機関等との密接な連携の下に、ネット
|

|

ワークの中心として高度先駆的医療の普及及び医療の標準化等適切な機能 |I ′   ′ V′・ T`Lゴ C し ヽ

「

■
=ス

フし司E口 UF="式 Vノ 日 /X/Xし
'ロ

ニ

"訳

Vノ 弔千■■1し ■デ地聖 ●/J′ J・ 輛翼月E I

Iを果たすよう、要請                        1

情報発信にあたつては、国内外の循環器病に関する知見を収集及び評価 し、科学的

根拠に基づく診断及び治療法等について、国民向け及び医療機関向けの情報提供を行

うこと。

|【上記の内容の要点】

1患者・国民が正確な循環器病情報を入手できるよう、科学的根拠に基づく

1情報提供を要請

5.国への政策提言に関する事項

医療政策をより強固な科学的根拠に基づいたものにするため、及び医療現場の実態

に即したものにするため、科学的見地から専門的提言を行 うこと。

6.その他我が国の医療政策の推進等に関する事項

公衆衛生上重大な危害が発生し又は発生 しようとしている場合には、国の要請に応

じ、迅速かつ適切な対応を行 うこと。

我が国における循環器病に対する中核的機関として、その特性に応 じた国際貢献を

行 うこと。
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第 3 業務運営の効率化に関する事項

1 効率的な業務運営に関する事項

業務の質の向上を目指し、かつ、効率的な業務運営体制とするため、定期的に事務

及び事業の評価を行い、役割分担の明確化及び職員の適正配置等を通 じ、弾力的な組

織の再編及び構築を行 うこと。

|【上記の内容の要点】

1硬直的な組織運営とならないよう、弾力的な組織の改廃を要請

センターの効率的な運営を図るため、以下の取組を進めること。

① 給与水準について、センターが担う役割に留意しつつ、適切な給与体系とな

るよデ見直し

② 共同購入等による医薬品医療材料等購入費用の適正化

③ 医業未収金の発生防止及び徴収の改善並びに診療報酬請求業務の改善等収

入の確保

|【上記の内容の要点】

1効率的な運営のための手法を具体的な項目をあげ、要請

2.電子化の推進

業務の効率化及び質の向上を目的とした電子化を推進 し、情報を経営分析等に活用

すること。

推進にあたっては職員の利便性に配慮 しつつ、情報セキュリティの向上に努めるこ

と。

3 法令遵守等内部統制の適切な構築

入札及び契約事務の公正性及び透明性の確保を含む法令遵守 (コ ンプライアンス)

等内部統制を適切に構築すること。

特に契約については、原則として一般競争入札等によるものとし、競争性及び透明

性が十分確保 される方法により実施すること。

一
　

一

一　

　

　

　

　

　

　

　

一
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|【上記の内容の要点】                       |
1契約について具体的に例示しながら、内部統制の適切な構築を要請   |

第 4 財務内容の改善に関する事項

「第 3 業務運営の効率化に関する事項」で定めた事項に配慮 した中期計画の予算を

作成 し、当該予算による運営を実施することにより、中期 目標の期間における期首に対

立る期末の財務内容の改善を図ること。

1.自 己収入の増加に関する事項

循環器病に対する医療政策を牽引していく拠′点としての役割を果たすため、運営費

交付金以外の外部資金の積極的な導入に努めること。

2 資産及び負債の管理に関する事項

センターの機能の維持、向上を図 りつつ、投資を計画的に行ない、固定負債 (長期

借入金の残高)が運営上、中 。長期的に適正なものとなるよ立努めること。

|【上記の内容の要点】

1入金)の適正化等、健全な運営に努めることを要請

第 5 その他業務運営に関する重要事項

1.施設・設備整備に関する事項

施設・設備整備については、センターの機能の維持、向上の他、費用対効果及び財

務状況を総合的に勘案して計画的な整備に努めること。

2.人事の最適化に関する事項

センターの専門的機能の向上を図るため、職員の意欲向上及び能力開発に努めると

ともに、人事評価を適切に行 うシステムを構築すること。

また、年功序列を排し、能力・実績本位の人材登用などの確立に努め、さらに、昼

秀な人材を持続的に確保するため、女性の働きやすい環境の整備及び非公務員型独立

生政法人の特性を活かした人材交流の促進等を推進すること。

費交付金以外の外部資金の積極的な導入、中・長期的に固定負債 (長期借 |

19



【上記の内容の要点】

人事に関して、年功序列を廃し、能力・実績本位の人材登用等を確立する

よう努めることや、これまでの人事にとらわれない人材交流の促進等によ

|り 、若い人が生き生き仕事できる環境の整備を要請          |

3.その他の事項

中期目標に基づきセンターのミッションを理解 し、ミッション生実現するために必

要なアクションプランとして中期計画を立て、具体的な行動に移すことができるよう

に努めること。また、アクションプランやセンターの成果につい玉、一般の国民が理

解しやすい方法、内容で情報開示を行うように努めること。

ミッションの確認、現状の把握、PH5題′点の洗出し、改善策の立案、翌年度の年度計

画の作成等に資するため、定期的に職員の意見を聞くよう、努めること̂     ~´

|【上記の内容の要点】

1国立がん研究センター、国立循環器病研究センター理事長公募時に、理事

1長選定に際して求められている事項として取りまとめた、運営理念への取

|り 組みを要請
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(別紙)担当領域の特性を踏まえた戦略的かつ重点的な研究・開発の推進

1.重点的な研究・開発戦略の考え方

循環器病は我が国の三大死因のうちの二つを占めるに至っており、また、健康で元

気に暮らせる期間 (健康寿命)の延伸に大きな障害になっているのが、循環器病であ

る。

こうした中、センターは、循環器病の克服を目指 した高度先駆的な医療の研究 。開

発を行い、我が国の医療水準全体を向上させる役割を期待されている。

このため、センターは、研究組織の更なる改善及び企業、大学等との連携体制をよ

り充実させるとともに、基礎研究から橋渡 し研究さらに臨床応用までを包括的かつ統

合的に推進していくことで、循環器病の克服に資する新たな予防・診断・治療技術の

開発を進めていくこと。

その実施にあたっては、中期計画において、主な研究成果に係る数値目標を設定す

るなど、センターが達成すべき研究成果の内容 とその水準を明確化及び具体化するこ

と。

|

|【上記の内容の要点】

1主な研究成果に係る数値目標を設定するなど、センターが達成すべき研究

1成果の内容とその水準を明確化及び具体化することを要請

2.具体的方針

(1)疾病に着目した研究

① 循環器病の本態解明

科学技術のイノベーションを常に取り入れ、分子・細胞から個体に至るものま

でを研究対象にすることにより、循環器病の疾病メカニズムを解明し、予防・診

断・治療への応用の糸日となる研究を推進する。

② 循環器病の実態把握

我が国の循環器病の罹患、転帰その他の状況等の実態及びその推移の把握、疫

学研究による循環器病のリスク・予防要因の究明等、循環器病の実態把握に資す

る研究を推進する。

③ 高度先駆的及び標準的な予防、診断、治療法の開発の推進

１
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循環器病に対する高度先駆的な予防、診断、治療法の開発に資する研究を推進

する。

また、既存の予防、診断、治療法に対する有効性の比較等、標準的予防、診断、

治療法の確立に資する研究を推進する。

また、高度先駆的な予防・診断・治療法の開発の基盤となる、バイオリソース

や臨床情報の収集及びその解析を推進する。

④ 医薬品及び医療機器の開発の推進

「新成長戦略 (基本方針)(平成 21年 12月 30日 閣議決定)」 においては、ライ

フ・イノベーションによる健康大国戦略として、革新的な医薬品、医療・介護技

術の研究開発の推進が求められている。

この趣旨を踏まえ、循環器病に関する研究成果等を安全かつ速やかに臨床現場

門的な矢l識や経験が要求される等実施に困難を伴 う治験・臨床研究の実現を目指

した研究を推進する。

また、海外では有効性と安全性が検証されているが、国内では未承認の医薬品、

医療機器について、治験等臨床研究を推進する。

これらにより平成 21年度に比し、中期 目標の期間中に、臨床研究実施件数 (倫

理委員会にて承認された研究をい う。)及び治験 (製造販売後臨床試験も含む。)

の実施件数の合計数の 5%以上の増加を図ること。

|【上記の内容の要点】                       |
1新成長戦略において推進が求められている、革新的な医薬品、医療技術の

|

1研究開発について、難病に対する研究のような、特に高度に専門的な知識 |

|や経験が要求される等実施に困難を伴う治験・臨床研究の推進を要請する
|

|と ともに、数値目標を本項目に設定                 |
●___¨ _̈___― ――――――――‐――――――――………………―‐…………―――――――――― ―――――――――――――――――――――――――――……―――¨ ―̈――――――ヽ―――――……‐――――――――――」

(2)均てん化に着目した研究

① 医療の均てん化手法の開発の推進

関係学会等との連携を図り、診断・治療ガイ ドライン等の作成及び普及に寄与

する研究を推進する。

循環器病に対する医療を担 う高度かつ専門的な技術を持つ人材育成を図るため、

へ応用するために、医薬品及び医

つ
ん
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系統だつた教育 。研修方法の開発を推進する。

② 情報発信手法の開発

循環器病に対する正しい理解の促進のため、医療従事者及び患者 。国民への啓

発手法の研究を推進する。

【上記の内容の要点】                       |
循環器病に対する正しい理解の促進のため、診断 口治療ガイ ドライン等の

|

作成及び普及に寄与する研究、系統だった教育・研修方法の開発、医療従 |

事者及び患者・国民への啓発の単なる情報発信のみならず、効果的な手法 |

の研究を推進するよう要請
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独立行政法人国立精神 口神経医療研究センター中期目標 (案 )

独立行政法人通則法 (平成 11年法律第 103号)第 29条第 1項の規定に基づき、独立行

政法人国立精神・神経医療研究センターが達成すべき業務運営に関する日標 (以下 「中期

目標」という。)を次のように定める。

平成 22年 月 日

厚生労働大臣 長 妻

前文

我が国においては、世界に例を見ない、急速な少子高齢化が進行してお り、国民本位

の総合的かつ戦略的な医療政策の展開が求められている。こうした中、国が医療政策を

効果的、効率的に推進するため、国立高度専門医療研究センターには、高度先駆的医療

の開発及びその普及等、我が国の研究、医療水準を向上させ、もつて公衆衛生の向上に

寄与することにより、医療政策を牽引していく拠点となることが求められている。

このため、国立高度専門医療研究センターは、国内外の関係機関と連携 し、資源の選

択 と集中を図り、国の医療政策と一体 となって、研究 。開発及び人材育成に瀾 し、国際

水準の成果を継続 して生み出していかなくてはならない。

独立行政法人国立精神・神経医療研究センター (以下 「センター」という。)は、国際

的にも稀な精神医学と神経学を総合的に実践する場として昭和 61年に設置された国立精

神 。神経センターを前身とする。

精神疾患、神経疾患、筋疾患及び知的障害その他の発達の障害 (以 下 「精神 。神経疾

患等」という。)は、その克服に向けた国際的な取り組みにもかかわらず、国民の健康に

大きな影響を与えてお り、積極的かつ重層的にその対策を進めていく必要がある。

こうした中、センターは、国際的にも、精神・神経疾患等に係る医療水準を向上させ

るために、総合的な医療を実践するとともに、研究成果を高度先駆的医療に活かすこと

が求められている。

【上記の内容の要点】                        |
世界から研究者を呼べるような、世界一のセンターを目指すため、研究 口

|

開発や人材育成に関し、国際水準の成果を生み出すことを要請     |

26



第 1 中期目標の期間

センターの中期目標の期間は、平成 22年 4月 から平成 27年 3月 までの5年間とする。

第 2 国民に対 して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項

1.研究・開発に関する事項

(1)臨床を志向した研究・開発の推進

高度先駆的医療の開発及び標準医療の確立のため、臨床を指向した研究を推進し、

優れた研究 。開発成果を継続的に生み出していくことが必要である。このため、セ

ンターにおいて以下の研究基盤強化に努めること。

① 研究所 と病院等、センター内の連携強化

|【上記の内容の要点】

|「独立行政法人ガバナンス検討チーム」においても指摘されている、風通

|しの悪さや組織の縦割りの払拭を要請

②  「革新的医薬品。医療機器創出のための 5か年戦略」(平成 19年 4月 26国 内閣

府 。文部科学省・厚生労働省 。経済産業省)に基づく、産官学が密接に連携して

臨床研究 。実用化研究を進める「医療クラスター」の形成等、国内外の産業界、

研究機関及び治験実施医療機関等との連携

|【上記の内容の要点】

1国 内外の研究者と連携しつつ、「新成長戦略 (基本方針)(平成21年 12月

30日閣議決定 )」 において求められている、革新的な医薬品、医療 口介護

技術の研究開発を推進するよう、国内外の産業界、研究機関等 との連携を

1要請

③ 研究 。開発に係る企画及び評価体制の整備

④ 効果的な知的財産の管理、活用の推進

2)病院における研究・開発の推進

治験等の臨床研究を病院内で高い倫理性、透明性をもつて旦上に実施するための
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基盤の整備に努めること。

|【上記の内容の要点】

厳格な倫理審査や、患者への十分な説明等高い倫理性、透明性をもって治

験等臨床研究を行うよう要請

(3)担当領域の特性を踏まえた戦略的かつ重点的な研究・開発の推進

これ ら研究基盤の強化により、詳細を別紙に示した研究 。開発を着実に推進する

こと。

2 医療の提供に関する事項

我が国における精神・神経疾患等に対する中核的な医療機関として、国内外の知見

を集約 し、高度先駆的医療の提供を行 うこと。

また、精神 。神経疾患等に対する医療の標準化を推進するため、:最新の科学的根拠

に基づいた医療の提供を行うこと。

患者 。家族に必要な説明を行い、情報の共有化に努めることにより、患者 との信頼

関係を構築し、また、患者自身が治療の選択の自己決定を行 うことができるよう支援

することに加え、チーム医療の推進、入院時から地域ケアを見通 した医療の提供、医

療安全管理体制の充実等により、患者の視点に立った良質かつ安心な医療の提供を行

うこと。

医療観察法対象者に対 して、研究部門と連携 し、退院後の地域生活への安全で円滑

な移行を支援する質の高い医療の提供を行 うこと。

重症心身障害児 (者)に対して、心身の発達を促す医療及び様々な合併症を予防す

る総合的医療等、質の高い医療の提供を行 うこと。

3 人材育成に関する事項

人材育成は、センターが医療政策を牽引する上で特に重要なものであることから、

センターが国内外の有為な人材の育成拠点となるよう、精神・神経疾患等に対する医

療及び研究、特に トランスレーショナル リサーチを推進するにあた リリーダーとして
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活躍できる人材の育成を行 うとともに、モデル的な研修及び講習の実施及び普及に努

めること。

4.医療の均てん化並びに情報の収集及び発信に関する事項

ヤンター及び都道府県における中核的な医療機関等間のネットワークを構築し、高

度先駆的医療の普及及び医療の標準化に努めること。

|【上記の内容の要点】

|セ ンターが都道府県の中核的な医療機関等との密接な連携の下に、ネット

|ワ ークの中心として高度先駆的医療の普及及び医療の標準化等適切な機能

|を果たすよう、要請

情報発信にあたっては、国内外の精神 。ネ申経疾患等に関する知見を収集及び評価し、

科学的根拠に基づく診断及び治療法等について、国民向け及び医療機関向けの情報提

供を行 うこと。

【上記の内容の要点】

患者やその家族、国民が正確な精神 口神経疾患の情報を入手できるよう、

科学的根拠に基づく情報提供を要請

.国への政策提言に関する事項

医療政策をより強固な科学的根拠に基づいたものにするため、及び医療現場の実態

に即 したものにするため、科学的見地から専門的提言を行 うこと。

6.その他我が国の医療政策の推進等に関する事項

公衆衛生上重大な危害が発生 し又は発生しようとしている場合には、国の要請に応

じ、迅速かつ適切な対応を行うこと。

我が国における精ネ申。神経疾患等に対する中核的機関として、その特性に応 じた国

際貢献を行 うこと。

第 3 業務運営の効率化に関する事項

1.効率的な業務運営に関する事項

業務の質の向上を目指し、かつ、効率的な業務運営体制とするため、定期的に事務
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及び事業の評価を行い、役割分担の明確化及び職員の適正配置等を通じ、弾力的な組

織の再編及び構築を行うこと。

l  r L姜コ″、Hh朔巨 、́■
=¨

L■
|【上記の内容の要点】

1硬直的な組織運営とならないよう、弾力的な組織の改廃を要請     |

センターの効率的な運営を図るため、以下の取組を進めること。

① 給与水準について、センターが担う役割に留音しつつ、滴切な給与体系ルな

るよう見直し

② 共同購入等による医薬品医療材料等購入費用の適正化

③ 医業未収金の発生防止及び徴収の改善並びに診療報酬請求業務の改善等収

入の確保

|【上記の内容の要点】

1効率的な運営のための手法を具体的な項目をあげ、要請

2 電子化の推進

業務の効率化及び質の向上を目的とした電子化を推進 し、情報を経営分析等に活用

すること。

推進にあたっては職員の利便性に配慮しつつ、情報セキュリティの向上に努めるこ

と。

3.法令遵守等内部統制の適切な構築

入札及び契約事務の公正性及び透明性の確保を含む法令遵守 (コ ンプライアンス)

等内部統制を適切に構築すること。

特 |二 契約については、原量Jと して三股競争入本L等 によるもの上 し、競争性及び透明

性が十分確保される方法により実施すること。

|【上記の内容の要点】                       |
1契約について具体的に例示しながら、内部統制の適切な構築を要請   |
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「第3 業務運営の効率化に関する事項」で定めた事項に配慮した中期計画の予算を

作成し、当該予算による運営を実施することにより、中期目標の期間にお堕る期首 !こ対

する期末の財務内容の改善を図ること。

1.自 己収入の増加に関する事項

精神・神経疾患等に対する医療政策を牽引していく拠′ほとしての役割を果たすため、

運営費交付金以外の外部資金の積極的な導入に努めること。

2.資産及び負債の管理に関する事項

センターの機能の維持、向上を図りつつ、投資を計画的に行ない、固定負債 (長期

借△金の残高)が運営上、中・長期的に適正なものとなるよう努めること。

第 5 その他業務運営に関する重要事項

1.施設・設備整備に関する事項

施設 。設備整備については、センターの機能の維持、向上の他、費用対効果及び財

務状況を総合的に勘案して計画的な整備に努めること。

2.人事の最適化に関する事項

センターの専門的機能の向上を図るため、職員の意欲向上及び能力開発に努めると

ともに、人事評価を適切に行うシステムを構築すること。

また、年功庄列を排し、能力 。実績本位の人材登用などの確立に努め、さらに、量

秀な人材を持続的に確保するため、女性の働きやすい環境の整備及び非公務員型独立

行政法人の特性を活かした人材交流の促進等を推進すること。

|【上記の内容の要点】

1人事に関して、年功序列を廃し、能力・実績本位の人材登用等を確立する

|よ う努めることや、これまでの人事にとらわれない人材交流の促進等によ
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3,その他の事項

中期 目標に基づきセンターのミッションを理解し、ミッションを実現するために必

要なアクションプランとして中期計画を立て、具体的な行動に移すことができるよう

に努めること。また、アクションプランやセンターの成果について、一般の国民が理

解 しやすい方法、内容で情報開示を行 うように努めること^

ミッションの確認、現状の把握、問題点の洗出し、改善策の立案、翌年度の年度計

理型誠三墜箋五皇盤重型塑聾量2塑墜墾〈よう、努めること。

「
~~~~~~~~~―――、一̈ ¨̈ ~~¨―――――――‐――――――――――――‐―…………………―――――――――――――――̈ ――……………………―‐――――――

|【上記の内容の要点】

1国立がん研究センター、国立循環器病研究センター理事長公募時に、理事

1長選定に際 して求め られている事項 として取 りまとめた、運営理念への取

|り 組みを要請
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(別紙)担当領域の特性を踏まえた戦略的かつ重点的な研究・開発の推進

1.重点的な研究・開発戦略の考え方

センターは、中期目標期間において、研究成果を高度先駆的医療及び保健医療政策

に活かすため、以下に挙げる研究のテーマ等について取り組むこと。

その実施にあたっては、中期計画において、主な研究成果に係る数値 目標を設定す

るなど、センターが達成すべき研究成果の内容とその水準を明確化及び具体化するこ

と。

|【上記の内容の要点】

目標を設定するなど、センターが達成すべき研究
|

主な研究成果に係る数値

1成果の内容 とその水準 を明確化及び具体化することを要請       |

2.具体的方針

(1)疾病に着日した研究

① 精神・神経疾患等の本態解明

科学技術のイノベーションを常に取り入れ、分子 。細胞から個体に至るものま

でを研究対象にすることにより、精神・神経疾患等の疾病メカニズムを解明し、

予防 。診断・治療への応用の糸口となる研究を推進する。

② 精神・神経疾患等の実態把握

我が国の精神・神経疾患等の罹患、転帰その他の状況等の実態及びその推移の

把握、疫学研究による精神・神経疾患等のリスク・予防要因の究明等、精神・神

経疾患等の実態把握に資する研究を推進する。

③ 高度先駆的及び標準的な予防、診断、治療法の開発の推進

精神・神経疾患等に対する高度先駆的な予防、診断、治療法の開発に資する研

究を推進する。

また、既存の予防、診断、治療法に対する多施設共同研究等による有効性の比

較等、標準的予防、診断、治療法の確立に資する研究を推進する。

また、高度先駆的な予防 。診断 。治療法の開発の基盤となる、バイオリソース

や臨床情報の収集及びその解析を推進する。

④ 医薬品及び医療機器の開発の推進
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「新成長戦略 (基本方針)(平成 21年 12月 30日 閣議決定)」 においては、ライ

フ・イノベーションによる健康大国戦略として、革新的な医薬品、医療・介護技

術の研究開発の推進が求められている。

この趣 旨を踏まえ、精神・神経疾患等に関する研究成果等を安全かつ凍やかに

臨床現場へ応用するために、医薬品及び医療機器の治験 (適応拡大を含む)、 特に

高度に専門的な知識や経験が要求される等実施に困難を伴う治験 。臨床研究の実

現を目指した研究を推進する。

また、海外では有効性と安全性が検証されているが、国内では未承認の医薬品、

医療機器について、治験等臨床研究を推進する。

これらにより平成 21年度に比し、中期目標の期間空に、臨床研究実施件数 (倫

理委員会にて承認 された研究をい■上及 び治験 (製造販売後臨床試験も含むぃ)

の実施件数の合計数の5%以上の増加を図ること。

【上記の内容の要点】

新成長戦略において推進が求められている、革新的な医薬品、医療技術の
|

研究開発について、難病に対する研究のような、特に高度に専門的な知識
|

や経験が要求される等実施に困難を伴 う治験・臨床研究の推進を要請する
|

とともに、数値目標を本項目に設定                 |

2)均てん化に着日した研究

① 医療の均てん化手法の開発の推進

関係学会等との連携を図り、診断・治療ガイ ドライン等の作成及び普及に寄与

する研究を推進する。

精神 。神経疾患等に対する医療を担う高度かつ専門的な技術を持つ人材育成を

図るため、系統だった教育・研修方法の開発を推進する。

② 情報発信手法の開発

精神 。神経疾患等に対する正しい理解の促進のため、医療従事者及び患者 。国

民への啓発手法の研究を推進する。
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【上記の内容の要点】

精神 口神経疾患に対する正しい理解の促進のため、診断 口治療ガイ ドライ

ン等の作成及び普及に寄与する研究、系統だつた教育・研修方法の開発、

医療従事者及び患者・国民への啓発の単なる情報発信のみならず、効果的

な手法の研究を推進するよう要請
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独立行政法人国立国際医療研究センター中期目標 (案 )

独立行政法人通則法 (平成 11年法律第 103号)第 29条第 1項の規定に基づき、独立行

政法人国立国際医療研究センターが達成すべき業務運営に関する日標 (以下 「中期 目標」

という。)を次のように定める。

平成 22年 月 日

厚生労働大臣 長 妻

前文

我が国においては、世界に例を見ない、急速な少子高齢化が進行 しており、国民本位

の総合的かつ戦略的な二療政策の展開が求められている。こうした中、国が医療政策を

効果的、効率的に推進するため、国立高度専門医療研究センターには、高度先駆的医療

の開発及びその普及等、我が国の研究、医療水準を向上させ、もつて公衆衛生の向上に

寄与することにより、医療政策を牽引していく拠点となることが求められている。

このため、国立高度専門医療研究センターは、国内外の関係機関と連携 し、資源の選

択 と集中を図り、国の医療政策 と一体 となって、研究 。開発及び人材育成に関し、国際

水準の成果を継続 して生み出していかなくてはならない。

独立行政法人国立国際医療研究センター (以 下「センター」とい う。)は、平成 5年に

我が国における保健医療分野の国際協力を推進するため設置された国立国際医療センタ

ァを前身 とし、以来、感染症その他の疾患であって、その適切な医療の確保のために海

外における症例の収集その他国際的な調査及び研究を必要とするもの (以下 「感染症そ

の他の疾患」とい う。)及び国際保健医療協力を対象に中心的な役割を果たしてきた。

また、平成 20年には国立精神・神経センター国府台病院を統合 し、その総合診療機能

等を有効に活用することとした。

センターには、これら設立の経緯を踏まえ、新興 。再興感染症及びエイズ等の感染症、

糖尿病・代謝性疾患、肝炎 。免疫疾患並びに国際保健医療協力を重点分野とし、我が国

のみならず国際保健の向上に寄与するとともに、国際水準の医療を強化 し、主要な診療

科を網羅 した総合的な医療提供体制の下に、チーム医療を前提 とした全人的な高度専

門・総合医療の実践及び均てん化並びに疾病の克服を目指す臨床開発研究を推進するこ

とが求められている。
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「
~~‐‐~~~‐‐――………――――――――‐――――――……―‐…………―――‐………――̈ ―――――̈ ――ヽ―――………―…………………‐‐……………―――――…………――――――‐―‐

|【上記の内容の要点】

1世界から研究者を呼べるような、世界一のセンターを目指すため、研究

1開発や人材育成に関し、国際水準の成果を生み出すことを要請

第 1 中期目標の期間

センターの中期目標の期間は、平成 22年 4月 から平成 27年 3月 までの 5年間とする。

第 2 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項

1.研究・開発に関する事項

(1)臨床を志向した研究 口開発の推進

高度先駆的医療の開発及び標準医療の確立のため、臨床を指向した研究を推進し、

優れた研究 。開発成果を継続的に生み出していくことが必要である。このため、セ

ンターにおいて以下の研究基盤強化に努めること。

① 研究所と病院等、セン生r内の連携強化

【上記の内容の要点】

「独立行政法人ガバナンス検討チーム」においても指摘されている、風通

しの悪さや組織の縦割りの払拭を要請

②  「革新的医薬品。医療機器創出のための5か年戦略」(平成 19年 4月 26国 内閣

府 。文部科学省・厚生労働省・経済産業省)に基づく、産官学が密接に連携して

臨床研究 。実用化研究を進める「医療クラスター」の形成等、国内外の産業界、

研究機関及び治験実施医療機関等との連携

|【上記の内容の要点】

国内外の研究者と連携しつつ、「新成長戦略 (基本方針)(平成 21年 12月

30日閣議決定)」 において求められている、革新的な医薬品、医療・介護

1技術の研究開発を推進するよう、国内外の産業界、研究機関等との連携を

1要請

③ 研究 。開発に係る企画及び評価体制の整備
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④ 効果的な知的財産め管理、活用の推進

(2)病院における研究・開発の推進

治験等の臨床研究を病院内で高い倫理性、透明性をもつて円滑に実施するための

基盤の整備に努めること。

【上記の内容の要点】

厳格な倫理審査や、患者への十分な説明等高い倫理性、

験等臨床研究を行うよう要請

透明性をもって治
|

(3)担当領域の特性を踏まえた戦略的かつ重点的な研究 口開発の推進

これら研究基盤の強化により、詳細を別紙に示した研究 。開発を着実に推進する

こと。

2 医療の提供に関する事項

我が国における感染症その他の疾患に対する中核的な医療機関として、国内外の知

見を集約 し、高度先駆的医療の提供を行 うこと。

また、高齢化社会が進展する中で、課題となっている病気の複合化、併存化に対し、

臓器別、疾病別のみならず、患者全体を見る全人的な医療を前提に、総合医療を基盤

とした感染症その他の疾患に対する医療の標準化を推進するため、最新の科学的根拠

に基づいた医療の提供を行うこと。

患者・家族に必要な説明を行い、情報の共有化に努めることにより、患者 との信頼

関係を構築 し、また、患者自身が治療の選択の自己決定を行 うことができるよう支援

することに加え、チーム医療の推進、入院時から地域ケアを見通 した医療の提供、医

療安全管理体制の充実等により、患者の視′点に立った良質かつ安心な医療の提供を行

うこと。         ～

|【上記の内容の要点】                       |
1患者が満足し、かつ、その視点に立った良質かつ安心な医療の提供を要請

|

特定感染症指定医療機関として、感染症指定医療機関等と連携 し、感染症の患者に

対する医療の提供を着実に行うこと。

3.人材育成に関する事項

40



人材育成は、センターが医療政策を牽引する上で特に重要なものであることから、

センターが国内外の有為な人材の育成拠点となるよう、総合的な医療を基盤 として、

感染症その他の疾患に対する医療及び研究を推進するにあたリリーダーとして活躍で

きる人材の育成を行 うとともに、モデル的な研修及び講習の実施及び普及に努めるこ

と。

4.医療の均てん化並びに情報の収集及び発信に関する事項

センター及び都道府県における中核的な医療機関間の室ットワー2を構築し、高度先

駆的医療の普及及び医療の標準化に努めること。

【上記の内容の要点】

センターが都道府県の中核的な医療機関等との密接な連携の下に、ネッ ト

ワークの中心として高度先駆的医療の普及及び医療の標準化等適切な機能

|を 果たすよう、要請

情報発信にあたっては、国内外の感染症その他の疾患 !二 関する短見を収集及び評価

上、科学的根拠に基づく診断及び治療法等について、国民向け及び医療機関向けの情

報提供を行 うこと。

|【上記の内容の要点】

1患者・国民が正確な感染症その他の疾患に関する情報を入手できるよう、

1科学的根拠に基づく情報提供を要請

5.国への政策提言に関する事項

医療政策をより強固な科学的根拠に基づいたものにするため、及び医療現場の実態

に即したものにするため、科学的見地から専門的提言を行うこと。

6,その他我が国の医療政策の推進等に関する事項

公衆衛生上重大な危害が発生し又は発生しようとしている場合には、国の要請に応

じ、迅速かつ適切な対応を行うこと。

我が国の国際保健医療協力の中核的機関として、感染症その他の疾患に関する専門

的な医療及び国際保健医療協力等の向上を図るとともに、これらに対する調査及び研

究並びに技術者の研修を行うこと。
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HIV裁圭Jの型笙に基づき国の責務となった技害者の原状回復に血けた医療の取組を

着実に実施するとともに、エイズに関し、診断及び治療、臨床研究、診療に関する相

談、技術者の研修並びに情報の収集及び提供を行 うこと。

|【上記の内容の要点】                       |

1国時代か らその責務 を変えることな く、HIV裁判の和解に基づきエイズに |

1対する医療、臨床研究、研修、情報発信 を行 うよう、要請       |

また「後天性免疫不全症候群に関する特定感染症予防指針」 (平成 18年厚生労働省

告示第 89号)に基づき、エイズに係る中核的医療機関としてブロック拠点病院等を支

援し、地域におけるエイズ医療水準の向上を図ること。

国立高度専門医療研究センターの職員の養成及び研修を目的として、看護に関する

学理及び技術の教授及び研究並びに研修を行 うこと。

第 3 業務運営の効率化に関する事項

1.効率的な業務運営に関する事項

業務の質の向上を目指し、かつ、効率的な業務運営体制とするため、定期的に事務

及び事業の評価を行い、役割分担の明確化及び職員の適正配置等を通じ、弾力的な組

織の再編及び構築を行うこと。

|【上記の内容の要点】

1硬直的な組織運営とならないよう、弾力的な組織の改廃を要請

センターの効率的な運営を図るため、以下の取組を進めること。

① 給与水準について、センターが担 う役割に留意 しつつ、適切な給与体系とな

るよう見直し

② 共同購入等による医薬品医療材料等購入費用の適正化

③ 医業未収金の発生防止及び徴収の改善並びに診療報酬請求業務の改善等収

入の確保
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|【上記の内容の要点】                       |
1効率的な運営のための手法を具体的な項目をあげ、要請        |
t_¨_______― ………――――……………………――………‐――…………――…………                                           |

2.電子化の推進

業務の効率化及び質の向上を目的とした電子化を推進 しく情報を経営分析等に活用

すること。

推進にあたっては職員の利便性に配慮 しつつ、情報セキュリティの向上に努めるこ

と。

3.法令遵守等内部統制の適切な構築

入札及び契約事務の公正性及び透明性の確保を含む法令遵守 (コ ンプライアンス)

等内部統制を適切に構築すること。

特 !こ契約につセヽては、原則として一般競争入杢L等によるものとし、競争性及び透明

性が十分確保 される方法により実施すること。

第 4 財務内容の改善に関する事項

「第 3 業務運営の効率化に関する事項」で定めた事項に配慮 した中期計画の予算を

作成 し、当該予算による運営を実施することにより、中期目標の期間における期首に対

する期末の財務内容の改善を図ること。

1.自 己収入の増加に関する事項

感染症その他の疾患及び国際保健医療協力に関する医療政策を牽引していく拠点と

しての役割を果たすため、運営費交付金以外の外部資金の積極的な導入に努めること。

2 資産及び負債の管理に関する事項

センターの機能の維持、向上を図りつつ、投資を計画的に行ない、固定負債 (長期借

入金の残高)が運営上、中 。長期的に適正なものとなるよう努めること。

【上記の内容の要点】                       |
経営者の視点に立って、中期目標の期間における財務内容の改善や、運営

|

費交付金以外の外部資金の積極的な導入、中 日長期的に固定負債 (長期借
|

入金)の適正化等、健全な運営に努めることを要請          |
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第 5 その他業務運営に関する重要事項

1.施設・設備整備に関する事項

施設 。設備整備については、センターの機能の維持、向上の他、費用対効果及び財

務状況を総合的に勘案して計画的な整備に努めること。

2.人事の最適化に関する事項

センターの専門的機能の向上を図るため、職員の意欲向上及び能力開発に努めると

ともに、人事評価を適切に行うシステムを構築すること。

また、年功序列を排し、能力・実績本位の人材登用などの確立に努め、さらに、優

秀な人材を持続的に確保するため、女性の働きやすい環境の整備及び非公務員型独立

行政法人の特性を活かした人材交流の促進等を推進すること。

【上記の内容の要点】

人事に関して、年功序列を廃し、能力・実績本位の人材登用等を確立する

よう努めることや、これまでの人事にとらわれない人材交流の促進等によ

り、若い人が生き生き仕事できる環境の整備を要請

3.その他の事項

中期目標に基づきセンターのミッションを理解 し、ミッションを実現するために必

要なアクションプランとして中期計画を立て、具体的な行動に移すことができるよう

に努めること。また、アクションプランやセンターの成果について、一般の国民が理

解 しやすい方法、内容で情報開示を行 うように努めること^

ミッションの確認、現状の把握、問題′点の洗出し、改善策の立案、翌年度の年度計

画の作J曳笠に資するため、定期的に職員の意見を聞くよう、努めることぃ

|【上記の内容の要点】                        |
1国立がん研究センター、国立循環器病研究センター理事長公募時に、理事

|

1長選定に際して求められている事項として取りまとめた、運営理念への取

|り 組みを要請
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(別紙)担当領域の特性を踏まえた戦略的かつ重点的な研究 口開発の推進

1.重点的な研究・開発戦略の考え方

近年におけるグローバリゼーションの著 しい進展に伴い、世界規模での新興 。再興

感染症の蔓延やアウトブレイクが危惧されるほか、健康指標の地域間格差の拡大と貧

困が深亥」化する一方、途上国が近代化を進める中でライフスタイルの変化に伴 う糖尿

病等生活習慣病の激増も大きな問題となってきている。

このため、センターは、エビデンスを着実に創出し、我が国のみな
・
らず国際保健の

向上に寄与するため、国際保健医療協力を軸とし、感染症その他の疾患を中心課題 と

して、病院、国際医療協力局、研究所の連携を基盤としながら、これまでの国際保健

医療協力の実績を基礎 として国内外の医療機関、研究機関との共同研究の一層の推進

を図ること。                         一 ´

また、感染症その他の疾患の発症機序の解明につながる基礎的研究の推進から、予

防医学技術の開発、基礎医学の成果を活用 した橋渡し研究、臨床に直結 した研究 。開

発等を総合的に進めていくとともに、国際保健医療協力に関する研究を推進すること。

その実施にあたっては、中期計画において、主な研究成果に係る数値 目標を設定す

るなど、センターが達成すべき研究成果の内容とその水準を明確化及び具体化するこ

と。

2.具体的方針

(1)疾病に着日した研究

① 感染症その他の疾患の本態解明

科学技術のイノベーションを常に取り入れ、分子・細胞から個体に至るものま

でを研究対象にすることにより、感染症その他の疾患の疾病メカニズムを解明し、

予防・診断・治療への応用の糸口となる研究を推進する。

② 感染症その他の疾患の実態把握

我が国の感染症その他の疾患の罹患、転帰その他の状況等の実態及びその推移
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の把握、疫学研究による感染症その他の疾患のリスク・予防要因の究明等、感染

症その他の疾患の実態把握に資する研究を推進する。

③ 高度先駆的及び標準的な予防、診断、治療法の開発の推進

感染症その他の疾患に対する高度先駆的な予防、診断、治療法の開発に資する

研究を推進する。

また、既存の予防、診断、治療法に対する有効性の比較等、標準的な予防、診

断、治療法の確立に資する研究を推進する。

また、高度先駆的な予防・診断・治療法の開発の基盤 となる、バイオ リソース

や臨床情報の収集及びその解析を推進する。

④ 医薬品及び医療機器の開発の推進

「新成長戦略 (基本方針)(平成 21年 12月 30日 閣議決定)」 においては、ライ

フ・イノベーションによる健康大国戦略として、革新的な医薬品、医療・介護技

術の研究開発の推進が求められている。

この趣旨を踏まえ、感染症その他の疾患に関する研究成果等を安全かつ速やか

に臨床現場へ応用するために、医薬品及び医療機器の治験 (適応拡大を含む)、 特

に高度に専門的な知識や経験が要求される等実施に困難を伴 う治験 。臨床研究の

実現を目指した研究を推進する。

また、海外では有効性と安全性が検証されているが、国内では未承認の医薬品、

医療機器について、治験等臨床研究を推進する。

これらにより平成 21年度に比 し、中期 目標の期間中に、臨床研究実施件数 (倫

理杢旦全二【承認 された研究をい う。)及び治験 (製造販売後臨床試験 1、 含市P^)

の実施件数の合計数の 10%以上の増加を図ること。

【上記の内容の要点】

新成長戦略において推進が求められている、革新的な医薬品、医療技術の

研究開発について、難病に対する研究のような、特に高度に専門的な知識

や経験が要求される等実施に困難を伴う治験・臨床研究の推進を要請する

とともに、数値目標を本項目に設定

2)均てん化に着目した研究

① 医療の均てん化手法の開発の推進
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関係学会等との連携を図り、診断・治療ガイ ドライン等の作成及び普及に寄与

する研究を推進する。

感染症その他の疾患に対する医療を担 う高度かつ専門的な技術を持つ人材育成

を図るため、系統だった教育・研修方法の開発を推進する。

② 情報発信手法の開発

感染症その他の疾患に対する正しい理解の促進のため、医療従事者及び患者 。

国民への啓発手法の研究を推進する。

1発、医療従事者及び患者 口国民への啓発の単なる情報発信のみならず、効

1果的な手法の研究を推進するよう要請

(3)国際保健医療協力

国際保健医療協力を推進するため、関係機関と連携し、以下の研究を推進する。

① 国際医療協力の効果的な推進に必要な研究

世界的な健康格差の是正に向け、国際保健医療協力を効果的に行うために必要

な研究を推進する。

② 国際保健のネットワークの強化に必要な研究

国内外の関係機関等との情報共有及び共同事業の実施等諸協力を推進するため、

国際保健分野のネットワーク強化に必要な研究を実施する。
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独立行政法人国立成育医療研究センター中期目標 (案 )

独立行政法人通貝J法 (平成 11年法律第 103号)第 29条第 1項の規定に基づき、独立行

政法人国立成育医療研究センターが達成すべき業務運営に関する目標 (以 下 「中期 目標」

という。)を次のように定める。     ´

平成 22年 月 日

厚生労働大臣 長 妻  昭

前文

我が国においては、世界に例を見ない、急速な少子高齢化が進行 してお り、国民本位

の総合的かつ戦略的な医療政策の展開が求められている。こうした中、国が医療政策 を

効果的、効率的に推進するため、国立高度専門医療研究センターには、高度先駆的医療

の開発及びその普及等、我が国の研究、医療水準を向上させ、もつて公衆衛生の向上に

寄与することにより、医療政策を牽引していく拠点となることが求められている。

このため、国立高度専門医療研究センターは、国内外の関係機関と連携 し、資源の選

択と集中を図り、国の医療政策 と一体となって、研究 。開発及び人材育成に関し、国際

水準の成果を継続 して生み出していかなくてはならない。

独立行政法人国立成育医療研究センター (以下 「センター」という。)は、受精、妊娠

に始まつて、胎児期、新生児期、小児期、思春期を経て次世代を育成する成人期へと至

る、リプロダクションによってつながれたライフサイクルに生 じる疾患に対する研究と

医療を推進する目的で平成 14年に設立された国立成育医療センターを前身とする。同時

にこの新 しい医療を担 う人材の育成、この領域に関する情報の収集及び発信並びに政策

提言の役割も担っている。

こうした役割を果たすため、センターは、病院と研究所が一体となり、疾病に悩む患

者や家族に対し、安全性 と有効性を充分に検証 した■_で高度先駆的医療の開発 と提供を

重ユ とともに、小児救急医療、周産期医療を含めた成育医療全般に関して、チーム医療、

継続的医療に配慮 したモデルを確立し、これらを全国的に展開していくことが求められ

ている。

|【上記の内容の要点】                       |
1世界から研究者を呼べるような、世界一のセンターを目指すため、研究 口

|

1開発や人材育成に関し、国際水準の成果を生み出すことを要請     |
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第 1 中期目標の期間

センターの中期目標の期間は、平成 22年 4月 から平成 27年 3月 までの 5年間とする。

第 2 国民に対 して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項

1.研究・開発に関する事項

(1)臨床を志向した研究・開発の推進

高度先駆的医療の開発及び標準医療の確立のため、臨床を指向した研究を推進し、

優れた研究 。開発成果を継続的に生み出していくことが必要である。このため、セ

ンターにおいて以下の研究基盤強化に努めること。

① 研究所 と病院等、センター内の連携強化

【上記の内容の要点】

「独立行政法人ガバナンス検討チーム」においても指摘されている、

|しの悪さや組織の縦割りの払拭を要請

②  「革新的医薬品 。医療機器創出のための5か年戦略」(平成 19年 4月 26国 内閣

府 。文部科学省 。厚生労働省 。経済産業省)に基づく、産官学が密接に連携 して

臨床研究 。実用化研究を進める「医療クラスター」の形成等、国内外の産業界、

研究機関及び治験実施医療機関等との連携

【上記の内容の要点】                       l
国内外の研究者と連携しつつ、「新成長戦略 (基本方針)(平成 21年 12月

|

30日 閣議決定)」 において求められている、革新的な医薬品、医療・介護
|

技術の研究開発を推進するよう、国内外の産業界、研究機関等との連携を |

要請                               '

③ 研究 。開発に係る企画及び評価体制の整備

④ 効果的な知的財産の管理、活用の推進

2)病院における研究 “開発の推進

治験等の臨床研究を病院内で高い倫理性、透明性をもつて円滑に実施するための
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基盤Q整備に努めること。

【上記の内容の要点】                        ｀

厳格な倫理審査や、患者への十分な説明等高い倫理性、透明性をもつて治
|

験等臨床研究を行うよう要請

(3)担当領域の特性を踏まえた戦略的かつ重点的な研究・開発の推進

これら研究基盤の強化により、詳細を別紙に示した研究 。開発を着実に推進する

こと。

2 医療の提供に関する事項

我が国における成育医療の中核的な医療機関として、「子ども。子育てビジョン (平

成 22年 1月 29日 閣議決定)」 に定める「妊娠、出産、子育ての希望が実現できる社会」

の構築を目指し、国内外の知見を集約し、高度先駆的医療の提供を行うこと。

また、成育医療の標準化を推進するため、最新の科学的根拠に基づいた医療の提供

を行うこと。

患者 。家族に必要な説明を行い、情報の共有化に努めることにより、信頼関係を構

築し、また、治療の選択の自己決定を行 うことができるよう支援することに加え、チ

ーム医療の推進、入院時から地域ケアを見通した医療の提供、医療安全管理体制の充

塁等により、患者の視′点に立った良質かつ安心な医療の提供を行 うこと。

|【上記の内容の要点】

1患者の視点に立った良質かつ安心な医療の提供を要請

周産期・小児医療において、関係医療機関と連携し、妊産婦、周産期における母児、

小児の広範な救急医療に対して、質の高い医療の提供を行 うこと。

3.人材育成に関する事項

人材育成は、センターが医療政策を牽引する上で特に重要なものであることから、

センターが国内外の有為な人材の育成拠点となるよう、成育医療及びその研究を推進

するにあたリリーダーとして活躍できる人材の育成を行 うとともに、モデル的な研修

及び講習の実施及び普及に努めること。

4 医療の均てん化並びに情報の収集及び発信に関する事項

「‐‐‐‐，‐‐，‐１１１１１１１１１「

一　
　
　
一
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センター及び都道府県における中核的な医療機関等間のネットワークを構築し、高

度先駆的医療の普及及び医療の標準化に努めること。

― rh己 b′、 言 」ヒ ■

【上記の内容の要点】                       l
センターが都道府県の中核的な医療機関等との密接な連携の下に、ネット|

ワークの中心として高度先駆的医療の普及及び医療の標準化等適切な機能 |

を果たすよう、要請

情報発信にあたっては、国内外の成育医療に関する知見を収集及び評価 し、科学的

根拠に基づく診断及び治療法等について、国民向け及び医療機関向けの情報提供を行

うこと。

|【上記の内容の要点】

1患者やその家族、国民が正確な成育医療の情報を入手できるよう、科学的

1根拠に基づく情報提供を要請

5.国への政策提言に関する事項

医療政策をより強固な科学的根拠に基づいたものにするため、及び医療現場の実態

に即したものにするため、科学的見地から専門的提言を行 うこと。

6.その他我が国の医療政策の推進等に関する事項

公衆衛生上重大な危害が発生 し又は発生 しようとしている場合には、国の要請に応

じ、迅速かつ適切な対応を行うこと。

我が国における成育医療の中核的機関として、その特性に応 じた国際貢献を行 うこ

と。

第 3 業務運営の効率化に関する事項

1.効率的な業務運営に関する事項

業務の質の向上を目指し、かつ、効率的な業務運営体制とするため、定期的に事務

及び事業の評価を行い、役割分担の明確化及び職員の適正配置等を通じ、弾力的な組

織の再編及び構築を行うこと。
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|【上記の内容の要点】                        |
1硬直的な組織運営とならないよう、弾力的な組織の改廃を要請     |

センターの効率的な運営を図るため、以下の取組を進めること。

① 給与水準について、センターが担う役割に留意しつつ、適切な給与体系とな

るよう見直し

② 共同購入等による医薬品医療材料等購入費用の適正化

③ 医業未収金の発生防止及び徴収の改善並びに診療報酬請求業務の改善等収

入の確保

|【上記の内容の要点】

1効率的な運営のための手法を具体的な項目をあげ、要請

2.電子化の推進

業務の効率化及び質の向上を目的とした電子化を推進 し、情報を経営分析等に活用

すること。

推進にあたつては職員の利便性に配慮しつつ、情報セキュリティの向上に努めるこ

と。

3 法令遵守等内部統制の適切な構築

入札及び契約事務の公正性及び透明性の確保を含む法令遵守 (コ ンプライアンス)

等内部統制を適切に構築すること。

特に契約については、原則として一般競争入札等によるものとし、競争性及び透明

性が十分確保される方法により実施すること。

|【上記の内容の要点】                       |
1契約について具体的に例示 しなが ら、内部統制の適切な構築を要請    |

第4 財務内容の改善に関する事項

「第3 業務運営の効率化に関する事項」で定めた事項に配慮した中期計画の予算を

作成し、当該予算による運営を実施することにより、中期目標の期間における期首に対

する期末の財務内容の改善を図ること。
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1.自己収入の増加に関する事項

成育医療に関する医療政策を牽引していく拠点としての役割を果たすため、運営費

交付金以外の外部資金の積極的な導入に努めること。

2.資産及び負債の管理に関する事項

センターの機能の維持、向上を図りつつ、投資を計画的に行ない、固定負債 (長期

借入金の残高)が運営上、中 。長期的に適正なものとなるよう努めること。

【上記の内容の要点】

1経営者の視点に立って、中期目標の期間における財務内容の改善や、運営 |

1費交付金以外の外部資金の積極的な導入、中 口長期的に固定負債 (長期借
|

1入金)の適正化等、健全な運営に努めることを要請          |

第5 その他業務運営に関する重要事項

1.施設・設備整備に関する事項

施設 。設備整備については、センターの機能の維持、向上の他、費用対効果及び財

務状況を総合的に勘案して計画的な整備に努めること。

2.人事の最適化に関する事項

センターの専門的機能の向上を図るため、職員の意欲向上及び能力開発に努めると

ともに、人事評価を適切に行うシステムを構築すること。

また、年功序列を排し、能力・実績本位の人材登用などの確立に努め、さらに、昼

秀な人材を持続的に確保するため、女性の働きやすい環境の整備及び非公務員型独立

行政法人の特性を活かした人材交流の促進等を推進すること。

【上記の内容の要点】

人事に関して、年功序列を廃し、能力・実績本位の人材登用等を確立する

よう努めることや、これまでの人事にとらわれない人材交流の促進等によ

り、若い人が生き生き仕事できる環境の整備を要請

3 その他の事項

中期 目標に基づきセンターのミッションを理解 し、ミッションを実現するために必

要なアクションプランとして中期計画を立て、具体的な行動に移すことができるよう
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に努めること。また、ア2シ ョンプランやセンを■の成果について、三般の国民が理

解しやすい方法、内容で情報開示を行うように努めること。

ミンションの確認、現状の把握、FR3題′点の洗出し、改善策の立案、翌年度の年度計

画の作成等に資するため、定期的に職員の意見を聞くよう、努めること̂

|【上記の内容の要点】                       |
1国立がん研究センター、国立循環器病研究センター理事長公募時に、理事 |

長選定に際して求められている事項として取りまとめた、運営理念への取
|

|り 組みを要請                           1
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(別紙)担当領域の特性を踏まえた戦略的かつ重点的な研究・開発の推進

1.重点的な研究・開発戦略の考え方

少子化が急激に進むなか、次世代を担 う子どもとその家族の健康は国民的課題であ

り、センターに期待される役割は極めて大きい。

こうした状況の下、センターは、母性 。父性及び乳児・幼児の難治疾患、生殖器疾

患その他の疾患であって、児童が健やかに生まれ、かつ、成育するために特に治療を

必要とするもの (以下 「成育疾患」という。)に関し、遺伝性・先天性疾患、稀少性疾

患等解決が困難 とされる疾患に対する医療を含め、成育医療における諸問題を一つ一

つ克服 していくことが求められている。

このため、センターは、成育医療におけるイノベーションの創造と活用を図 り、画

期的な予防・診断 。治療法等の開発を目指した研究 。開発を推進 していくこと。

その実施にあたっては、中期計画において、主な研究成果に係る数値 目標を設定す

るなど、センターが達成すべき研究成果の内容とその水準を明確化及び具体化するこ

と。

|【上記の内容の要点】                       |
1主な研究成果に係る数値目標を設定するなど、センターが達成すべき研究

|

1成果の内容とその水準を明確化及び具体化することを要請
L_……………―――――̈ ――ヽ――――――――̈ ――――――――――――

2.具体的方針

(1)疾病に着目した研究

① 成育疾患の本態解明

科学技術のイノベーションを常に取り入れ、分子・細胞から個体に至るものま

でを研究対象にすることにより、成育医療に係る疾患のメカニズムを解明し、予

防・診断・治療への応用の糸口となる研究を推進する。

② 成育疾患の実態把握

我が国の成育疾患の罹患、転帰その他の状況等の実態及びその推移の把握、疫

学研究によるリスク・予防要因の究明等、成育疾患の実態把握に資する研究を推

進する。

③ 高度先駆的及び標準的な予防、診断、治療法の開発の推進
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成育疾患に対する高度先駆的な予防、診断、治療法の開発に資する研究を推進

する。

また、既存の予防、診断、治療法に対する多施設共同研究等による有効性の比

較等、標準的予防、診断、治療法の確立に資する研究を推進する。

また、高度先駆的な予防 。診断 。治療法の開発の基盤 となる、バイオリソース

や臨床情報の収集及びその解析を推進する。

④ 医薬品及び医療機器の開発の推進

「新成長戦略 (基本方針)(平成 21年 12月 30日 閣議決定)」 においては、ライ        |

フ・イノベーションによる健康大国戦略 として、革新的な医薬品、医療・介護技        |

術の研究開発の推進が求められている。

この趣旨を踏まえ、成育疾患に関する研究成果等を安全かつ速やかに臨床現場

へ応用するために、医薬品及び医療機器の治験 (適応拡大を含む)、 特に高度に専

門的な知識や経験が要求される等実施に困難を伴 う治験・臨床研究の実現を目指

した研究を推進する。

また、海外では有効性と安全性が検証されているが、国内では未承認の医薬品、

医療機器について、治験等臨床研究を推進する。

これ らにより平成 21年度に比し、中期 目標の期間中に、臨床研究実施件数 (倫

理委員会にて承認された研究をいう。)及び治験 (製造販売後臨床試験も含む。)

の実施件数の合計数の 5%以上の増加を図ること。

【上記の内容の要点】

1新成長戦略において推進が求められている、革新的な医薬品、医療技術の

1研究開発について、難病に対する研究のような、特に高度に専門的な知識

|や経験が要求される等実施に困難を伴 う治験・臨床研究の推進を要請する

|と ともに、数値目標を本項目に設定

2)均てん化に着目した研究

① 医療の均てん化手法の開発の推進

関係学会等との連携を図り、診断 。治療ガイ ドライン等の作成及び普及に寄与

する研究を推進する。

成育医療を担 う高度かつ専門的な技術を持つ人材育成を図るため、系統だつた
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教育・研修方法の開発を推進する。

② 情報発信手法の開発

成育医療に関する正しい理解の促進のため、医療従事者及び患者 。国民への啓

発手法の研究を推進する。

|【上記の内容の要点】

1成育医療に対する正しい理解の促進のため、診断口治療ガイドライン等の

作成及び普及に寄与する研究、系統だった教育・研修方法の開発、医療従

事者及び患者 ヨ国民への啓発の単なる情報発信のみならず、効果的な手法

|の研究を推進するよう要請
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独立行政法人国立長寿医療研究センター中期目標 (案 )

独立行政法人通則法 (平成 11年法律第 103号)第 29条第 1項の規定に基づき、独立行

政法人国立長寿医療研究センターが達成すべき業務運営に関する日標 (以下 「中期 目標」

という。)を次のように定める。

平成 22年 月 日

厚生労働大臣 長 妻  昭

前文

我が国においては、世界に例を見ない、急速な少子高齢化が進行してお り、国民本位

の総合的かつ戦略的な医療政策の展開が求められている。こうした中、国が医療政策を

効果的、効率的に推進するため、国立高度専門医療研究センターには、高度先駆的医療

の開発及びその普及等、我が国の研究、医療水準を向上させ、もつて公衆衛生の向上に

寄与することにより、医療政策を牽引していく拠′点となることが求められている。

このため、国立高度専門医療研究センターは、国内外の関係機関と連携 し、資源の選

択と集中を図り、国の医療政策と一体 となって、研究 。開発及び人材育成に関し、国際

水準の成果を継続 して生み出していかなくてはならない。

独立行政法人国立長寿医療研究センター (以下 「センター」という。)は、平成 16年

に老化メカニズム及び老年病発症機序の解明を目指す基礎及び臨床研究並びに高齢者に

特有な疾病に関する包括的な医療、看護、 リハビリテーション等の体制確立及び推進等

を目的として設置された国立長寿医療センターを前身 とする。

急速に進展する高齢社会を豊かで活力に満ちたものとするためには、高齢者に対する

医療の充実とともに老年医学及び老年学に関する研究基盤及びネ ットワークの整備拡充

が必要不可欠である。

また、「新成長戦略 (基本方針)(平成 21年 12月 30日 閣議決定)|(以下、「新成長戦

略」という。)においては、超高齢社会に対応 した社会システムを構築し、すべての高齢

者が家族 と上会のつながりの中で生涯に渡 り生量生楽 し萱ことのできる社会の構築を目

指すこととされている。

センターは、老人保健及び福祉とも連携 し、積極的な情報収集及び成果等の世界への

情報発信、長寿医療の普及に向けた人材育成のための教育及び研修並びに得 られた成果

に基づく積極的な政策提言を行っていくことで健塵長寿社会の実現にその役割を果たす
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ことが求められている。

【上記の内容の要点】                       |
「新成長戦略 (基本方針)(平成 21年 12月 30日 閣議決定)」 にある「すべ

|

ての高齢者が家族と社会のつながりの中で生涯に渡り生活を楽しむことの
|

できる社会」の構築を目指し、研究・開発や人材育成に関し、国際水準の

1成果を生み出すことを要請

第 1 中期目標の期間

センターの中期目標の期間は、平成 22年 4月 から平成 27年 3月 までの 5年間とする。

第2 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項

1.研究・開発に関する事項

(1)臨床を志向した研究・開発の推進

高度先駆的医療の開発及び標準医療の確立のため、臨床を指向した研究を推進し、

優れた研究 。開発成果を継続的に生み出していくことが必要である。このため、セ

ンターにおいて以下の研究基盤強化に努めること。

① 研究所と病院等、センター内の連携強化

【上記の内容の要点】                       |
「独立行政法人ガバナンス検討チーム」においても指摘されている、風通

|

しの悪さや組織の縦割りの払拭を要請                |

②  「革新的医薬品。医療機器創出のための5か年戦略」(平成 19年 4月 26日 内閣

府 。文部科学省 。厚生労働省 。経済産業省)に基づく、産官学が密接に連携 して

臨床研究 。実用化研究を進める「医療クラスター」の形成等、国内外の産業界、

研究機関及び治験実施医療機関等との連携

【上記の内容の要点】

国内外の研究者と連携しつつ、「新成長戦略」において求められている、革

新的な医薬品、医療 口介護技術の研究開発を推進するよう、国内外の産業

界、研究機関等との連携を要請
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③ 研究 。開発に係る企画及び評価体市1の整備

④ 効果的な知的財産の管理、活用の推進

(2)病院における研究 J開発の推進

治験等の臨床研究を病院内で高い倫理性、透明性をもつて円滑に実施するための

基盤の整備に努めること。

【上記の内容の要点】

厳格な倫理審査や、患者への十分な説明等高い倫理性、透明性をもって治

験等臨床研究を行うよう要請

(3)担当領域の特性を踏まえた戦略的かつ重点的な研究 。開発の推進

これら研究基盤の強化により、詳細を別紙に示した研究 。開発を着実に推進する

こと。

2.医療の提供に関する事項

我が国における長寿医療の中核的な医療機関として、「高齢社会対策大綱 (平成 13

年 12月 28日 閣議決定)」 に定める「国民が生涯にわたって健やかで充実 した生活を営

むことができる豊かな社会」の構築を目指 し、国内外の知見を集約 し、高度先駆的医

療の提供を行 うこと。

また、長寿医療の標準化を推進するため、最新の科学的根拠に基づいた医療の提供

を行 うこと。

患者・家族に必要な説明を行い、情報の共有化に努めることにより、患者 との信頼

関係を構築 し、また、患者自身が治療の選択の自己決定を行 うことができるよう支援

することに加え、チーム医療の推進、入院時から地域ケアを見通 した医療の提供、医

療安全管理体制の充実等により、患者の視′点に立った良質かっ安心なEXI療 の提供を行

うこと。

|【上記の内容の要点】

1患者の視点に立った良質かつ安心な医療の提供を要請

認知症患者、家族を支援するための医療体制を構築するとともに、医療 と介護の連
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携を推進すること。

高齢者の在宅療養生活を支援 し、切れ 目のない医療の提供を行 うため、モデル的な

在宅医療支援を提供すること。

患者に対するインフォームドコンセン ト等におけるモデル的な終末期医療の提供を

行 うこと。

3.人材育成に関する事項

人材育成は、センターが医療政策を牽引する上で特に重要なものであることから、

センターが国内外の有為な人材の育成拠点となるよう、長寿医療及びその研究、特に

トランス レーショナル リサーチを推進するにあたリリーダーとして活躍できる人材の

育成を行 うとともに、モデル的な研修及び講習の実施及び普及に努めること。

4.医療の均てん化並びに情報の収集及び発信に関する事項

上ンタ三及び都道府県における中核的な医療機関間のネットワークを構築 し、高度
~´

先駆的医療の普及及び医療の標準化に努めること。

【上記の内容の要点】

センターが都道府県の中核的な医療機関等との密接な連携の下に、ネット

ワークの中心として高度先駆的医療の普及及び医療の標準化等適切な機能

を果たすよう、要請

情報発信にあたっては、国内外の長寿医療に関する知見を収集及び評価し、科学的

根拠に基づく診断及び治療法等について、国民向け及び医療機関向けの情報提供を行

うこと。

【上記の内容の要点】

患者・国民が正確な長寿医療の情報を入手できるよう、科学的根拠に基づ

く情報提供を要請

5.国への政策提言に関する事項

医療政策をより強固な科学的根拠に基づいたものにするため、及び医療現場の実態

に即したものにするため、科学的見地から専門的提言を行うこと。

6.その他我が国の医療政策の推進等に関する事項
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公衆衛生上重大な危害が発生し又は発生 しようとしている場合には、国の要請に応

じ、迅速かつ適切な対応を行 うこと。

我が国における長寿医療の中核的機関として、その特性に応 じた国際貢献を行 うこ

と。

第 3 業務運営の効率化に関する事項

1 効率的な業務運営に関する事項

業務の質の向上を目指 し、かつ、効率的な業務運営体制 とするため、定期的に事務

及び事業の評価を行い、役割分担の明確化及び職員の適正配置等を通 じ、弾力的な組

織の再編及び構築を行 うこと。

■【上記の内容の要点】                       |
1硬直的な組織運営とならないよう、弾力的な組織の改廃を要請     |

センターの効率的な運営を図るため、以下の取組を進めること。

① 給与水準について、センターが担 う役割に留意しつつ、適切な給与体系とな

るよう見直し

② 共同購入等による医薬品医療材料等購入費用の適正化

③ 医業未収金の発生防止及び徴収の改善並びに診療報酬請求業務の改善等収

入の確保

|【上記の内容の要点】

1効率的な運営のための手法を具体的な項目をあげ、要請        |

2.電子化の推進

業務の効率化及び質の向上を目的とした電子化を推進 し、情報を経営分析等に活用

すること。

推進にあたっては職員の利便性に配慮 しつつ、情報セキュリティの向上に努めるこ

と。

3.法令遵守等内部統制の適切な構築

入札及び契約事務の公正性及び透明性の確保を含む法令遵守 (コ ンプライアンス)
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等内部統制を適切に構築すること。

特に契約については、昼貝」として一般競争入札等によるものとし、競争性及び透明

性が十分確保 される方法により実施すること。

|【上記の内容の要点】                       |

1契約について具体的に例示 しなが ら、内部統制の適切な構築を要請    |

第 4 財務内容の改善に関する事項

「第3 業務運営の効率化に関する事項」で定めた事項に配慮した中期計画の予算を

作成し、当該予算による運営を実施することにより、中期目標の期間における期首に対

する期末の財務内容の改善を図ること。

.1.自 己収入の増加に関する事項

精神・神経疾患等に対する医療政策を牽引していく拠点としての役割を果たすため、

運営費交付金以外の外部資金の積極的な導入に努めること。

2.資産及び負債の管理に関する事項

センターの機能の維持、向上を図りつつ、投資を計画的に行ない、固定負債 (長期

借入金の残高)力 運`営上、中 。長期的に適正なものとなるよう努めること。

|【上記の内容の要点】

経営者の視点に立って、中期目標の期間における財務内容の改善や、運営

1費交付金以外の外音「資金の積極的な導入、中・長期的に固定負債 (長期借
|

1入金)の適正化等、健全な運営に努めることを要請          |

第 5 その他業務運営に関する重要事項

1.施設・設備整備に関する事項

施設・設備整備については、センターの機能の維持、向上の他、費用対効果及び財

務状況を総合的に勘案して計画的な整備に努めること。

2.人事の最適化に関する事項

センターの専門的機能の向上を図るため、職員の意欲向上及び能力開発に努めると

ともに、人事評価を適切に行うシステムを構築すること。

また、年功序列を排し、能力 。実績本位の人材登用などの確立に努め、さらに、優
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秀な人材を持続的に確保するため、女性の働きやすい環境の整備及び非公務員型独立

行政法人の特:上を活かした人材交流の促進等を推進すること。

【上記の内容の要点】

1人事に関して、年功序列を廃し、能力・実績本位の人材登用等を確立する

|よ う努めることや、これまでの人事にとらわれない人材交流の促進等によ

|り 、若い人が生き生き仕事できる環境の整備を要請

3 その他の事項

中期目標に基づきセンターのミッションを理解 し、ミッションを実現するために必

里上二∠ションプランとして中期計画を立て、具体的な行動に移すことができるよう

に努めること。また、アクションプランやセンターの成果について、一般の国民が理

解 しやすい方法、内容で情報開示を行 うように努めることぃ

ミッションの確認、現状の把握、問題′点の洗出し、改善策の立案、翌年度の年度計

画の作成等に資するため、定期的に職員の意見を聞くよう、努めること̂

【上記の内容の要点】

国立がん研究センター、国立循環器病研究センター理事長公募時に、理事

長選定に際して求められている事項として取りまとめた、運営理念への取

り組みを要請
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(別紙)担当領域の特性を踏まえた戦略的かつ重点的な研究 `開発の推進

1.重点的な研究 口開発戦略の考え方

加齢に伴つて生ずる心身の変化及びそれに起因する疾患であって高齢者が自立した

日常生活を営むために特に治療を必要とするもの (以下「加齢に伴 う疾患」という。)

を克服するため、センターは、病院、研究所の連携を基盤としながら、国内外の医療

機関、研究機関との共同研究の一層の推進を図りつつ、認知症や運動器疾患等加齢に

伴 う疾患の発症機序の解明につながる基礎的研究の推進から、予防医学技術の開発、

基礎医学の成果を活用 した橋渡し研究、臨床に直結した研究 。開発までを総合的に進

めていくこと。

その実施にあたっては、中期計画において、主な研究成果に係る数値 目標を設定す

るなど、センターが達成すべき研究成果の内容 とその水準を明確化及び具体化するこ

と。

【上記の内容の要点】                       |
主な研究成果に係る数値目標を設定するなど、センターが達成すべき研究

|

1成果の内容とその水準を明確化及び具体化することを要請       |

2.具体的方針

(1)疾病に着目した研究

① 加齢に伴 う疾患の本態解明

科学技術のイノベーションを常に取り入れ、分子・細胞から個体に至るものま

でを研究対象にすることにより、アルツハイマー病や骨粗縣症等力日齢に伴 う疾患

のメカニズムを解明し、予防・診断・治療への応用の糸口となる研究を推進する。

② 加齢に伴 う疾患の実態把握

我が国の加齢に伴う疾患の罹患、転帰その他の状況等の実態及びその推移の把

握、疫学研究による加齢に伴 う疾患のリスク 。予防要因の究明等、加齢に伴う疾

患の実態把握に資する研究を推進する。

③ 高度先駆的及び標準的な予防、診断、治療法の開発の推進

加齢に伴 う疾患に対する高度先駆的な予防、診断、治療法の開発に資する研究

を推進する。

71



また、既存の予防、診断、治療法に対する多施設共同研究等による有効性の比

較等、標準的予防、診断、治療法の確立に資する研究を推進する。

また、高度先駆的な予防 。診断・治療法の開発の基盤 となる、バイオリソース

や臨床情報の収集及びその解析を推進する。

④ 医薬品及び医療機器の開発の推進

新成長戦略においては、ライフ・イノベーションによる健康大国戦略として、

革新的な医薬品、医療 。介護技術の研究開発の推進が求められている。

この趣旨を踏まえ、加齢に伴 う疾患に関する研究成果等を安全かつ速やかに臨

床現場へ応用するために、医薬品及び医療機器の治験 (適応拡大を含む)、 特に高

度に専門的な知識や経験が要求される等実施に困難を伴 う治験 。臨床研究の実現

を目指した研究を推進する。

また、海外では有効性と安全性が検証されているが、国内では未承認の医薬品、     一 ´

医療機器について、治験等臨床研究を推進する。

これらにより平成 21年度に比 し、中期目標の期間中に、臨床研究実施件数 (倫

理委員会にて承認された研究をしD。 )及び治験 (製造販売後臨床試験も含むハ)

の実施件数の合計数の 10%以上の増加を図ること。

|【上記の内容の要点】

新成長戦略において推進が求め られている、革新的な医薬品、医療技術の |

研究開発について、難病に対する研究のような、特に高度に専門的な知識
|

や経験が要求される等実施に困難を伴う治験・臨床研究の推進を要請する
|

|と ともに、数値 目標 を本項 目に設定                 |

2)均てん化に着目した研究

① 医療の均てん化手法の開発の推進

関係学会等との連携を図り、診断 。治療ガイ ドライン等の作成及び普及に寄与

する研究を推進する。

長寿医療を担 う高度かつ専門的な技術を持つ人材育成を図るため、系統だった

教育 。研修方法の開発を推進する。

② 情報発信手法の開発

長寿医療に対する正しい理解の促進のため、医療従事者及び患者 。国民分の啓
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発手法の研究を推進する。

【上記の内容の要点】

長寿医療に対する正しい理解の促進のため、診断・治療ガイドライン等の

1作成及び普及に寄与する研究、系統だった教育・研修方法の開発、医療従

1事者及び患者・国民への啓発の単なる情報発信のみならず、効果的な手法 |

|の研究を推進するよう要請                     |



国立高度専門医療研究センター中期目標 (案 )

独立行政法人国立がん研究センタ

ー中期目標 (案)

独立行政法人国立循環器病研究セ

ンター中期日標 (案 )

独立行政法人国立精神・神経医療

研究センター中期目標 (案 )

独立行政法人国立国際医療研究セ

ンター中期目標 (案 )

独立行政法人国立成育医療研究セ

ンター中期目標 (案 )

独立行政法人国立長寿医療研究セ

ンター中期目標 (案 )

独立行政法人通則法 (平成H年

法律第103号 )第 29条第1項の規定

に基づき、独立行政法人国立がん

研究センターが達成すべき業務連

営に関する日標 (以 下「中期目標」と

いう。)を次のように定める。

平成22年○月○日

厚/t労働大臣 長妻

独立行政法人通則法 (平成H年

法律第 103号 )第 29条第1項の規定

に基づき、独立行政法人国立循環

器病研究センターが達成すべき業

務運営に関する目標 (以 下「中期目

標」という。)を次のように定める。

平成22年○月○日

厚生労働大臣 長妻

独立行政法人通則法 (平成 11年

法律第103号 )第 29条 第1項の規定

に基づき、独立行政法人国立精神・

神経医療研究センターが達成すべ

き業務運営に関する目標 (以 下「中

期 目標」という。)を 次のように定め

る。

平成22年○月○日

厚生労働大臣 長妻 昭

独立行政法人通則法 (平成 H年

法律第103号 )第 29条第 1項の規定

に基づき、独立行政法人国立国際

医療研究センターが達成すべき業

務運営に関する目標 (以 下「中期日

標」という。)を次のように定める。

平成22年○月○日

厚生労働大臣 長妻

独立行政法人通則法 (平成H年

法律第103号 )第29条第 1項の規定

に基づき、独立行政法人国立成育

医療研究センターが達成すべき業

務運営に関する日標 (以下「中期目

標」という。)を次のように定める。

平成22年○月○日

厚生労働大臣 長妻

独立行政法人通則法 (平成H年

法律第103号 )第29条第1項の規定

に基づき、独立行政法人国立長寿

医療研究センターが達成すべき業

務運営に関する日標 (以 下「中期目

標」という。)を次のように定める。

平成22年○月○日

厚生労働大臣 長妻

前文 前文 前文 前文 前 文 前 文

我が国においては、陛界に例を

見ない、急速な少子高齢化が進行

しており、国民本位の総合的かつ戦

略的な医療政策の展開が求められ

ている。こうした中、国が医療政策を

効果的、効率的に推進するため、国

立高度専門医療研究センターに

は、高度先駆的医療の開発及びそ

の普及等、我が国の研究、医療水

準を向上させ、もつて公衆衛生の向

上に寄与することにより、医療政策

を牽引していく拠点となることが求め

られている。

このため、国立高度専門医療研

究センターは、国内外の関係機関と

連携し、資源の選択と集中を図り、

国の医療政策と一体となって、研

究。開発及び人材育成に関し、国際

水準の成果を継続して生み出して

いかなくてはならない。

独立行政法人国立がん研究セン

ター(以 下「センター」という。)は、昭

和37年に我が国のがん対策の要と

我が国においては、世界に例を

見ない、急速な少子高齢化が進行

しており、国民本位の総合的かつ戦

略的な医療政策の展開が求められ

ている。こうした中、国が医療政策を

効果的、効率的に推進するため、国

立高度専門医療研究センターに

は、高度先駆的医療の開発及びそ

の普及等、我が国の研究、医療水

準を向上させ、もつて公衆衛生の向

上に寄与することにより、医療政策

を牽引していく拠点となることが求め

られている。

このため、国立高度専門医療研

究センターは、国内外の関係機関と

連携し、資源の選択と集中を図り、

国の医療政策と一体となって、研

究・F/5発及び人材育成に関し、国際

水準の成果を継続して生み出して

いかなくてはならない。

独立行政法人国立循環器病研究

センター (以 下「センター」という。)

は、昭和52年 に国立高度専門医療

我が国においては、世界に例を

見ない、急速な少子高齢化が進行

しており、国民本位の総合的かつ戦

略的な医療政策の展開が求められ

ている。こうした中、国が医療政策を

効果的、効率的に推進するため、国

立高度専門医療研究センターに

は、高度先駆的医療の開発及びそ

の普及等、我が国の研究、医療水

準を向上させ、もって公衆衛生の向

上に寄与することにより、医療政策

を牽引していく拠点となることが求め

られている。

このため、国立高度専門医療研

究センターは、国内外の関係機関と

連携し、資源の選択と集中を図り、

国の医療政策と一体となつて、研

究・開発及び人材育成に関し、国際

水準の成果を継続して生み出して

いかなくてはならない。

独立行政法人国立精神・神経医

療研究センター (以 下「センター」と

いう。)は、国際的にも稀な精神医学

我が国においては、世界に例を

見ない、急速な少子高齢化が進行

しており、国民本位の総合的かつ戦

略的な医療政策の展開が求められ

ている。こうした中、国が医療政策を

効果的、効率的に推進するため、国

意翻
y引
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の普及等、我が国の研究、医療水

準を向上させ、もって公衆衛生の向

上に寄与することにより、医療政策

を牽引していく拠点となることが求め

られている。

このため、国立高度専門医療研

究センターは、国内外の関係機関と

連携し、資源の選択と集中を図り、

国の医療政策と一体となつて、研

究・開発及び人材育成に関し、国際

水準の成果を継続して生み出して

いかなくてはならない。

独立行政法人国立国際医療研究

センター (以 下「センターJという。)

は、平成5年 に我が国における保健

我が国においては、世界に例を

見ない、急速な少子高齢化が進行

しており、国民本位の総合的かつ戦

略的な医療政策の展開が求められ

ている。こうした中、国が医療政策を

効果的、効率的に推進するため、国

立高度専門医療研究センターに

は、高度先駆的医療の開発及びそ

の普及等、我が国の研究、医療水

準を向上させ、もつて公衆衛生の向

上に寄与することにより、医療政策

を牽引していく拠点となることが求め

られている。

このため、国立高度専門医療研

究センターは、国内外の関係機関と

連携し、資源の選択と集中を図り、

国の医療政策と一体となつて、研

究・開発及び人材育成に関し、国際

水準の成果を継続して生み出して

いかなくてはならない。

独立行政法人国立成育医療研究

センター (以 下「センター」という。)

は、受精、妊娠に始まつて、胎児

我が国においては、世界に例を

見ない、急速な少子高齢化が進行

しており、国民本位の総合的かつ戦

略的な医療政策の展開が求められ

ている。こうした中、国が医療政策を

効果的、効率的に推進するため、国

立高度専P5医療研究センターに

は、高度先駆的医療の開発及びそ

の普及等、我が国の研究、医療水

準を向上させ、もつて公衆衛生の向

上に寄与することにより、医療政策

を牽引していく拠点となることが求め

られている。

このため、国立高度専門医療研

究センターは、国内外の関係機関と

連携し、資源の選択と集中を図り、

国の医療政策と一体となつて、研

究。開発及び人材育成に関し、国際

水準の成果を継続して生み出して

いかなくてはならない。

独立行政法人国立長寿医療研究

センター (以 下「センター」という。)

は、平成16年に老化メカニズム及び



して設立された国立がんセンターを

前身とする。

センターは、「がん対策基本法」

(平成 18年法律第98号 )及 び「がん

対策推進基本計画J(平成 19年 6月

15日 閣議決定)に基づき、センター

が有する医療、研究、人材育成及

び情報発信等の機能を相互に連携

させ、その能力を効果的に発揮する

とともに、独立行政法人制度のメリッ

トを最大限活用し、我が国のがん対

策の中核機関として日本のみならず

世界への貢献を図り、世界をリードし

ていく責務がある。

具体的には、センターが果たすべ

き使命を達成するため、がん克服に

資する研究成果を継続的に生み出

し、がんの原因及び本態解明を一

層進め、予防法、革新的がん医療

及び標準医療を開発するための研

究に取り組むとともに、良質で安心

な医療を提供し、人材育成及び情

報発信等を担い、我が国のあるべき

がん医療の政策を提言していくこと

が求められている。

センターとして設置された国立循環

器病センターを前身とし、以来、循

環器病の克服を目標に、研究、医

療、人材育成等を推進してきた。

循環器病は二大死因のうちの二

つを占めるに至つており、その克服

のための研究・開発と臨床応用は、

国民の生命予後の飛躍的な改善に

資するものといえる。このため、国家

戦略として、「健康増進法」(昭 和14

年法律第103号 )、
「21世紀における

国民健康づくり運動 (健康日本21)」

及び「新健康フロンティア戦略」等に

基づき、循環器病の克服に向けた

取組が推進されている。

センターにおいても、循環器医療

の提供に必要な人羽をはじめとする

さまざまな資源が集積されており、

近隣地域のみならず国内外の患者

の生命を救ってきた。

こうした中、センターは、循環器病

における死に直結する疾病の治療

法の開発、これらの疾病をもたらす

生活習慣病等に伴う心血管病変等

の予防並びに胎児期・/Jヽ 児期にお

ける循環器病の診断及び治療等、

循環器病学の基礎的及び臨床的研

究を推進し、その成果を高度かつ先

駆的な医療の提供及び優れた人材

の育成に活かすことにより、循環器

病の克服に貢献していくことが求め

られている。

と神経学を総合的に実践する場とし

て昭和61年 に設置された国立精神・

神経センターを前身とする。

精神疾患、神経疾患、筋疾患及

び知的障害その他の発達の障害

(以 ド「精神・神経疾患等」という。)

は、その克服に向けた国際的な取り

組みにもかかわらず、国民の健康に

大きな影響を与えてぉり、積極的か

つ重層的にその対策を進めていく

必要がある。

こうした中、センターは、国際的に

も、精神・神経疾患等に係る医療水

準を向 Lさせるために、総合的な医

療を実践するとともに、研究成果を

高度先駆的医療に活かすことが求

められている。

医療分野の国際tjJ力 を推進するた

め設置された国立国際医療センタ

ーを前身とし、以来、感染症その他

の疾患であつて、その適切な医療の

確保のために海外における症例の

収集その他国際的な調査及び研究

を必要とするもの(以 下憾 染症その

他の疾患」という。)及び国際保健医

療協力を対象に中心的な役割を果

たしてきた。

また、平成20年 には国立精神・神

経センター国府台病院を統合し、そ

の総合診療機能等を有効に活用す

ることとした。

センターには、これら設立の経緯

を踏まえ、新興・再興感染症及びエ

イズ等の感染症、糖尿病・代謝性疾

患、RF炎・免疲疾患並びに国際保

健医療協力を重点分野とし、我が国

のみならず国際保健の向上に寄与

するとともに、国際水準の医療を強

化し、主要な診療科を網羅した総合

的な医療提供体制の下に、チーム

医療を前提とした全人的な高度専

門・総合医療の実践及び均てん化

並びに疾病の克服を目指す臨床開

発研究を推進することが求められて

いる。

期、新生児期、小児期、思春期を経

て次世代を育成する成人期へと至

る、リプロダクションによつてつなが

れたライフサイクルに生じる疾患に

対する研究と医療を推進する目的

で平成 14年 に設立された国立成育

医療センターを前身とする。同時に

この新しい医療を担う人材の育成、

この領域に関する情報の収集及び

発信並びに政策提言の役割も担つ

ている。

こうした役割を果たすため、センタ

ーは、病院と研究所が一体となり、

疾病に悩む患者や家族に対し、安

全性と有効性を充分に検証した上

で高度先駆的医療の開発と提供を

行うとをもに、小児救急医療、周産期

医療を含めた成育医療全般に関し

て、チーム医療、継続的医療に配慮

したモデルを確立し、これらを全国

的に展開していくことが求められて

いる。

老年病発症機序の解明を目指す基

礎及び臨床研究並びに高齢者に特

有な疾病に関する包括的な医療、

看護、リハビリテーション等の体制確

立及び推進等を目的として設置され

た国立長寿医療センターを前身とす

る。

急速に進展する高齢社会を豊か

で活力に満ちたものとするために

は、高齢者に対する医療の充実とと

もに老年医学及び老年学に関する

研究基盤及びネットワークの整備拡

充が必要不可欠である。

また、「新成長戦略 (基本方針 )

(平成21年 12月 30日 閣議決定)」 (以

下、「新成長戦略」という。)において

は、超高齢社会に対応した社会シス

テムを構築し、すべての高齢者が家

族と社会のつながりの中で生涯に渡

り生活を楽しむことのできる社会の

構築を目指すこととされている。

センターは、老人保健及び福祉と

も連携し、積極的な情報収集及び

成果等の世界への情報発信、長寿

医療の普及に向けた人材育成のた

めの教育及び研修並びに得られた

成果に鬼づく積極的な政策提言を

行っていくことで健康長寿社会の実

現にその役割を果たすことが求めら

れている。

第1 中期目標の期間 第1中期目標の期間 第1中期目標の期間 第1中期目標の期間 第1中期目標の期間 第1中期目標の期間
センターの中期 目標の期間は、

平成22年 4月 から平成27年 3月 まで

の5年間とする。

センターの中期 目標の期間は、

平成22年 4月 から平成27年 3月 まで

の5年間とする。

センターの中期 日標の期間は、

平成22年 4月 からiF成 27年 3月 まで

の5年間とする。

センターの中期 日標の期間は、

平成22年 4月 から平成27年 3月 まで

の5年間とする。

センターの中期 日標の期間は、

平成22年 4月 から平成27年 3月 まで

の5年間とする。

センターの中期 目標の期間は、

平成22年 4月 から平成27年 3月 まで

の5年間とする。

第2国民に対して提供するサービ 第2国民に対して提供するサービ 第2国民に対して提供するサービ 第2国民に対して提供するサービ 第2国民に対して提供するサービ 第2国民に対して提供するサービ



スその他の業務の質の向上に関

する事項

スその他の業務の質の向上に関

する事項

スその他の業務の質の向上に関

する事項

スその他の業務の質の向上に関

する事項

スその他の業務の質の向上に関

する事項

スその他の業務の質の向上に関

する事項

1研究・開発に関する事項 1研究・開発に関する事項 1研究・開発に関する事項 1研究・開発に関する事項 1研究・開発に関する事項 1 研究・開発に関する事項

(1)臨床を志向した研究・開発の推

進

(1)臨 床を志向した研究・開発の推

進

(1)臨床を志向した研究・開発の推

進

(1)臨床を志向した研究・開発の推

進

(1)臨 床を志向した研究。開発の推

進

(¬ )臨床を志向した研究・開発の推

進

高度先駆的医療の開発及び標

準医療の確立のため、臨床を指

向した研究を推進し、優れた研

究・開発成果を継続的に生みι‖

していくことが必要である。このた

め、センターにおいて以下の研究

基盤強化に努めること。

① 研究所と病院等、センター内

の連携強化

② 「革新的医薬品。医療機器創

出のための5か年戦略」(平成

19年 4月 26日 内閣府・文部科

学省・厚生労働省。経済産業

省)に基づく、産官学が密接に

連携して臨床研究・実用化研

究を進める「医療クラスター」の

形成等、国内外の産業界、研

究機関及び治験実施医療機

関等との連携

③ 研究。開発に係る企画及び評

価体制の整備

④ 効果的な知的財産の管理、

活用の推進

高度先駆的医療の開発及び標

準医療の確立のため、臨床を指

向した研究を推進し、優れた研

究・開発成果を継続的に

`Lみ

出

していくことが必要である。このた

め、センターにおいて以下の研究

基盤強化に努めること。

① 研究所と病院等、センター内

の連携強化

② 「革新的医薬品・医療機器創

出のための5か年戦略」(平成

19年 4月 26日 内閣府・文部科

学省・厚生労働省・経済産業

省)に基づく、産官学が密接に

連携して臨床研究・実用化研

究を進める「医療クラスター」の

形成等、国内外の産業界、研

究機関及び治験実施医療機

関等との連携

③ 研究・開発に係る企画及び評

11体 1制 の整備

④ 効果的な知的財産の管理、

活用の推進

高度先駆的医療の開発及び標

準医療の確立のため、臨床を指

向した研究を推進し、優れた研

究・開発成果を継続的に生み出

していくことが必要である。このた

め、センターにおいて以下の研究

基盤強化に努めること。

① 研究所と病院等、センター内

の連携強化

② 「革新的医薬品・医療機器創

‖1の ための5か年戦略」(平成

19年 4月 26日 内閣府・文部科

学省・厚生労働省・経済産業

省)に基づく、産官学が密接に

連携して臨床研究・実用化研

究を進める「医療クラスター」の

形成等、国内外の産業界、研

究機関及び治験実施医療機

関等との連携

③ 研究・開発に係る企画及び評

価体制の整備

④ 効果的な知的財産の管理、

活用の推進

高度先駆的医療の開発及び標

準医療の確立のため、臨床を指

向した研究を推進し、優れた研

究・開発成果を継続的に生み出

していくことが必要である。このた

め、センターにおいて以下の研究

基盤強化に努めること。

① 研究所と病院等、センター内

の連携強化

② 「革新的医薬品・医療機器創

出のための5か年戦略」(平成

19年 4月 26日 内閣府。文部科

学省・厚生労働省・経済産業

省)に 基づく、産官学が密接に

連携して臨床研究・実用化研

究を進める「医療クラスター」の

形成等、国内外の産業界、研

究機関及び治験実施医療機

関等との連携

③ 研究。開発に係る企画及び評

価体制の整備

④ 効果的な知的財産の管理、

活用の推進

高度先駆的医療の開発及び標

準医療の確立のため、臨床を指

向した研究を推進し、優れた研

究。開発成果を継続的に生み出

していくことが必要である。このた

め、センターにおいて以下の研究

基盤強化に努めること。

① 研究所と病院等、センター内

の連携強化

② 「革新的医薬品・医療機器創

出のための5か年戦略」(平成

19年 4月 26日 内閣府・文部科

学省・厚生労働省。経済産業

省)に基づく、産官学が密接に

連携して臨床研究・実用化研

究を進める「医療クラスター」の

形成等、国内外の産業界、研

究機関及び治験実施医療機

関等との連携

③ 研究。開発に係る企画及び評

価体制の整備

④ 効果的な知的財産の管理、

活用の推進

高度先駆的医療の開発及び標

準医療の確立のため、臨床を指

向した研究を推進し、優れた研

究・開発成果を継続的に生み出

していくことが必要である。このた

め、センターにおいて以下の研究

基盤3螢化に努めること。

① 研究所と病院等、センター内

の連携強化

② 「革新的医薬品。医療機器創

出のための5か年戦略」(平成

19年 4月 26日 内閣府・文部科

学省・厚生労働省・経済産業

省)に基づく、産官学が密接に

連携して臨床研究・実用化研

究を進める「医療クラスター」の

形成等、国内外の産業界、研

究機関及び治験実施医療機

関等との連携

③ 研究・開発に係る企画及び評

価体制の整備

④ 効果的な知的財産の管理、

活用の推進

(2)病 院における研究・開発の推進 (2)病 院における研究・開発の推進 (2)病 院における研究・開発の推進 (2)病 院における研究・開発の推進 (2)病 院における研究・開発の推進 (2)病 院における研究・開発の推進

治験等の臨床研究を病院内で

高い倫理性、透明性をもつて円

滑に実施するための基盤の整備

に努めること。

治験等の臨床研究を病院内で

高い倫理性、透明性をもつて円

滑に実施するための基盤の整備

に努めること。

治験等の臨床研究を病院内で

高い倫理性、透明性をもつて円

滑に実施するための基盤の整備

|こ努めること。

治験等の臨床研究を病院内で

高い倫理性、透明性をもつて円

滑に実施するための基盤の整備

に努めること。

治験等の臨床研究を病院内で

高い倫理性、透明性をもつて円

滑に実施するための基盤の整備

に努めること。

治験等の臨床研究を病院内で

高い倫理性、透明性をもつて円

滑に実施するための基盤の整備

に努めること。

(3)担当領域の特性を踏まえた戦

略的かつ重点的な研究・開発の

推進

(3)担 当領域の特性を踏まえた戦

略的かつ重点的な研究・開発の

推進

(3)担当領域の特性を踏まえた戦

略的かつ重点的な研究・開発の

推進

(3)担当領域の特性を踏まえた戦

略的かつ重点的な研究・開発の

推進

(3)担当領域の特性を踏まえた戦

略的かつ重点的な研究・開発の

推進

(3)担当領域の特性を踏まえた戦

略的かつ重点的な研究・開発の

推進

これら研究基盤の強化により、

詳細を別紙に示した研究・開発を

これら研究基盤の強化により、

詳細を別紙に示した研究・開発を

これら研究基盤の強化により、

詳細を別紙に示した研究・開発を

これら研究基盤の強イヒにより、

詳細を別紙に示した研究。開発を

これら研究基盤の強化により、

詳細を別紙に示した研究。開発を

これら研究基盤の強イヒにより、

詳細を別紙に示した研究。開発を

3



着実に推進すること。 着実に推進すること。 着実に推進すること。 着実に推進すること。 着実に推進すること。 着実に推進すること。

2医療の提供に関する事項 2医療の提供に関する事項 2医療の提供に関する事項 2医療の提供に関する事項 2医療の提供に関する事項 2医療の提供に関する事項
我が国におけるがんに対する

中核的な医療機関として、がん対

策推進基本計画に掲げられた、
「がんによる死亡者の減少」及び

「すべてのがん患者及びその家

族の苦痛の軽減並びに療養生活

の質の維持向上」という日標を達

成するため、

国内外の知見を集約し、高度先

駆的医療の提供を行うこと。

また、がんに対する医療の標

準化を推進するため、最新の科

学的根拠に基づいた医療の提供

を行うこと。

患者・家族に必要な説明を行

い、情報の共有化に努めることに

より、患者との信頼関係を構築

し、また、患者自身が治療の選択

の自己決定を行うことができるよう

支援することに加え、

チーム医療の推進、

入院時から地域ケアを見通した

医療の提供、

医療安全管理体制の充実

等により、患者の視点に立った良

質かつ安心な医療Q提供を行う

こと。

緩和医療については、がん患

者とその家族が質の高い療養生

活を送ることができるよう、治療の

我が国における循環器病に対

する中核的な医療機関として、

国内外の知見を集約し、高度先

駆的医療の提供を行うこと。

また、循環器病 に対する医療

の標準化を推進するため、最新

の科学的根拠に基づいた医療の

提供を行うこと。

患者・家族に必要な説明を行

い、情報の共有化に努めることに

より、患者との信頼関係を構築

し、また、患者自身が治療の選択

の自己決定を行うことができるよう

支援することに加え、

チーム医療の推進、

入院時から地域ケアを見通した

医療の提供、

医療安全管理体制の充実

等により、患者の視点に立った良

質かつ安心な医療の提供を行う

こと。

臓器移植ネットワークにおける

移植実施施設として臓器移植法

に基づく移植医療を適切に行うこ

我が国における精神・神経疾

患等に対する中核的な医療機関

として、

国内外の知見を集約し、高度先

駆的医療の提供を行うこと。

また、精神・神経疾患等に対す

る医療の標準化を推進するため、

最新の科学的根拠に基づいた医

療の提供を行うこと。

患者・家族に必要な説明を行

い、情報の共有化に努めることに

より、患者との信頼関係を構築

し、また、患者自身が治療の選択

の自己決定を行うことができるよう

支援することに加え、

チーム医療の推進、

入院時から地域ケアを見通した

医療の提供、

医療安全管理体制の充実

等により、患者の視点に立った良

質かつ安心な医療の提供を行う

こと。

医療観察法対象者に対して、

研究部「]と連携し、退院後の地

域生活への安全で円滑な移行を

我が国における感染症その他

の疾患に対する中核的な医療機

関として、

国内外の知見を集約し、高度先

駆的医療の提供を行うこと。

また、高齢化社会が進展する

中で、課題となっている病気の複

合化、併存化に対し、臓器別、疾

病別のみならず、忠者全体を見る

全人的な医療を前提に、
1総

合医

療を基盤とした感染症その他の

疾患に剤する医療の標準化を推

進するため、最新の科学的根拠

に基づいた医療の提供を行うこ

と。

患者・家族に必要な説明を行

い、情報の共有化に努めることに

より、患者との信頼関係を構築

し、また、患者自身が治療の選択

の自己決定を行うことができるよう

支援することに加え、

チーム医療の推進、

入院時から地域ケアを見通した

医療の提供、

医療安全管理体制の充実

等により、患者の視点に立った良

質かつ安心な医療の提供を行う

こと。

特定感染症指定医療機関とし

て、感染症指定医療機関等と連

携し、感染症の患者に対する医

我が国における成育医療の中

核的な医療機関として、「子ども・

子育てビジョン(平成 22年 1月 29

日閣議決定)」 に定める「妊娠、出

産、子育ての希望が実現できる

社会」の構築を目指し、

国内外の知見を集約し、高度先

駆的医療の提供を行うこと。

また、成育医療の標準化を推

進するため、最新の科学的根拠

に基づいた医療の提供を行うこ

と。

患者・家族に必要な説明を行

い、情報の共有化に努めることに

より、信頼関係を構築し、また、治

療の選択の自己決定を行うことが

できるよう支援することに加え、

チーム医療の推進、

入院時から地域ケアを見通した

医療の提供、

医療安全管理体制の充実

等により、患者の視点に立った良

質かつ安心な医療の提供を行う

こと。

子どもの心のFn3題 、児童虐待、

発達障害等に対応する医療体制

を構築するとともに、全国の拠点

我が国における長寿医療の中

核的な医療機関として、「高齢社

会対策大綱 (平成 13年 12月 28

日閣議決定)」 に定める「国民が

生涯にわたって健やかで充実し

た生活を営むことができる豊かな

社会」の構築を目指し、

国内外の知見を集約し、高度先

駆的医療の提供を行うこと。

また、長寿医療の標準化を推

進するため、最新の科学的根拠

に基づいた医療の提供を行うこ

と。

患者・家族に必要な説明を行

い、情報の共有化に努めることに

より、患者との信頼関係を構築

し、また、患者自身が治療の選択

の自己決定を行うことができるよう

支援することに加え、

チーム医療の推進、

入院時から地域ケアを見通した

医療の提供、

医療安全管理体制の充実

等により、患者の視点に立った良

質かつ安心な医療の提供を行う

こと。

認知症患者、家族を支援する

ための医療体制を構築するととも

に、医療と介護の連携を推進する



初期段階から緩和ケアを提供で

きる体制を整備すること。

と。 支援する質の高い医療の提供を

行うこと。

重症心身障害児 (者 )に 対し

て、心身の発達を促す医療及び

様々な合併症を予防する総合的

医療等、質の高い医療の提供を

行うこと。

療の提供を着実に行うこと。 病院等との連携を推進すること。

周産期・小児医療において、関

係医療機関と連携し、妊産婦、周

産期における母児、小児の広範

な救急医療に対して、質の高い

医療の提供を行うこと。

こと。

高齢者の在宅療養生活を支援

し、切れ日のない医療の提供を

行うため、モデル的な在宅医療支

援を提供すること。

患者に対するインフォームドコ

ンセント等におけるモデル的な終

末期医療の提供を行うこと。

3人材育成に関する事項 3人材育成に関する事項 3人材育成に関する事項 3人材育成に関する事項 3人材育成に関する事項 3人材育成に関する事項

人材育成は、センターが医療

政策を牽引する上で特に重要な

ものであることから、センターが国

内外の有為な人材の育成拠点と

なるよう、がんに対する医療及び

研究を推進するにあたリリーダー

として活躍できる人材の育成を行

うとともに、モデル的な研修及び

講習の実施及び普及に努めるこ

と。

人材育成は、センターが医療

政策を牽引する上で特に重要な

ものであることから、センターが国

内外の有為な人材の育成拠点と

なるよう、循環器病に対する医療

及び研究を推進するにあたリリー

ダーとして活躍できる人材の育成

を行うとともに、モデル的な研修

及び講習の実施及び普及に努め

ること。

人材育成は、センターが医療

政策を牽引する_Lで特に重要な

ものであることから、センターが国

内外の有為な人材の育成拠点と

なるよう、精神・神経疾患等に対

する医療及び研究、特にトランス

レーショナルリサーチを推進する

にあたリリーダーとして活躍できる

人材の育成を行うとともに、モデ

ル的な研修及び講習の実施及び

普及に努めること。

人材育成は、センターが医療

政策を牽引する上で特に重要な

ものであることから、センターが国

内外の有為な人材の育成拠点と

なるよう、総合的な医療を基盤と

して、感染症その他の疾患に対

する医療及び研究を推進するに

あたリリーダーとして活躍できる人

材の育成を行うとともに、モデル

的な研修及び講習の実施及び普

及に努めること。

人材育成は、センターが医療

政策を牽引する上で特に重要な

ものであることから、センターが国

内外の有為な人材の育成拠点と

なるよう、成育医療及びその研究

を推進するにあたリリーダーとして

活躍できる人材の育成を行うとと

もに、モデル的な研修及び講習

の実施及び普及に努めること。

人材育成は、センターが医療

政策を牽引する上で特に重要な

ものであることから、センターが国

内外の有為な人材の育成拠点と

なるよう、長寿医療及びその研

究、特にトランスレーショナルリサ

ーチを推進するにあたリリーダー

として活躍できる人材の育成を行

うとともに、モデル的な研修及び

講習の実施及び普及に努めるこ

と。

4医療の均てん化並びに情報の

収集及び発信に関する事項

4医療の均てん化並びに情報の

収集及び発信に関する事項

4医療の均てん化並びに情報の

収集及び発信に関する事項

4医療の均てん1ヒ 並びに情報の

収集及び発信に関する事項

4医療の均てん化並びに情報の

収集及び発信に関する事項

4医療の均てん化並びに情報の

収集及び発信に関する事項

センター及び都道府県がん診

療連携拠点病院等間のネットワ

ークを構築し、高度先駆的医療

の普及及び医療の標準化に努め

ること。

情報発信にあたっては、国内

外のがんに関する知見を収集及

び評価し、科学的根拠に基づく

診断及び治療法等について、国

民向け及び医療機関向けの情報

提供を行うこと。

センター及び都道府県におけ

る中核的な医療機関間のネットワ

ークを構築し、高度先駆的医療

の普及及び医療の標準イヒに努め

ること。

情報発信にあたっては、国内

外の循環器病に関する知見を収

集及び評価し、科学的根拠に基

づく診断及び治療法等につい

て、国民向け及び医療機関向け

の情報提供を行うこと。

センター及び都道府県におけ

る中核的な医療機関等間のネット

ワークを構築し、高度先駆的医療

の普及及び医療の標準化に努め

ること。

情報発信にあたつては、国内

外の精神・神経疾患等に関する

知見を収集及び評価し、科学的

根拠に基づく診断及び治療法等

について、国民向け及び医療機

関向けの情報提供を行うこと。

センター及び都道府県におけ

る中核的な医療機関間のネットワ

ークを構築し、高度先駆的医療

の普及及び医療の標準化に努め

ること。

情報発信にあたつては、国内

外の感染症その他の疾患に関す

る知見を収集及び評価し、科学

的根拠に基づく診断及び治療法

等について、国民向け及び医療

機関向けの情報提供を行うこと。

センター及び都道府県におけ

る中核的な医療機関間のネットワ

ークを構築し、高度先駆的医療

の普及及び医療の標準化に努め

ること。

情報発信にあたつては、国内

外の成育医療に関する知見を収

集及び評価し、科学的根拠に基

づく診断及び治療法等につい

て、国民向け及び医療機関向け

の情報提供を行うこと。

センター及び都道府県におけ

る中核的な医療機関間のネットワ

ークを構築し、高度先駆的医療

の普及及び医療の標準化に努め

ること。

情報発信にあたっては、国内

外の長寿医療に関する知見を収

集及び評価し、科学的根拠に基

づく診断及び治療法等につい

て、国民向け及び医療機関向け

の情報提供を行うこと。



5国への政策提言に関する事項 5国への政策提言に関する事項 5国への政策提言に関する事項 5国への政策提言に関する事項 5国への政策提言に関する事項 5国への政策提言に関する事項
医療政策をよりJi FAlな 科学的

根拠に基づいたものにするため、

及び医療現場の実態にRpしたも

のにするため、科学的見地から専

門的提言を行うこと。

医療政策をより強固な科学的

根拠に基づいたものにするため、

及び医療現場の実態に即したも

のにするため、科学的見地から専

門的提言を行うこと。

医療政策をより強固な科学的

根拠に基づいたものにするため、

及び医療現場の実態にRpしたも

のにするため、科学的見地から専

門的提言を行うこと。

医療政策をより強固な科学的

根拠に基づいたものにするため、

及び医療現場の実態に即したも

のにするため、科学的見地から専

門的提言を行うこと。

医療政策をより強固な科学的

根拠に基づいたものにするため、

及び医療現場の実態に即したも

のにするため、科学的見地から専

門的提言を行うこと。

医療政策をより強固な科学的

根拠に基づいたものにするため、

及び医療現場の実態に即したも

のにするため、科学的見地から専

門的提言を行うこと。

6その他我が国の医療政策の推

進等に関する事項

6その他我が国の医療政策の推

進等に関する事項

6その他我が国の医療政策の推

進等に関する事項

6その他我が国の医療政策の推

進等に関する事項

6その他我が国の医療政策の推

進等に関する事項

6その他我が国の医療政策の推

進等に関する事項
公衆衛生上重大な危害が発生

し又は発生しようとしている場合

には、国の要請に応じ、迅速かつ

適切な対応を行うこと。

我が国におけるがんに対する

中核的機関として、その特性に応

じた国際貢献を行うこと。

公衆衛生上重大な危害が発生

し又は発生しようとしている場合

には、国の要請に応じ、迅速かつ

適切な対応を行うこと。

我が国における循環器病に対

する中核的機関として、その特性

に応じた国際貢献を行うこと。

公衆衛生上重大な危害が発41

し又は発生しようとしている場合

には、国の要請に応じ、迅速かつ

適切な月応を行うこと。

我が国における精神・神経疾

患等に対する中核的機関として、

その特性に応じた国際貢献を行

うこと。

公衆衛生上重大な危害が発生

し又は発Jlしようとしている場合

には、国の要請に応じ、迅速かつ

適切な対応を行うこと。

我が国の国際保健医療協力の

中核的機関として、感染症その他

の疾患に関する専門的な医療及

び国際保健医療協力等の向上を

図るとともに、これらに対する調査

及び研究並びに技術者の研修を

イテうこと。

IⅡV裁判の和解に基づき国の

責務となった被害者の原状回復

に向けた医療の取組を着実に実

施するとともに、エイズに関し、診

断及び治療、臨床研究、診療に

関する相談、技術者の研修並び

に情報の収集及び提供←行うこ

と。               ｀

また「後天性免疫不全症候群

に関する特定感染症予防指針」

(平成 18年厚4L労働省告示第89

号)に基づき、エイズに係る中核

的医療機関としてブロック拠点病

院等を支援し、地域におけるエイ

ズ医療水準の向上を図ること。

国立高度専門医療研究センタ

ーの職員の養成及び研修を日的

として、看護に関する学理及び技

術の教授及び研究並びに研修を

公衆衛生上重大な危害が発生

し又は発生しようとしている場合

には、国の要請に応じ、迅速かつ

適切な対ルさをイ予うこと。

我が国における成育医療の中

核的機関として、その特性に応じ

た国際貢献を行うこと。

公衆衛生上重大な危害が発生

し又は発生しようとしている場合

には、国の要請に応じ、迅速かつ

適切な対応を行うこと。

我が国における長寿医療の中

核的機関として、その特性に応じ

た国際貢献を行うこと。



行うこと。

第3業 務運営の効率化に関する

事項

第3業 務運営の効率化に関する

事項

第3業 務運営の効率化に関する

事項

第3業 務運営の効率化に関する

事項

第3業 務運営の効率化に関する

事項

第3業 務運営の効率化に関する

事項

1 効率的な業務運営に関する事項 1 効率的な業務運営に関する事項 1効率的な業務運営に関する事項 1 効率的な業務運営に関する事項 1 効率的な業務運営に関する事項 1 効率的な業務運営に関する事項

業務の質の向上を目指し、か

つ、効率的な業務運営体制とす

るため、定期的に事務及び事業

の評価を行い、役割分担の明確

化及び職員の適正配置等を通

じ、弾力的な組織の再編及び構

築を行うこと。

センターの効率的な運営を図

るため、以下の取組を進めるこ

と。

① 給与水準について、センター

が担う役割に留意しつつ、適切

な給与体系となるよう見直し

② 共同購入等による医薬品医

療材料等購入費用の適正化

③ 医業未収金の発生防止及び

徴収の改善並びに診療報酬請

求業務の改善等収入の確保

業務の質の向上を目指し、か

つ、効率的な業務運営体 f制 とす

るため、定期的に事務及び事業

の評価を行い、役割分担の明確

イヒ及び職員の適正配置等を通

じ、弾力的な組織の再編及び構

築を行うこと。

センターの効率的な運営を図

るため、以下の取組を進めるこ

と。

① 給与水準について、センター

が担う役割に留意しつつ、適切

な給与体系となるよう見直し

② 共同購入等による医薬品医

療材料等購入費用の適正化

③ 医業未収金の発生防止及び

徴収の改善並びに診療報酬請

求業務の改善等収入の確保

業務の質の向上を目指し、か

つ、効率的な業務運営体制とす

るため、定期的に事務及び事業

の評価を行い、役割分担の明確

化及び職員の適正配置等を通

じ、弾力的な組織の再編及び構

築を行うこと。

センターの効率的な運営を図

るため、以下の取組を進めるこ

と。

① 給与水準について、センター

が担う役割に留意しつつ、適切

な給与体系となるよう見直し

② 共同購入等による医薬品医

療材料等購入費用の適正化

③ 医業未収金の発生防止及び

徴収の改善並びに診療報酬請

求業務の改善等収入の確保

業務の質の向上を目指し、か

つ、効率的な業務運営体制とす

るため、定期的に事務及び事業

の評価を行い、役割分担の明確

化及び職員の適正配置等を通

じ、弾力的な組織の再編及び構

築を行うこと。

センターの効率的な運営を図

るため、以下の取組を進めるこ

と。

① 給与水準について、センター

が担う役割に留意しつつ、適切

な給与体系となるよう見直し

② 共同購入等による医薬品医

療材料等購入費用の適正化

③ 医業未収金の発生防止及び

徴収の改善並びに診療報酬請

求業務の改善等収入の確保

業務の質の向上を目指し、か

つ、効率的な業務運営体制とす

るため、定期的に事務及び事業

の評価を行い、役割分担の明確

化及び職員の適正配置等を通

じ、弾力的な組織の再編及び構

築を行うこと。

センターの効率的な運営を図

るため、以下の取組を進めるこ

と。

① 給与水準について、センター

が担う役割に留意しつつ、適切

な給与体系となるよう見直し

② 共同購入等による医薬品医

療材料等購入費用の適正化

③ 医業未収金の発生防止及び

徴収の改善並びに診療報酬請

求業務の改善等収入の確保

業務の質の向上を目指し、か

つ、効率的な業務運営体制とす

るため、定期的に事務及び事業

の評価を行い、役割分担の明確

化及び職員の適正配置等を通

じ、弾力的な組織の再編及び構

築を行うこと。

センターの効率的な運営を図

るため、以下の取組を進めるこ

と。

① 給与水準について、センター

が担う役割に留意しつつ、適切

な給与体系となるよう見直し

② 共同購入等による医薬品医

療材料等購入費用の適正化

③ 医業未収金の発生防止及び

徴収の改善並びに診療報酬請

求業務の改善等収入の確保

2電子化の推進 2電子化の推進 2電子化の推進 2電子化の推進 2電子化の推進 2電子化の推進

業務の効率化及び質の向上を

目的とした電子化を推進し、情報

を経営分析等に活用すること。

推進にあたつては職員の利便

性に配慮しつつ、情報セキュリテ

ィの向上に努めること。

業務の効率化及び質の向上を

目的とした電子化を推進し、情報

を経営分析等に活用すること。

推進にあたっては職員の利便

性に配慮しつつ、情報セキュリテ

ィの向上に努めること。

業務の効率化及び質の向上を

目的とした電子化を推進し、情報

を経営分析等に活用すること。

推進にあたつては職員の利便

性に配慮しつつ、情報セキュリテ

ィの向上に努めること。

業務の効率化及び質の向上を

目的とした電子化を推進し、情報

を経営分析等に活用すること。

推進にあたっては職員の利便

性に配慮しつつ、情報セキュリテ

ィの向上に努めること。

業務の効率化及び質の向上を

目的とした電子化を推進し、情報

を経営分析等に活用すること。

推進にあたっては職員の利便

性に配慮しつつ、情報セキュリテ

ィの向上に努めること。

業務の効率化及び質の向上を

目的とした電子化を推進し、情報

を経営分析等に活用すること。

推進にあたっては職員の利便

性に配慮しつつ、情報セキュリテ

ィの向上に努めること。

3法令遵守等内部統制の適切な

構築

3法令遵守等内部統制の適切な

構築

3法令遵守等内部統制の適切な

構築

3法令遵守等内部統制の適切な

構築

3法令遵守等内部統制の適切な

構築

3法令遵守等内部統制の適切な

構築

入札及び契約事務の公正性及

び透明性の確保を含む法令遵守

(コ ンプライアンス)等 内部統制を

適切に構築すること。

特に契約については、原則とし

入札及び契約事務の公正性及

び透明性の確保を含む法令遵守

(コ ンプライアンス)等内部統制を

適切に構築すること。

特に契約については、原則とし

入札及び契約事務の公正性及

び透明性の確保を含む法令遵守

(コ ンプライアンス)等 内部統制を

適切に構築すること。

特に契約については、原則とし

入札及び契約事務の公正性及

び透明性の確保を含む法令遵守

(コンプライアンス)等 内部統制を

適切に構築すること。

特に契約については、原則とし

入札及び契約事務の公正性及

び透明性の確保を含む法令遵守

(コ ンプライアンス)等 内部統制を

適切に構築すること。

特に契約については、原則とし

入札及び契約事務の公正性及

び透明性の確保を含む法令遵守

(コ ンプライアンス)等 内部統制を

適切に構築すること。

特に契約については、原則とし



て一般競争入札等によるものと

し、競争性及び透明性が十分確

保される方法により実施すること。

て一般競争入札等によるものと

し、競争性及び透明性が十分確

保される方法により実施すること。

て一般競争入札等によるものと

し、競争性及び透明性が十分確

保される方法により実施すること。

て一般 競争入札等によるものと

し、競争性及び透明性が十分確

保される方法により実施すること。

て一般競争入札等によるものと

し、競争性及び透明性が十分確

保される方法により実施すること。

て一般競争入札等によるものと

し、競争性及び透明性が十分確

保される方法により実施すること。

第4財務内容の改善に関する事

項

第4財 務内容の改善に関する事

項

第4財 務内容の改善に関する事

項

第4財 務内容の改善に関する事

項

第4財務内容の改善に関する事

項

第4財 務内容の改善に関する事

項
「第3業務運営の効率化に関

する事項」で定めた事項に配慮し

た中期計画の予算を作成し、当

該予算による運営を実施すること

により、中期日標の期間における

期首に対する期末の財務内容の

改善を図ること。

「第3業務運営の効率化に関

する事項」で定めた事項に配慮し

た中期計 l■ lの 予算を作成し、当

該予算による運営を実施すること

により、中期日標の期間における

期首に対する期末の財務内容の

改善を図ること。

「第3業務運営の効率化に関

する事項Jで定めた事項に配慮し

た中期計画の予算を作成し、当

該予算による運営を実施すること

により、中期目標の期間における

期首に刈する期末の財務内容の

改善を図ること。

「第3業務運営の効率化に関

する事項Jで定めた事項に配慮し

た中期計画の予算を作成し、当

該予算による運営を実施すること

により、中期目標の期間における

期首に対する期末の財務内容の

改善を図ること。

「第3業務運営の効率化に関

する事項」で定めた事項に配慮し

た中期計画の予算を作成し、当

該予算による運営を実施すること

により、中期目標の期間における

期首に対する期末の財務内容の

改善を図ること。

「第3業務運営の効率化に関

する事項」で定めた事項に配慮し

た中期計画の予算を作成し、当

該予算による運営を実施すること

により、中期日標の期間における

期首に対する期末の財務内容の

改善を図ること。

1 自己収入の増加に関する事項 1 自己収入の増加に関する事項 1 自己収入の増加に関する事項 1 自己収入の増加に関する事項 1 自己収入の増加に関する事項 1 自己収入の増加に関する事項
がんに対する医療政策を牽引

していく拠点としての役割を果た

すため、運営費交付金以外の外

部資金の積極的な導入に努める

こと。

循環器病に対する医療政策を

牽引していく拠点としての役割を

果たすため、運営費交付金以外

の外部資金の積極的な導入に努

めること。

精神・神経疾患等に対する医

療政策を牽引していく拠点として

の役割を果たすため、運営費交

付金以外の外部資金の積極的な

導入に努めること。

感染症その他の疾患及び国際

保健医療協力に関する医療政策

を牽引していく拠点としての役割

を果たすため、運営費交付金以

外の外部資金の積極的な導入に

努めること。

成育医療に関する医療政策を

牽引していく拠点としての役割を

果たすため、運営費交付金以外

の外部資金の積極的な導入に努

めること。

長寿医療に関する医療政策を

牽り|していく拠点としての役割を

果たすため、運営費交付金以外

の外部資金の積極的な導入に努

めること。

2資 産及び負債の管理に関する

事項

2資産及び負債の管理に関する

事項

3資 産及び負債の管理に関する

事項

2資 産及び負債の管理に関する

事項

2資 産及び負債の管理に関する

事項

2資 産及び負債の管理に関する

事項
センターの機能の維持、向 _L

を図りつつ、投資を計画的に行な

い、固定負債 (長期借入金の残

高)が運営上、中・長期的に適正

なものとなるよう努めること。

センターの機能の維持、向 上

を図りつつ、投資を計 rll的 に行な

い、固定負債 (長 期借入金 の残

高)が 運営上、中・長期的に適正

なものとなるよう努めること。

センターの機能の維持、向上

を図りつつ、投資を計画的に行な

い、固定負債 (長期借入金の残

高)が運営上、中・長期的に適正

なものとなるよう努めること。

センターの機能の維持、向上

を図りつつ、投資を計画的に行な

い、固定負債 (長期借入金の残

高)が運営上、中・長期的に適正

なものとなるよう努めること。

センターの機能の維持、向上

を図りつつ、投資を計画的に行な

い、固定負債 (長 期借入金の残

高)が運営上、中・長期的に適正

なものとなるよう努めること。

センターの機能の維持、向上

を図りつつ、投資を計画的に行な

い、固定負債 (長 期借入金の残

高)が運営上、中・長期的に適正

なものとなるよう努めること。

第5その他業務運営に関する重要

事項

第5その他業務運営に関する重要

事項

第5その他業務運営に関する重要

事項

第5その他業務運営に関する重要

事項

第5その他業務運営に関する重要

事項

第5その他業務運営に関する重要

事項
1 施設・設備整備に関する事項 1施設・設備整備に関する事項 1施設 設備整備に関する事項 1 施設・設備整備に関する事項 1 施設・設備整備に関する事項 1 施設 設備整備に関する事項

施設・設備整備については、セ

ンターの機能の維持、向上の他、

費用対効果及び財務状況を総合

的に勘案して計画的な整備に努

めること。

施設・設備整備については、セ

ンターの機能の維持、向上の他、

費用対効果及び財務状況を総合

的に勘案して計画的な整備に努

めること。

施設・設備整備については、セ

ンターの機能の維持、向上の他、

費用対効果及び財務状況を総合

的に勘案して計画的な整備に努

めること。

施設・設備整備については、セ

ンターの機能の維持、向上の他、

費用対効果及び財務状況を総合

的に勘案して計画i的な整備に努

めること。

施設・設備整備については、セ

ンターの機能の維持、向上の他、

費用対効果及び財務状況を総合

的に勘案して計 nll的 な整備に努

めること。

施設・設備整備については、セ

ンターの機能の維持、向上の他、

費用対効果及び財務状況を総合

的に勘案して計画的な整備に努

めること。

2人事の最適化に関する事項 2人事の最適化に関する事項 2人事の最適化に関する事項 2人事の最適化に関する事項 2人事の最適化に関する事項 2人事の最適化に関する事項

8



センターの専門的機能の向上

を図るため、職員の意欲向上及

び能力開発に努めるとともに、人

事評価を適切に行うシステムを構

築すること。

また、年功序列を排し、能力・

実績本位の人材登用などの確立

に努め、さらに、優秀な人材を持

続的に確保するため、女性の働

きやすい環境の整備及び非公務

員型独立行政法人の特性を活か

した人材交流の促進等を推進す

ること。

センターの専門的機能の向上

を図るため、職員の意欲向上及

び能力開発に努めるとともに、人

事評価を適切に行うシステムを構

築すること。

また、年功序列をツトし、能力・

実績本位の人材登用などの確立

に努め、さらに、優秀な人材を持

続的に確保するため、女性の働

きやすい環境の整備及び非公務

員型独立行政法人の特性を活か

した人材交流の促進等を推進す

ること。

センターの専門的機能の向上

を図るため、職員の意欲向上及

び能力開発に努めるとともに、人

事評価を適切に行うシステムを構

築すること。

また、年功序列を排し、能力・

実績本位の人材登用などの確立

に努め、さらに、優秀な人材を持

続的に確保するため、女性の働

きやすい環境の整備及び非公務

員型独立行政法人の特性を活か

した人材交流の促進等を推進す

ること。

センターの専P]的機能の向上

を図るため、職員の意欲向上及

び能力開発に努めるとともに、人

事評価を適切に行うシステムを構

築すること。

また、年功序列を排し、能力・

実績本位の人材登用などの確立

に努め、さらに、優秀な人材を持

麦緋 鰹

員型独立行政法人の特性を活か

した人材交流の促進等を推進す

ること。

センターの専門的機能の向上

を図るため、職員の意欲向上及

び能力開発に努めるとともに、人

事評価を適切に行うシステムを構

築すること。

また、年功序列を排し、能力・

実績本位の人材登用などの確立

に努め、さらに、優秀な人材を持

続的に確保するため、女性の働

きやすい環境の整備及び非公務

員型独立行政法人の特性を活か

した人材交流の促進等を推進す

ること。

センターの専門的機能の向上

を図るため、職員の意欲向上及

び能力開発に努めるとともに、人

事評価を適切に行うシステムを構

築すること。

また、年功序列を排し、能力・

実績本位の人材登用などの確立

に努め、さらに、優秀な人材を持

続的に確保するため、女性の働

きやすい環境の整備及び非公務

員型独立行政法人の特性を活か

した人材交流の促進等を推進す

ること。

3その他の事項 3その他の事項 3その他の事項 3その他の事項 3その他の事項 3その他の事項

中期目標に基づきセンターのミ

ッションを理解し、ミッションを実現

するために必要なアクションプラ

ンとして中期計画を立て、具体的

な行動に移すことができるように

努めること。また、アクションプラン

やセンターの成果について、一

般の国民が理解しやすい方法、

内容で情報開示を行うように努め

ること。

ミッションの確認、現状の把握、

問題点の洗出し、改善策の立

案、翌年度の年度計画の作成等

に資するため、定期的に職員の

意見を聞くよう、努めること。

中期 目標に基づきセンターのミ

ッションを理解し、ミッションを実現

するために必要なアクションプラ

ンとして中期計画を立て、具体的

な行動に移すことができるように

努めること。また、アクションプラン

やセンターの成果について、一

般の国民が理解しやすい方法、

内容で情報開示を行うように努め

ること。

ミッションの確認、現状の把握、

問題点の洗出し、改善策の立

案、翌年度の年度計画の作成等

に資するため、定期的に職員の

意見を聞くよう、努めること。

中期目標に基づきセンターのミ

ッションを理解し、ミッションを実現

するために必要なアクションプラ

ンとして中期計画を立て、具体的

な行動に移すことができるように

努めること。また、アクションプラン

やセンターの成果について、一

般の国民が理解しやすい方法、

内容で情報開示を行うように努め

ること。

ミッションの確認、現状の把握、

問題点の洗出し、改善策の立

案、翌年度の年度計画の作成等

に資するため、定期的に職員の

意見を聞くよう、努めること。

中期目標に基づきセンターのミ

ッションを理解し、ミッシヨンを実現

するために必要なアクションプラ

ンとして中期計画を立て、具体的

な行動に移すことができるように

努めること。また、アクションプラン

やセンターの成果について、一

般の国民が理解しやすい方法、

内容で情報開示を行うように努め

ること。

ミッションの確認、現状の把握、

問題点の洗出し、改善策の立

案、翌年度の年度計画の作成等

に資するため、定期的に職員の

意見を聞くよう、努めること。

中期目標に基づきセンターのミ

ッションを理解し、ミッションを実現

するために必要なアクションプラ

ンとして中期計画を立て、具体的

な行動に移すことができるように

努めること。また、アクションプラン

やセンターの成果について、一

般の国民が理解しやすい方法、

内容で情報開示を行うように努め

ること。

ミッションの確認、現状の把握、

問題点の洗出し、改善策の立

案、翌年度の年度計画の作成等

に資するため、定期的に職員の

意見を聞くよう、努めること。

中期目標に基づきセンターのミ

ッションを理解し、ミッションを実現

するために必要なアクションプラ

ンとして中期計画を立て、具体的

な行動に移すことができるように

努めること。また、アクションプラン

やセンターの成果について、一

般の国民が理解しやすい方法、

内容で情報開示を行うように努め

ること。

ミッションの確認、現状の把握、

問題点の洗出し、改善策の立

案、翌年度の年度計画の作成等

に資するため、定期的に職員の

意見を聞くよう、努めること。

9



担当領域の特性を踏まえた戦略的

かつ重点的な研究・開発の推進 (別

紙)

担当領域の特性を踏まえた戦略的

かつ重点的な研究・開発の推進 (別

紙)

担当領域の特性を踏まえた戦略的

かつ重点的な研究・開発の推進 (別

紙)

担当領域の特性を踏まえた戦略的

かつ重点的な研究・開発の推進 (別

紙 )

担当領域の特性を踏まえた戦略的

かつ重点的な研究・開発の推進 (別

紙)

担当領域の特性を踏まえた戦略的

かつ重点的な研究。開発の推進 (別

紙)

1 重点的な研究・開発戦略の考え

方

1 重点的な研究・開発戦略の考え

方

1 重点的な研究・開発戦略の考え

方

1 重点的な研究・開発戦略の考え

方

1 重点的な研究・開発戦略の考え

方

1 重点的な研究・開発戦略の考え

方
がんは単一の疾患ではなく、そ

の原因、宿主背景因子、本態とな

る遺伝子異常、病態、病期及び

治療応答性等において極めて多

様な様相を呈することが明らかに

されている。その罹患率及び死亡

率を抑制するためには、基礎研

究、公衆衛生研究及び臨床研究

の各分野において高度先駆的な

研究・開発を展開するとともに、こ

れら3大 分野の有機的な連携に

基づく、我が国における総合的研

究戦略として推進することが極め

て重要である。

このため、がんの原因。本態解

明、予防・診断・治療法の基盤と

なる技術の開発等基礎研究の成

果を、公衆術生研究及び臨床研

究に応用し、より優れた予防・診

断・治療法の開発に結びつけると

ともに、公衆衛生研究及び臨床

研究において見出された疑間、

仮説を基礎研究の課題として積

極的に取り上げる等、双方向性

の橋渡し研究を進めていく必、要

がある。

また、これら研究の方向性及び

その成果を的確に評価するため

にはまず、がんの実態を把握し、

分析する研究が欠かせない。つ

いで、発生したがんに対する高度

先駆的診療技術の開発、日本人

のがん罹患率を低減させうる一次

循環器病は我が国の三大死因

のうちの二つを占めるに至ってお

り、また、健康で元気に暮らせる

期間 (健康寿命)の延伸に大きな

障害になつているのが、循環器病

である。

こうした中、センターは、循環器

病の克服を目指した高度先駆的

な医療の研究・開発を行い、我が

国の医療水準全体を向上させる

役割を期待されている。

このため、センターは、研究組

織の更なる改善及び企業、大学

等との連携体制をより充実させる

とともに、基礎研究から橋渡し研

究さらに臨床応用までを包括的

かつ統合的に推進していくこと

で、循環器病の克服に資する新

たな予防・診断・治療技術の開発

を進めていくこと。

その実施にあたっては、中期

計lRlに おいて、主な研究成果に

係る数値目標を設定するなど、セ

ンターが達成すべき研究成果の

内容とその水準を明確化及び具

体化すること。

センターは、中期日標期間に

おいて、研究成果を高度先駆的

医療及び保健医療政策に活かす

ため、以下に挙げる研究のテー

マ等について取り組むこと。

その実施にあたっては、中期

計画において、主な研究成果に

係る数値日標を設定するなど、セ

ンターが達成すべき研究成果の

内容とその水準を明確化及び具

体化すること。

近年におけるグローバリゼーシ

ョンの著しい進展に伴い、lu界規

模での新興。再卵l感染症の蔓延

やアウトブレイクが危惧されるほ

か、健康指標の地域間格差の拡

大と貧困が深刻化する一方、途

上国が近代化を進める中でライフ

スタイルの変化に伴う糖尿病等生

活習慣病の激増も大きな問題と

なつてきている。

このため、センターは、エビデ

ンスを着実にnl出 し、我が国のみ

ならず国際保健の向上に寄与す

るため、国際保健医療協力を軸と

し、感染症その他の疾患を中心

課題として、病院、国際医療協力

局、研究所の連携を基盤としなが

ら、これまでの国際保健医療協力

の実績を基礎とし́て国内外の医

療機関、研究機関との共同研究

の一層の推進を図ること。

また、感染症その他の疾患の

発症機序の解明につながる基礎

的研究の推進から、予防医学技

術の開発、基礎医学の成果を活

用した橋渡し研究、臨床に直結し

た研究・開発等を総合的に進め

ていくとともに、国際保健医療協

力に関する研究を推進すること。

その実施にあたつては、中期

計画において、主な研究成果に

係る数値日標を設定するなど、セ

少子化が急激に進むなか、次

1上代を担う子どもとその家族の健

康は国民的課題であり、センター

に期待される役割は極めて大き

い。

こうした状況の下、センターは、

母性・父性及び手L児・幼児の難治

疾患、生殖器疾患その他の疾患

であつて、児竜が健やかに生ま

れ、かつ、成育するために特に治

療を必要とするもの (以 下「成育

疾患」という。)に関し、遺伝性・先

天性疾患、稀少性疾患等解決が

困難とされる疾患に対する医療を

含め、成育医療における諸問題

を一つ一つ克服していくことが求

められている。

このため、センターは、成育医

療におけるイノベーシヨンの創造

と活用を図り、l lll期 的な予防・診

断・治療法等の開発を目指した

研究・開発を推進していくこと。

その実施にあたっては、中期

計画において、主な研究成果に

係る数値日標を設定するなど、セ

ンターが達成すべき研究成果の

内容とその水準を明確化及び具

体化すること。

加齢に伴って生ずる心身の変

化及びそれに起因する疾患であ

つて高齢者が自立した日常生活

を営むために特に治療を必要と

するもの(以 下「加齢に伴う疾患」

という。)を 克服するため、センタ

ーは、病院、研究所の連携を基

盤としながら、国内外の医療機

関、研究機関との共同研究の一

層の推進を図りつつ、認知症や

運動器疾患等加齢に伴う疾患の

発症機序の解明につながる基礎

的研究の推進から、予防医学技

術の開発、基礎医学の成果を活

用した橋渡し研究、臨床に直結し

た研究。開発までを総合的に進め

ていくこと。

その実施にあたっては、中期

計画において、主な研究成果に

係る数値目標を設定するなど、セ

ンターが達成すべき研究成果の

内容とその水準を明確化及び具

体化すること。
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予防法の開発、検診等早期発見

による二次予防法の科学的評価

と開発が求められる。さらに、この

ようにして開発されたがんの予

防・検診・診断。治療法の均てん

化を図るための研究及び対策を

展開する必要がある。

センターにおいては、これらの

研究課題について、センター内

各部Fワ の連携はもとより、国内外

の医療機関、研究機関等との一

層の連携を図り、総合的な取り組

みを進めていくこと。

その実施にあたっては、中期

計画において、主な研究成果に

係る数値目標を設定するなど、セ

ンターが達成すべき研究成果の

内容とその水準を明確化及び具

体化すること。

ンターが達成すべき研究成果の

内容とその水準を明確化及び具

体化すること。

2具体的方針 2具体的方針 2具体的方針 2具体的方針 2具体的方針 2具体的方針

(1)疾病に着日した研究 (1)疾 病に着 日した研究 (1)疾 病に着 目した研究 (1)疾病に着 目した研究 (1)疾病に着日した研究 (1)疾病に着日した研究

① がんの原因、発生・進展のメカ

ニズムの解明

① 循環器病の本態解明 ① 精神・神経疾患等の本態解明 ① 感染症その他の疾患の本態解

明

① 成育疾患の本態解明 ① 加齢に伴う疾患の本態解明

科学技術のイノベーションを常

に取り入れ、分子・細胞から個体

に至るものまでを研究対象にする

ことにより、がんの原因、発生。進

展のメカニズムを解明し、予防・

診断・治療への応用の糸口となる

研究を行う。

科学技術のイノベーションを常

に取り入れ、分子・細胞から個体

に至るものまでを研究対象にする

ことにより、循環器病の疾病メカニ

ズムを解明し、予防・診断・治療

への応用の糸口となる研究を推

進する。

科学技術のイノベーションを常

に取り入れ、分子・細胞から個体

に至るものまでを研究対象にする

ことにより、精神・神経疾患等の疾

病メカニズムを解明し、予防・診

断・治療への応用の糸日となる研

究を推進する。

科学技術のイノベーションを常

に取り入れ、分子・細胞から個体

に至るものまでを研究対象にする

ことにより、感染症その他の疾患

の疾病メカニズムを解明し、予

防・診断・治療への応用の糸日と

なる研究を推進する。

科学技術のイノベーションを常

に取り入れ、分子・細胞から個体

に至るものまでを研究対象にする

ことにより、成育医療に係る疾患

のメカニズムを解明し、予防・診

断・治療への応用の糸日となる研

究を推進する。

科学技術のイノベーションを常

に取り入れ、分子・細胞から個体

に至るものまでを研究対象にする

ことにより、アルツハイマー病や骨

粗縣症等加齢に伴う疾患のメカ

ニズムを解明し、予防・診断・治療

への応用の糸口となる研究を推

進する。

② がんの実態把握 ② 循環器病の実態把握 ② 精神・神経疾患等の実態把握 ② 感染症その他の疾患の実態把

握 ,

② 成育疾患の実態把握 ② 加齢に伴う疾患の実態把握

各種がん登録による我が国の

がんの罹患、転帰その他の状況

等の実態及びその推移の把握、

我が国の循環器病の罹患、転

帰その他の状況等の実態及びそ

の推移の把握、疫学研究による

我が国の精神・神経疾患等の

罹患、転帰その他の状況等の実

態及びその推移の把握、疫学研

我が国の感染症その他め疾患

の罹患、転帰その他の状況等の

実態及びその推移の把握、疫学

我が国の成育疾患の罹患、転

帰その他の状況等の実態及びそ

の推移の把握、疫学研究によるリ

我が国の加齢に伴う疾患の罹

患、転帰その他の状況等の実態

及びその推移の把握、疫学研究



疫学研究によるがんのリスク・予

防要因の究明等、がんの実態把

握に資する研究を推進する。

循環器病のリスク・予防要因の究

明等、循環器病の実態把握に資

する研究を推進する。

究による精神・神経疾患等のリス

ク・予防要因の究明等、精神・神

経疾患等の実態把握に資する研

究を推進する。

研究による感染症その他の疾患

のリスク・予防要ltlの 究明等、感

染症その他の疾患の実キ把握に

資する研究を推進する。
｀

スク・予防要因の究明等、成育疾

患の実態把握に資する研究を推

進する。

による加齢に伴う疾患のリスク・予

防要因の究明等、加齢に伴う疾

患の実態把握に資する研究を推

進する。

③ がんの本態解明に基づく高度

先駆的医療、標準医療の向上に

資する診断・治療技術及び有効

ながん予防・検診法の開発の推

進

③ 高度先駆的及び標準的な予

防、診断、治療法の開発の推進

③ 高度先駆的及び標準的な予

防、診断、治療法の開発の推進

③ 高度先駆的及び標準的な予

防、診断、治療法の開発の推進

③ 高度先駆的及び標準的な予

防、診断、治療法の開発の推進

③ 高度先駆的及び標準的予防、

診断、治療法の開発の推進

がんに対する高度先駆的な予

防法、検診を含む早期診断法及

び治療法の開発に資する研究を

推進する。

また、既存の予防、診断、治療

法に対する多施設共同研究等に

よる有効性の比較等、標準的診

断及び治療法の確立に資する研

究並びに有効ながん検診法の開

発に資する研究を推進する。

がん患者に対する緩和医療の

提供に関する研究及び地域医療

等との連携による療養生活の質

の向上と普及に関する研究を行う

とともに、地域ぐるみの在宅医療

を含めた医療システムのモデル

開発を行う。

また、高度先駆的な予防・診

断・治療法の開発の基盤となる、

バイオリソースや臨床情報の収集

及びその解析を推進する。

循環器病に対する高度先駆的

な予防、診断、治療法の開発に

資する研究を推進する。

また、既存の予防、診断、治療

法に対する有効性の比較等、標

準的予防、診断、治療法の確立

に資する研究を推進する。

また、高度先駆的な予防・診

断・治療法の開発の基盤となる、

バイオリソースや臨床情報の収集

及びその解析を推進する。

精神・神経疾患等に対する高

度先駆的な予防、診断、治療法

の開発に資する研究を推進す

る。

また、既存の予防、診断、治療

法に対する多施設共同研究等に

よる有効性の比較等、標準的予

防、診断、治療法の確立に資す

る研究を推進する。

また、高度先駆的な予防・診

断・治療法の開発の基盤となる、

バイオリソースや臨床情報の収集

及びその解析を推進する。

感染症その他の疾患に対する

高度先駆的な予防、診断、治療

法の開発に資する研究を推進す

る。

また、既存の予防、診断、治療

法に対する有効性の比較等、標

準的な予防、診断、治療法の確

立に資する研究を推進する。

また、高度先駆的な予防・診

断・治療法の開発の基盤となる、

バイオリソースや臨床情報の収集

及びその解析を推進する。

成育疾患に対する高度先駆的

な予防、診断、治療法の開発に

資する研究を推進する。

また、既存の予防、診断、治療

法に対する多施設共同研究等に

よる有効性の比較等、標準的予

防、診断、治療法の確立に資す

る研究を推進する。

また、高度先駆的な予防・診

断・治療法の開発の基盤となる、

バイオリソースやLti床 情報の収集

及びその解析を推進する。

加齢に伴う疾患に対する高度

先駆的な予防、診断、治療法の

開発に資する研究を推進する。

また、既存の予防、診断、治療

法に対する多施設共同研究等に

よる有効性の比較等、標準的予

防、診断、治療法の確立に資す

る研究を推進する。

また、高度先駆的な予防・診

断・治療法の開発の基盤となる、

バイオリソースや臨床情報の収集

及びその解析を推進する。

④ 医薬品及び医療機器の開発の

推進

④ 医薬品及び医療機器の開発の

推進

④ 医薬品及び医療機器の開発の

推進

④ 医薬品及び医療機器の開発の

推進

④ 医薬品及び医療機器の開発の

推進

④ 医薬品及び医療機器の開発の

推進
「新成長戦略 (基本方針)(平

成 21年 12月 30日 閣議決定)」

においては、ライフ・イノベーショ

ンによる健康大国戦略として、革

新的な医薬品、医療・介護技術

「新成長戦略 (基本方針)(平

成 21年 12月 30日 閣議決定)」

においては、ライフ・イノベーショ

ンによる健康大国戦略として、革

新的な医薬品、医療・介護技術

「新成長戦略 (基本方針)(平

成 21年 12月 30日 閣議決定)J

においては、ライフ・イノベーショ

ンによる健康大国戦略として、革

新的な医薬品、医療・介護技術

「新成長戦略 (基本方金|)(平

成 21年 12月 30日 閣議決定)」

においては、ライフ・イノベーショ

ンによる健康大国戦略として、革

新的な医薬品、医療・介護技術

「新成長戦略 (基 本方針)(平

成 21年 12月 30日 閣議決定)」

においては、ライフ・イノベーショ

ンによる健康大国戦略として、革

新的な医薬品、医療。介護技術

新成長戦略においては、ライ

フ・イノベーションによる健康大国

戦略として、革新的な医薬品、医

療・介護技術の研究開発の推進

が求められている。
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の研究開発の推進が求められて

いる。

この趣旨を踏まえ、がんに関す

る研究成果等を安全かつ速やか

に臨床現場へ応用するために、

医薬品及び医療機器の治験 (適

応拡大を含む)、 特に高度に専門

的な知識や経験が要求される等

実施に困難を伴う治験、臨床研

究の実現を目指した研究を推進

する。

また、海外では有効性と安全

性が検証されているが、国内では

未承認の医薬品、医療機器につ

いて、治験等臨床研究を推進す

る。

これらにより平成 21年度に比

し、中期 目標の期間中に、臨床

研究実施件数 (倫理委員会にて

承認された研究をいう。)及び治

験 (製 造販売後臨床試験も含

む。)の実施件数の合計数の 5%
以上の増加を図ること。

の研究開発の推進が求められて

いる。

この趣旨を踏まえ、循環器病に

関する研究成果等を安全かつ速

やかに臨床現場へ応用するため

に、医薬品及び医療機器の治験

(適応拡大を含む )、 特に高度に

専門的な知識や経験が要求され

る等実施に困難を伴う治験・臨床

研究の実現を目指した研究を推

進する。

また、海外では有効性と安全

性が検証されているが、国内では

未承認の医薬品、医療機器につ

いて、治験等臨床研究を推進す

る。

これらにより平成 21年度に比

し、中期 日標の期間中に、臨床

研究実施件数 (倫理委員会にて

承認された研究をいう。)及び治

験 (製 造販売後臨床試験も含

む。)の 実施件数の合計数の 5%
以上の増加を図ること。

の研究開発の推進が求められて

いる。

この趣旨を踏まえ、精神・神経

疾患等に関する研究成果等を安

全かつ速や力ヽ こ臨床現場へ応用

するために、医薬品及び医療機

器の治験 (適応拡大を含む)、 特

に高度に専門的な知識や経験が

要求される等実施に困難を伴う治

験・臨床研究の実現を目指した

研究を推進する。

また、海外では有効性と安全

性が検証されているが、国内では

未承認の医薬品、医療機器につ

いて、治験等臨床研究を推進す

る。

これらにより平成 21年度に比

し、中期 目標の期間中に、臨床

研究実施件数 (倫理委員会にて

承認された研究をいう。)及 び治

験 (製 造販売後臨床試験も含

む。)の実施件数の合計数の 5%
以上の増加を図ること。

の研究開発の推進が求められて

いる。

この趣旨を踏まえ、感染症その

他の疾患に関する研究成果等を

安全かつ速やかに臨床現場へ応

用するために、医薬品及び医療

機器の治験 (適応拡大を含む)、

特に高度に専門的な知識や経験

が要求される等実施に困難を伴う

治験。臨床研究の実現を目指し

た研究を推進する。

また、海外では有効性と安全

性が検証されているが、国内では

未承認の医薬品、医療機器につ

いて、治験等臨床研究を推進す

る。

これらにより平成 21年度に比

し、中期 目標の期間中に、臨床

研究実施件数 (倫理委員会にて

承認された研究をいう。)及び治

験 (製 造販売後臨床試験も含

む。)の 実施件数の合計数の

10%以 上の増カロを図ること。

の研究開発の推進が求められて

いる。

この趣旨を踏まえ、成育疾患に

関する研究成果等を安全かつ速

やかに臨床現場へ応用するため

に、医薬品及び医療機器の治験

(適応拡大を含む)、 特に高度に

専門的な知識や経験が要求され

る等実施に困難を伴う治験・臨床

研究の実現を目指した研究を推

進する。

また、海外では有効性と安全

性が検証されているが、国内では

未承認の医薬品、医療機器につ

いて、治験等臨床研究を推進す

る。

これらにより平成 21年度に比

し、中期目標の期間中に、臨床

研究実施件数 (倫理委員会にて

承認された研究をいう。)及 び治

験 (製 造販売後臨床試験も含

む。)の 実施件数の合計数の 5%
以上の増カロを図ること。

この趣旨を踏まえ、加齢に伴う

疾患に関する研究成果等を安全

かつ速やかに臨床現場へ応用す

るために、医薬品及び医療機器

の治験 (適応拡大を含む)、 特に

高度に専門的な知識や経験が要

求される等実施に困難を伴う治

験・臨床研究の実況を目指した

研究を推進する。

また、海外では有効性と安全

性が検証されているが、国内では

未承認の医薬品、医療機器につ

いて、治験等臨床研究を推進す

る。

これらにより平成 21年度に比

し、中期 目標の期間中に、臨床

研究実施件数 (倫理委員会にて

承認された研究をいう。)及び治

験 (製 造販売後臨床試験も含

む。)の 実施件数の合 計数の

10%以上の増カロを図ること。

(2)均 てん化に着日した研究 (2)均 てん化に着日した研究 (2)均 てん化に着日した研究 (2)均てん化に着日した研究 (2)均 てん化に着目した研究 (2)均 てん化に着日した研究

① 医療の均てん化手法の開発の

推進

① 医療の均てん化手法の開発の

推進

① 医療の均てん化手法の開発の

推進

① 医療の均てん化手法の開発の

推進

① 医療の均てん化手法の開発の

推進

① 医療の均てん化手法の開発の

推進

関係学会等との連携を図り、診

断・治療ガイドライン等の作成及

び普及に寄与する研究を推進す

る。

がんに対する医療を担う高度

かつ専門的な技術を持つ人材育

成を図るため、系統だった教育・

研修方法の開発を推進する。

関係学会等との連携を図り、診

断・治療ガイドライン等の作成及

び普及に寄与する研究を推進す

る。

循環器病に対する医療を担う

高度かつ専門的な技術を持つ人

材育成を図るため、系統だった教

育・研修方法の開発を推進する。

関係学会等との連携を図り、診

断・治療ガイドライン等の作成及

び普及に寄与する研究を推進す

る。

精神・神経疾患等に対する医

療を担う高度かつ専門的な技術

を持つ人材育成を図るため、系

統だつた教育・研修方法の開発

を推進する。

関係学会等との連携を図り、診

断・治療ガイドライン等の作成及

び普及に寄与する研究を推進す

る。

感染症その他の疾患に対する

医療を担う高度かつ専門的な技

術を持つ人材育成を図るため、

系統だった教育・研修方法の開

発を推進する。

関係学会等との連携を図り、診

断・治療ガイドライン等の作成及

び普及に寄与する研究を推進す

る。

成育医療を担う高度かつ専門

的な技術を持つ人材育成を図る

ため、系統だった教育・研修方法

の開発を推進する。

関係学会等との連携を図り、診

断。治療ガイドライン等の作成及

び普及に寄与する研究を推進す

る。

長寿医療を担う高度かつ専門

的な技術を持つ人材育成を図る

ため、系統だった教育。研修方法

の開発を推進する。

② 情報発信手法の開発 ② 情報発信手法の開発 ② 情報発信手法の開発 ② 情報発信手法の開発 ② 情報発信手法の開発 ② 情報発信手法の開発
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がんに対する正しい理解の促

進のため、医療従事者及び患

者・国民への啓発手法の研究を

推進する。

循環器病に刈する正しい理解

の促進のため、医療従事者及び

患者・国民への啓発手法の研究

を推進する。

精神・神経疾患等に対する正

しい理解の促進のため、医療従

事者及び患者。国民への啓発手

法の研究を推進する。

感染症その他の疾患に対する

正しい理解の促進のため、医療

従事者及び患者・国民への啓発

手法の研究を推進する。

成育医療に関する正しい理解

の促進のため、医療従事者及び

患者・国民への啓発手法の研究

を推進する。

長寿医療に対する正しい理解

の促進のため、医療従事者及び

患者・国民への啓発手法の研究

を推進する。

(3)国 際保健医療協力

国際保健医療協力を推進する

ため、関係機関と連携し、以下の

研究を推進する。

① 国際医療協力の効果的な推進

に必要な研究

康格差の点正に向

け、国際保健医療協力を効果的

に行うために必要な研究を推進

する。

② 国際保健のネットワークの強化

に必要な研究

国内外の関係機関等との情報

共有及び共同事業の実施等諸協

力を推進するため、国際保健分

野のネットワーク強化に必要な研

究を実施する。



考資料 1-3

厚生労働省独立行政法人評価委員会 について

1.独 立 行 政 法 人 とは

国民のニーズに即応 した効率的な行政サー ビスの提供等 を実現す る、 とい

う行政改革 の基本理念 を実現す るため、政策の企画立案機能 と実施機 能 とを

分離 し、事務 0事業の内容・性質に応 じてもっとも適切 な組織・ 運営 の形態

を追求す るとともに効率性 の向上、質の向上及び透 明性 の確保 を図るため、

独 立の法人格 を有す る独立行政法人 を設置す るもの。

企画立案機能 国

実施機 能

国 自ら主体 となって直接実施 しなけれ ばな らない もの 国

民間の主体に委ねた場合に当該事業が必ず実施 され る

保証がな く、実施 されないときには、国民生活や社会

経済の安定に著 しい支障 を生 じるもの

独立

行政

法 人

民間の主体に委 ね ることが可能なもの 民 間

2.独立行政法人のポイント

(1)中 期的 目標 管理 と評価

独 立行政法人 ごとに 3～ 5年の中期 目標 を定める。各法人は、中期 目標
の達成義務 を負 うが、そのための業務 の運営は各法人 に委ね られ る。

一方、達成状況 について、外部の委員 により構成 され る独立行政法人評

価委員会 に よって客観的な評価 を受 け、それに応 じた見直 しを行 う。

(2)財務 に係 る弾力化
「企業会計原則」を導入 した 「独立行政法人会計基準」を適用 し、内部

留保や移流用 を認 めるな ど弾力的な運営を行 う。

(3)組 織 、人事管理の 自律性

従来型 の国の定員管理や組織管理手法の対象外 とし、役員の公募や任期

付 き任用が可能 となるな ど、法人に よる自立的な運用 となる。

(4)情 報の公 開に よる透明性 の確保

財務 、業績 、組織など独立行政法人 の運営に関す る幅広い事項 について、

積極 的に公 開す る。

(5)定 期的な見直 し

中期 目標期 間終了時に業績 の評価等の結果 を踏 ま え、業務継続 の必要性

及び組織形態のあ り方について見直 しを行 う。

※ 厚 生労働省所管独立行政法人 とその中期 目標期 間は別紙 1参照



3.独立行政法人評価委員会

(1)設置・概要

国家行政組織法第 8条機 関 (い わゆる審議会 )と して、独立行政法人 を

所管す る府省 ごとに 1機関設置。

独 立行政法人 の業務 の実績 に関す る評価 を客観 的・専門的見地か ら行 う
とともに、主務大臣が行 う中期 目標策定や業務方法書の認 可に当た り意見
を述べ る。

2)審 議事項

ア 独立行政法人業務初年度 開始時、中期 目標期間開始時等に行 う事項
○ 厚生労働大臣が中期 目標 を定め、又は変更す るに当た り意見 をい う

こと

○ 厚生労働大 臣が 中期計画 の認可 をす るに当た り意見 をい うこと

○ 厚生労働大 臣が業務方法書の認 可をす るに当た り意見をい うこと

○ 役員に対す る報酬及び退職手 当の支給の基準 に対 し意見をい うこと
イ 毎事業年度終了時に行 う事項

○ 独立行政法人の各事業年度 に業務 の実績 に関す る評価 を行 うこと

○ 財務諸表等 の厚生労働大 臣の承認 に当た り意見 をい うこと

○ 損益計算 における残余の処理の厚生労働大 臣の承認 に当た り意見 を
い うこと

ウ 中期 目標期 間終了時期に行 う事項

○ 独立行政法人の中期 目標 の期間の業務の実績 に関す る評価 を行 うこ

○ 中期 目標 の期 間の終了年度 に、当該 中期 目標期間の業務 の実績 に関
す る暫定評価及び次期以降における独立行政法人 の組織・業務全般 の

見直 しについて意見をい うこと

○ 積立金の処分 の厚生労働 大臣の承認 に当た り意見をい うこと
工 その他必要 に応 じ行 う事項

○ 借入金等の厚生労働大臣の認 可に当た り意見 をい うこと

○ 財産の処分等の厚生労働 大臣の承認 に当た り意見をい うこと

○ 役員の退職金 に係 る業績勘案率の算定を行 うこと

(3)部会

厚 生労働省の独立行政法人評価委員会では、法人 の個別性 に応 じた審議
を行 えるよう各独立行政法人の類型 ごとに幾つかの部会 を設 けてお り、審

議案件 に応 じて 「部会での議決 を委員会での議決 とす るもの」 と「 (部 会
での議論 を経て)委員会総会で議決す るもの」 に分 け、迅速 な対応 が行 え

るよ うに している (別 紙 2参照 )。

部会の設置は委員会総会の決定事項である。 また、部会 に属すべ き委員
及び臨時委員は委員長が指名す る (部 会構成は別紙 3参照 )。



(4)委員 と臨時委員

厚生労働省 の独立行政法人評価委員会では、各部会での審議 と委員会総

会での審議 に参カロいただ く「委員」 と各部会での審議に参加 いただ く 「臨

時委員」か ら構成 している。

任期 はいずれ も 2年間 としてお り、任期途 中で委員の交代があった場合
には前任 の残 り任期が後任 の任期 となる。

(5)起 草委員 と財務担 当委員

各委員 は一又 は二の独立行政法人の主担 当 (起 草委員 )と して、当該法
人担 当者及び厚 労省担当者 と調整 しなが ら評価書案の とりま とめを行 う。
また、財務担 当委員 (主 として公認会計士)に は、その専 門的見地か ら部
会 に属す る法人 の財務諸表等 について ヒア リングを行い、意見案 を作成す
る。

4.そ の他

(1)総務省政策評価・独立行政法人評価委員会

各府省 に置かれ る独立行政法人評価委員会が行 つた評価 を専門的・ 客観
的 。中立的な立場か らダブル チェックす る第三者機関 として総務省 に 「政

策評価・独立行政法人評価委員会」 (略 して 「政・独委」 とい う。 )が 設

置 されている。

政・独委 においては、各府省 の評価委員会が通知 した独 立行政法人の実

績評価結果 に基づいて評価 を行い、二次意見 として各府省 の評価委員会あ
て通知 している。



(別紙1)

厚生労働省所管独立行政法人の中期目標期間
人 (うち共管2法 人

15.101 H17101 22.101

国立健康・栄養研究所

労働安全衛生総合研究所 (注 1)

医薬基盤研究所

国立病院機構

医薬品医療機器総合機構

福祉医療機構

立重度知的障害者総合施設のぞみの園

健康福祉機構

労者退職金共済機構

齢・障害者雇用支援機構

用哺ヒカ開発機構

労働政策研究・研修機構

水資源機構

農業者年金基金

年金積立金管理運用独立行政法人

年金・健康保険福祉施設整理機構

平成13年4月 1日 ～平成18年3月 31日 平成18年4月 1日 ～平成23年 3月 31日

平成13年 4月 1日 ～平成18年 3月 31日 (注2) 平成18年 4月 1日 ～平成23年 3月 31日

平成17年4月 1日 ～平成22年 3月 31日

平成16年4月 1日
～
平成21年3月 31日 平成21年 4月 1日 ～平成26年 3月 31日

平成21年 4月 1日 ～平成26年 3月 31日平成16年4月 1日 ん平成21年 3月 31日

平成15年 10月 1日 ～平成20年 3月 31日 平成20年 4月 1日 ～平成25年 3月 31日

平成15年 10月 1日 ん平成20年 3月 31日 平成20年 4月 1日 ～平成25年 3月 31日

平成21年 4月 1日 ～平成26年 3月 31日平成16年4月 1日 ～平成21年 3月 31日

平成15年 10月 1日 ～平成20年 3月 31日 平成20年 4月 1日 ～平成25年 3月 31日

平成15年 10月 1日 ～ 平成20年 4月 1日 ～平成25年 3月 31日

平成16年3月 1日 ～平成19年3月 31日 平成19年4月 1日 ～平成24年 3月 31日

平成15年 10月 1日 ～平成19年3月 31日 平成19年4月 1日 ～平成24年 3月 31日

平成15年 10月 1日 ～平成20年 3月 31日 平成20年 4月 1日 ～平成25年 3月 31日

平成15年 10月 1日 ～平成20年 3月 31日 平成20年 4月 1日 ～平成25年 3月 31日

平成18年4月 1日 ～平成22年 3月 31日

平成17年 10月 1日 ～平成22年 9月 30日

総合研究所は、平成13年 4月 1日 に設立された 全研究所」と 医学総合研究所」を統合し、平成18年4月 1日 に設立さ



(男J剰氏2)

独立行政法人評価委員会の総会と部会の役割分担

独立行政法人評価委員会の審議事項については、法人の個別性に応 じた迅速な対応を図るため、下記のとお りに「総会の議決
を必要とする事項」と「部会の議決を委員会の議決とする事項」に分けることとする。
ただし、共管法人であつて他府省の主管に係るものについて、「総会の議決を必要とする事項」のうち I及びⅡの事項に関し

ては、部会の議決を委員会の議決とする。

総会の議決を必要 とす る事項 部会の議決を委員会の議決 とする事項
I業務実績評価等に関す る事項 I業務実績評価等に関する事項
(1)中期目標期間の実績評価 (通則法第34条第1項 )

(2)中期 目標期間の評価結果の法人及び総務省評価委員会ヘ

の通知、法人に対する業務運営の改善その他の勧告 (通則
法第34条第3項 )

(3)そ の他委員会の決定等が求められる事項に関する基本的
事項 (独法個別法、法人諸規程 )

(1)各事業年度の実績評価 (通則法第32条第1項 )

(2)各事業年度の評価結果の法人及び総務省評価委員会への通
知、法人に対する業務運営の改善その他の勧告 (通則法第32

条第3項 )

(3)その他委員会の決定等が求められる事項 (独法個別法、法
人諸規程)

Ⅱ 意見提出に関す る事項 Ⅱ 意見提出に関する事項
(1)中期 目標期間終了時の組織及び業務の全般にわたる検討
に際しての意見提出 (通則法第35条第2項 )

(1)業務方法書の認可、中期目標の策定・変更、中期計画の認
可に際しての意見提出 (通則法第28条第3項、第29条第3項、
第30条第3項 )

(2)財務諸表の承認、剰余金の使途の承認、短期借入金に係る

認可、長期借入金及び債券発行に係る認可、財産の処分等の

認可、役員報酬等の支給基準、積立金処分の承認に係る意見

蛉

`唱

:J塗露翼奮髪F独曇首翁霧,項
、第45条第4項、第4

Ⅲ 委員会の運営等に関する事項 Ⅲ 部会の運営等に関する事項
(1)運営規程等の制定・改正
(2)評価基準の決定
(3)部会等の設置と役割分担
(4)その他委員会の運営に関する基本的事項

(1)評価基準の細則の決定
(2)その他部会の運営に関する事項



厚生労働省独立行政法人評価委員会部会構成・委員分属
22年 2月 19日

部会 。法人名 委 員 名 臨時委員名

調査研究部会
国立健康・栄養研究所
労働安全衛生総合研究所
医薬基盤研究所

岩渕 勝好  東北福祉大学教授
清水 涼子  関西大学大学院会計研究科教授 (公認会計士 )

○鈴木 友和  公立学校共済組合近畿中央病院名誉院長
武見 ゆか り 女子栄養大学栄養学部教授
田宮 菜奈子 筑波大学大学院人間総合科学研究科教授

◎田村 昌三  横浜国立大学客員教授/東京大学名誉教授

市川 厚   武庫川女子大学薬学部長/教授
酒井 一博  財団法人労働科学研究所常務理事 。所長
中村 英夫  日本大学理工学部電子情報工学科教授
政安 静子  社会福祉法人新世会特別養護老人ホームいくり苑那珂

副施設長

高度専門医療研究部会
国立がん研究セ ンター

国立循環器病研 究セ ンター

国立精神・神経医療研究セ ンター

国立国際医療研究センター

国立成育医療研 究セ ンター

国立長寿医療研究セ ンター

内山 聖   新潟大学医学部小児科教授
猿田 享男  慶応義塾大学名誉教授
祖父江 元  名古屋大学大学院医学系研究科教授
永井 良三  東京大学大学院医学系研究科教授
和田 義博  公認会計士

夏目 誠   株式会社JR東 日本 リテールネ ッ ト代表取締役社長
花井 十伍  全国薬害被害者団体連絡協議会代表世話人
本田 麻由美 読売新聞東京本社社会保障部記者
三好 敏昭  日本製薬工業協会常務理事

国立病院部会
国立病院機構

◎猿田 享男  慶應義塾大学名誉教授
田極 春美  三菱UFJリ サーチ&コ ンサルティング株式会社

主任研究員
和田 義博  公認会計士

○渡辺 俊介  東京女子医科大学医学部客員教授

辻本 好子  特定非営利活動法人ささえあい医療人権センターCOML
理事長

夏 目 誠   株式会社JR東 日本 リテールネ ット代表取締役社長
山田 史   日本赤十字社事業局長

医療・福祉部会
医薬品医療機器総合機構
福祉医療機構
国立重度知的障害者総合施設のぞみの園

五十嵐 邦彦  公認会計士

◎上野谷 力日代子 同志社大学社会学部社会福祉学科教授
○大島 道子  静岡英和学院大学人間社会学部地域福祉学科教授

平井 みどり 神戸大学医学部附属病院薬斉J部長・教授
真野 俊樹  多摩大学医療 リスクマネジメン ト研究所教授

浅野 信久  株式会社大和総研新規産業調査部長

開  宏之  広島国際大学医療福祉学部教授
宗林 さお り 独立行政法人国民生活センター商品テス ト部調査役
松原 由美  株式会社明治安田生活福祉研究所主任研究員

労働部会
労働者健康福祉機構
勤労者退職金共済機構
高齢・障害者雇用支援機構
雇用・能力開発機構
労働政策研究・研修機構

◎井原 哲夫  尚美学園大学総合政策学部教授
今村 肇   東洋大学経済学部総合政策学科教授
堺  秀人  神奈川県病院事業管理者/病院事業庁長

○篠原 榮一  公認会計士

寺山 久美子 大阪河崎 リハ ビリテーション大学副学長
宮本 みち子 放送大学教養学部教授

小畑 史子  京都大学大学院地球環境学堂准教授
川端 大三  川端人材開発研究所所長
中村 紀子  株式会社ポピンズコーポレーション代表取締役
松田 憲二  有限会社マツダ・ビジネス・コンサルティーション

代表取締役
本寺 大志  株式会社ヘイコンサルティンググループプリンシパル

水資源部会
水資源機構 ◎御園 良彦  社団法人 日本水道協会専務理事

○茂庭 竹生  東海大学名誉教授
水 谷 昌弘 日本ダクタイル鉄管協会常勤顧問/関西支部長

年金部会
農業者年金基金
年金積立金管理運用独立行政法人
年金・健康保険福祉施設整理機構

〇川北 英隆  京都大学大学院経営管理研究部教授
竹原 均   早稲田大学大学院ファイナンス研究科教授
樋 口 恵子  公認会計士

◎山口 修   横浜国立大学経営学部教授

安達 茂夫  日本ブラン ド農業事業協同組合理事
大野 早苗  武蔵大学経済学部准教授
光多 長温  鳥取大学地域学部特任教授

員 長 井 原 哲夫 委員長代理 : 田

部 会 長 …◎  部 会 長 代

※猿田委員、和田委員、夏 目臨時委員は高度専門医療研究部会及び国立病院部会を兼務 (50音 順 )



○ 独立行政法人通則法 (平成十一年七月十六日法律第百三号)(抄 )

第二章 業務運営

第一節 業務

(業務の範囲 )

第二十七条  各独立行政法人の業務の範囲は、個別法で定める。

(業務方法書 )

第二土八条  独立行政法人は、業務開始の際、業務方法書を作成し、主務大臣の認可を受けなければな

らない。これを変更しようとするときも、同様とする。
2 前項の業務方法書に記載すべき事項は、主務省令 (当該独立行政法人を所管する内閣府又は各省の

内閣府令又は省令をいう。以下同じ。)で定める。

3 主務大臣は、第一項の認可をしよう
°
とするときは、あらかじめ、評価委員会の意見を聴かなければ

上3ない。                     d
4 独立行政法人は、第一項の認可を受けたときは、遅滞なく、その業務方法書を公表しなければなら

ない。

第二節 中期目標等

(中期目標)

第二土九条  主務大臣は、三年以上五年以下の期間において独立行政法人が達成すべき業務運営に関す
る目標 (以下「中期目標」という。)を定め、これを当該独立行政法人に指示するとともに、公表しな

ければならない。これを変更したときも、同様とする。             .・
2 中期目標においては、次に掲げる事項について定めるものとする。   ・

―  中期目標の期間 (前項の期間の範囲内で主務大臣が定める期間をいう。以下同じ。)

二 業務運営の効率化に関する事項
三 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項
四 財務内容の改善に関する事項
五  その他業務運営に関する重要事項

3 主務大臣は、中期目標を定め、又はこれを変更しようとするときは、あらかじめ、評価委員会の意

見を聴かなければならない。

(中期計画)

第三十条  独立行政法人は、前条第一項の指示を受けたときは、中期目標に基づき、主務省令で定める
ところにより、当該中期目標を達成するための計画 (以下「中期計画」という。)を作成し、主務大臣
の認可を受けなければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。

2 中期計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。

T_業 務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

二_国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき

措置
三 予算 (人件費の見積りを含む。)、 収支計画及び資金計画
四 短期借入金の限度額
五 重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画
六 剰余金の使途

七  その他主務省令で定める業務運営に関する事項
3 主務大臣は、第一項の認可をしようとするときは、あらかじめ、評価委員会の意見を聴かなければ

ならない。



4 主務大臣は、第一項の認可をした中期計画が前条第二項第二号から第五号までに掲げる事項の適正
かつ確実な実施上不適当となったと認めるときは、その中期計画を変更すべきことを命ずることがで
きる。

5 独立行政法人は、第一項の認可を受けたときは、遅滞なく、その中期計画を公表しなければならな
い 。                                 _

(年度計画)

第三十T条  独立行政法人は、毎事業年度の開始前に、前条第一項の認可を受けた中期計画に基づき、
主務省令で定めるところにより、その事業年度の業務運営に関する計画 (次項において「年度計画」
という。)を定め、これを主務大臣に届け出るとともに、公表 しなければならない。これを変更したと
きも、同様とする。

2 独立行政法人の最初の事業年度の年度計画については、前項中「毎事業年度の開始前にt前条第一
項の認可を受けた」とあるのは、「その成立後最初の中期計画について前条第一項の認可を受けた後遅
滞なく、その」とする。

(各事業年度に係る業務の実績に関する評価 )

第二十二条  独立行政法人は、主務省令で定めるところにより、各事業年度における業務の実績につい
て、評価委員会の評価を受けなければならない。

2 前項の評価は、当該事業年度における中期計画の実施状況の調査をし、及び分析をし、並びにこれ
らの調査及び分析の結果を考慮 して当該事業年度における業務の実績の全体について総合的な評定を
して、行わなければならない。

3 評価委員会は、第一項の評価を行つたときは、遅滞なく、当該独立行政法人及び政令で定める審議
会 (以下「審議会」という。)に対 して、その評価の結果を通知しなければならない。この場合におい
て、評価委員会は、必要があると認めるときは、当該独立行政法人に対 し、業務運営の改善その他の
勧告をすることができる.                   /

4 評価委員会は、前項の規定による通知を行つたときは、遅滞なく、その通知に係る事項 (同項後段
の規定による勧告をした場合にあっては、その通知に係る事項及びその勧告の内容)を公表 しなけれ
ばならない。

5 審議会は、第三項の規定により通知された評価の結果について、必要があると認めるときは、当該
評価委員会に対し、意見を述べることができる。

(中期目標に係る事業報告書 )

第二十三条  独立行政法人は、中期目標の期間の終了後二月以内に、主務省令で定めるところにより、
当該中期目標に係る事業報告書を主務大臣に提出するとともに、これを公表 しなければならない。

(中期目標に係る業務の実績に関する評価)    、

第二十四条  独立行政法人は、主務省令で定めるところにより、中期目標の期間における業務の実績に
ついて、評価委員会の評価を受けなければならない。

2 前項の評価は、当該中期目標の期間における中期目標の達成状況の調査をし、及び分析をし、並び
にこれらの調査及び分析の結果を考慮して当該中期目標の期間における業務の実績の全体について総
合的な評定をして、行わなければならない。

3 第二十二条第二項から第五項までの規定は、第一項の評価について準用する。

(中期目標の期間の終了時の検討)

第二十五条  主務大臣は、独立行政法人の中期目標の期間の終了時において、当該独立行政法人の業務

基づき、所要の措置を講ずるものと主る。
2 主務大臣は、前項の規定による検討を行うに当たっては、評価委員会の意見を聴かなければならな

い 。

3 審議会は、独立行政法人の中期目標の期間の終了時において、当該独立行政法人の主要な事務及び
事業の改廃に関 し、主務大臣に勧告することができる。

2



高度専門医療に関する研究等を行う独立行政法人に関する

(平成 20年法律第93号)の概要

現在6つ ある国立高度専門医療センターを、それぞれ平成22年度から非公務員型の

独立行政法人へ移行させるため、所要の措置を講ずるもの。

(1)法人の名称

(独)国立がん研究センター      (独 )国立循環器病研究センター

(独)国立精神 口神経医療研究センター (独)国立国際医療研究センター

(独)国立成育医療研究センタデ    (独 )国立長寿医療研究センター

※ これら6法人を総称して、以下「国立高度専門医療研究センター」という。

(2)法人の目的及び業務の範囲

国立高度専門医療研究センターは、国民の健康に重大な影響のある特定の疾患等に

係る医療に関し、①調査、研究及び技術の開発、②①に掲げる業務に密接に関連する

医療の提供t③技術者の研修等を行うことにより、国の医療政策として、特定の疾患

等に関する高度かつ専門的な医療の向上を図り、もつて公衆衛生の向上及び増進に寄

与することを目的とする。

(3)資本金

国立高度専門医療研究センターの資本金は、全額政府出資とし、出資額は、国立高

度専門医療研究センターが国から承継する資産の額から負債の額を差し引いた額と

する。

(4)長期借入金及び債券

国立高度専門医療研究センターは、施設整備等のために、長期借入金や債券を発行

することができる。また、政府は、予算の範囲内において、国立高度専門医療センタ

ーの長期借入金及び債券に係る債務保証を行うことができる。

(5)緊急時の必要がある場合の厚生労働大臣の要求

厚生労働大臣は、災害発生や公衆衛生上の重大な危害発生等の緊急事態に対処する

ため必要があると認めるときは、国立高度専門医療研究センターに対しt必要な業務

の実施を求めることができる。

(6)検討

政府は、施行後3年以内に、独立行政法人に関する制度の見直しの状況を踏まえ、

国立高度専門医療研究センターの組織及び業務について、独立行政法人として存続さ

せることの適否を含めた検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずる。

(7)施行期日

平成22年 4月 1日 (一部は公布日等)
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成

二

十

年

十

イ
月

二

す

´
曰

衆

銭
陥

厚
生
グ
物

多

入

公

高
度
専
門
医
療

に
関
す
る
研
究
等
を
行
う
独
立
行
政
法
人
に
関
す
る
法
律
案

に
対
す

る
附
帯

決
議

政
府
及
び
独
立
行
政
法

人
国
立
高
度
専
門
医
療
研
究

セ

ン
タ
ー
は
、
本
法

の
施
行

に
当
た
り
、
次

の
事
項
に

つ
い
て
適
切
な

措
置
を
講
ず
る
べ
き

で
あ

る
。

一
　

政
府
は
、
独
立

行
政
法

人
国
立
高
度
専
門
医
療
研
究

セ

ン
タ
ー
と
独
立
行
政
法

人
制
度
と

の
整

合
性

に

つ
い
て
の
検
討
を

行

い
、
そ
の
検
討

に
当
た

つ
て
は
研
究
開
発
法
人
制
度

に

つ
い
て
の
検
討
も
併
せ

て
行
う
も

の
と
す

る
こ
と
。

一
一　
政
府
は
、
独
立

行
政
法
人
国
立
高
度
専
門
医
療
研
究

セ
ン
タ
ー

ヘ
の
移
行

１ヽこ

つ
い
て
、
そ

の
進

捗
状
況
、

課
題
な
ど
を
明

ら
か
に
し
、
新
法

人

へ
の
移
行
前
に
国
会

へ
報
告
を
行

う
と
と
も
に
必
要
な
措
置

を
講
ず

る

こ
と
。

〓
一　
政
府

は
、
独
立

行
政
法
人
国
立
高
度
専
門
医
療
研
究

セ

ン
タ
ー
に
関
わ

る
長
期
債
務
を
そ
れ
ぞ

れ

の
新
法
人
が
引
き
継
ぐ

こ
と
と
な
る
と
、

そ

の
利
払

い
や
返
済
金

の
過
大
な
負
担

に
よ
り
、
新
法
人

の
本
来
目
的

で
あ

る
研
究

・
診
療

の
維
持

・
拡

充

の
妨
げ
と
な

る

こ
と

の
な

い
よ
う
必
要
な
措
置
を
講
ず

る

こ
と
。

四
　
独
立
行
政
法
人

国
立
高
度
専
門
医
療
研
究
セ
ン
タ
ー

は
、
厚
生
労
働
省

の
支
援

の
下
、
新

法

人
が
、

そ
の
本
来

目
的

で
あ

る
研
究

・
診
療
の
充
実
に
真
に
資
す
る
事
業
計
画
策
定
や
的
確
か

つ
迅
速
な
意
思
決
定
等
が
行
え
る
よ
う
、
新
法
人
の
権
限
、

執
行
体
制
、
人
事
、
財
務
等
の
在
り
方
』
り
、い
て
、
現
場

の
視
点
か
ら
綿
密
な
検
討
を
行

い
、
新
法
人
設
立
ま
で
に
十
分
‐が

準
備
を
行
う
こ
と
。

五
　
独
立
行
政
法
人
国
立
国
際
医
療
研
究
セ
ン
タ
ー
国
府
台
病
院
及
び
独
立
行
政
法
人
国
立
長
寿
医
療
研
究
セ
ン
タ
ー
は
、
そ

一

の
求
め
ら
れ
た
役
割
を
適

切
に
果
た
す
こ
と
が
で
き

る
よ
う
、

そ
の
機
能

の
強
化
を
図
る
と
と
も

に
、
そ

の
業
務

の
実
績
や

社
会
的
な
評
価
を
含

む
法

の
実
施
状

況
を
勘
案
し
、
国

は
そ

の
存
否
に

つ
い
て
も
検
討
を
行

い
、

必
要
に
応
じ

て
財
政
的
支

援
を
含
め
所
要

の
措
置
を
講
ず

る
こ
と
。



高
度
専
門
医
療
に
関
す
る
研
究
等
を
行
う
独
立
行
政
法
人
に
関
す
る
法
律
案
に
対
す
る
附
帯
決
議

平
成
二
十
年
十
二
月
九
日

参
議
院
厚
生
労
働
委
員
会

政
府
は
、
本
法
の
施
行
に
当
た
り
、
次
の
事
項
に
つ
い
て
適
切
な
措
置
を
講
ず
る
べ
き
で
あ
る
。
　
　
　
　
．

一
、
独
立
行
政
法
人
国
立
高
度
専
門
医
療
研
究
セ
ン
タ
ー
と
独
立
行
政
法
人
制
度
と
の
整
合
性
に
つ
い
て
の
検
討
を
行
い
、
そ

の
検
討
に
当
た

っ
て
は
研
究
開
発
法
人
制
度
に
つ
い
て
の
検
討
も
併
せ
て
行
う
も
の
と
す
る
こ
と
。

一
一、
独
立
行
政
法
人
国
立
高
度
専
門
医
療
研
究
セ
ン
タ
ー
ヘ
の
移
行
に
つ
い
て
、
そ
の
進
捗
状
況
、
課
題
な
ど
を
明
ら
か
に
し
、

新
法
人
へ
の
移
行
前
に
国
会

へ
報
告
を
行
う
と
と
も
に
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。

三
、
独
立
行
政
法
人
国
立
高
度
専
門
医
療
研
究
セ
ン
タ
ー
の
適
切
か
つ
安
定
的
な
運
営
及
び
研
究
開
発
の
推
進
の
た
め
、
国
立

高
度
専
門
医
療
研
究
セ
ン
タ
ー
に
関
わ
る
長
期
債
務
を
そ
れ
ぞ
れ
の
新
法
人
が
引
き
継
ぐ
場
合
に
は
、
そ
の
利
払
い
や
返

済
金
の
過
大
な
負
担
に
よ
り
、
新
法
人
の
本
来
目
的
で
あ
る
研
究

・
診
療
の
維
持

・
拡
充
の
妨
げ
と
な
る
こ
と
の
な
い
よ

う
に
す
る
と
と
も
に
、
運
営
費
交
付
金
の
確
実
な
措
置
、
積
立
金
の
取
扱
い
及
び
人
件
費
削
減
に
係
る
規
定
の
運
用
に
対

す
る
配
慮
そ
の
他
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。

四
、
厚
生
労
働
省
に
設
置
さ
れ
る
独
立
行
政
法
人
評
価
委
員
会
及
び
総
務
省
に
設
置
さ
れ
る
政
策
評
価

・
独
立
行
政
法
人
評
価

委
員
会
の
委
員
の
人
選
に
当
た

っ
て
は
、
患
者
の
声
を
代
表
す
る
者
、
医
療
技
術
に
関
し
て
学
術
経
験
を
有
す
る
者
を
選

定
す
る
な
ど
幅
広
い
人
選
を
行
う
こ
と
に
よ
り
、
こ
れ
ら
の
委
員
会
が
独
立
行
政
法
人
国
立
高
度
専
門
医
療
研
究
セ
ン
タ

ー
の
業
務
の
実
績
を
適
切
に
評
価
で
き
る
よ
う
十
分
配
慮
す
る
こ
と
。

五
、
独
立
行
政
法
人
国
立
高
度
専
門
医
療
研
究
セ
ン
タ
ー
に
お
い
て
、
原
因
が
不
明
で
あ

っ
た
り
、
治
療
法
が
確
立
さ
れ
て
い

な
い
特
定
疾
患
な
ど
の
難
病
や
Ｈ
Ｉ
ｖ
／
Ａ
Ｉ
Ｄ
Ｓ
な
ど
を
始
め
と
す
る
感
染
症
に
関
す
る
研
究
や
医
療
の
推
進
が
図
ら

れ
る
よ
う
、　
一
層
の
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。

六
、
独
立
行
政
法
人
国
立
高
度
専
門
医
療
研
究
セ
ン
タ
ー
に
お
け
る
医
師
、
看
護
師
等
医
療
従
事
者
の
労
働
条
件
に
つ
い
て
十

分
配
慮
す
る
と
と
も
に
、
国
立
高
度
専
門
医
療
研
究
セ
ン
タ
ー
と
し
て
求
め
ら
れ
る
役
割
を
果
た
す
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、

優
秀
な
人
材
確
保
の
た
め
の
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。

七
、
独
立
行
政
法
人
国
立
高
度
専
門
医
療
研
究
セ
ン
タ
ー
が
、
都
道
府
県
の
中
核
的
な
医
療
機
関
等
と
の
密
接
な
連
携
の
下
に
、

政
策
医
療
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
中
心
と
し
て
適
切
な
機
能
を
果
た
す
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
政
策
医
療
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
更
な

る
充
実
に
取
り
組
む
こ
と
。

０ヽ



八
、
独
立
行
政
法
人
国
立
高
度
専
門
医
療
研
究
セ
ン
タ
ー
が
、
そ
の
本
来
目
的
で
あ
る
研
究

・
診
療
の
充
実
に
真
に
資
す
る
事

業
計
画
策
定
や
的
確
か
つ
迅
速
な
意
思
決
定
等
が
行
え
る
よ
う
、
新
法
人
の
権
限
、
執
行
体
制
、
人
事
、
財
務
等
の
在
り

方
に
つ
い
て
、
現
場
の
視
点
か
ら
綿
密
な
検
討
を
行
い
、
新
法
人
設
立
ま
で
に
十
分
な
準
備
を
行
え
る
よ
う
支
援
す
る
こ

し
Ｃ

。

九
、
独
立
行
政
法
人
国
立
国
際
医
療
研
究
セ
ン
タ
ー
国
府
台
病
院
及
び
独
立
行
政
法
人
国
立
長
寿
医
療
研
究
セ
ン
タ
ー
が
、
そ

の
求
め
ら
れ
た
役
割
を
適
切
に
果
た
す
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
そ
の
機
能
の
強
化
を
図
る
と
と
も
に
、
そ
の
業
務
の
実
績

や
社
会
的
な
評
価
を
含
む
法
の
実
施
状
況
を
勘
案
し
、
そ
の
存
否
に
つ
い
て
も
検
討
を
行
い
、
必
要
に
応
じ
て
財
政
的
支

援
を
合
め
所
要
の
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。

右
決
議
す
る
。
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平成22年度予算 (案)独立行政法人国立がん研究センター

(単位 :百万円)◎運営費交付金

区 分 22'予算 (案 )

研究・臨床研究の推進

研究推進事業 研究基盤経費 1,343

臨床研究推進事業

臨床研究基盤経費 219

がん予防・検診研究センター経費 318

臨床開発センター経費 277

がん研究開発費 2,015

Ⅱ 医療の均てん化 がん診療均てん化事業
がん対策情報センター経費 1,715

がん医療水準均てん化促進経費 151

Ⅲ 人材育成
専門医師等育成事業 指導医ロレジデント修錬医経費 1,590

教育研修事業 教育研修経費 25

Ⅳ 情報発信
政策提言事業 政策提言経費

情報提供事業 がん総合推進事業経費 437

V運 営基盤安定化 運営基盤確保事業

運営基盤経費 178

病院内保育所運営費 12

退職手当 522

△
口 計 8,803

※百万円未満を四捨五入して計算しているため、合計が一致しないことがある。



平成22年度予算 (案)独立行政法人国立循環器病研究センター

◎運営費交付金                                            (単 位 :百万円)

N

区 分 22'予算 (案 )

研究・臨床研究の推進

研究推進事業
研究基盤経費 1,531

研究機能強化経費 117

臨床研究推進事業
予防検診部経費 43

循環器病研究開発費 1,138

Ⅱ 医療の均てん化 循環器病診療均てん化事業
循環器病遠隔診断推進経費

ρ
υ

循環器病診療施設情報ネットワーク事業経費 4

Ⅲ 人材育成

専門医師等育成事業 指導医・レジデント・修錬医経費 1,730

教育研修事業
教育研修経費 15

脳卒中等対策研修経費 4

Ⅳ 情報発信 政策提言事業 政策提言経費

V診 療事業
周産期・′

lヽ児医療事業

総合周産期母子医療センター経費 47

小児救急医療支援経費 21

産科医等支援経費 2

救急医療事業 救急救命センター経費 152

Ⅵ 運営基盤安定化 運営基盤確保事業
運営基盤経費 687

退職手当 398

△
ロ 計 5,902

※百万円未満を四捨五入して計算しているため、合計が一致しないことがある。



平成22年度予算 (案)独立行政法人日立精神□神経医療研究センター

◎運営費交付金                                            (単 位 :百万円)

※百万円未満を四捨五入して計算しているため、合計が一致しないことがある。

区 分 22'予算 (案 )

I 研究・臨床研究の推進

研究推進事業 研究基盤経費 2,325

臨床研究推進事業
臨床研究基盤経費 186

精神・神経医療研究開発費 1,012

Ⅱ 医療の均てん化 精神・神経疾患診療均てん化事業 神経難病患者在宅医療支援経費 1

Ⅲ 人材育成

専門医師等育成事業 指導医・レジデントロ修錬医経費 448

教育研修事業
教育研修経費 | 14

発達障害研修経費

Ⅳ 情報発信
政策提言事業 政策提言経費

情報提供事業 自殺予防総合対策センター経費 80

V診 療事業 精神医療事業 精神医療経費 97

Ⅵ 運営基盤安定化 運営基盤確保事業
運営基盤経費 170

退職手当 250

△
ロ 計 4,595



ト

平成22年度予算 (案)独立行政法人国立国際医療研究センター

◎運営費交付金 (単位 :百 万円 )

区 分 22'予算 (案 )

研究・臨床研究の推進

研究推進事業
研究基盤経費 934

研究機能強化経費 261

臨床研究推進事業

臨床研究基盤経費 145

肝炎・免疫研究センター経費 105

国際医療研究開発費 1,268

エイズ医療治療研究費 18G

医療の均てん化
感染症等診療均てん化事業

稲 尿病情 報 センター経 費

糖尿病対策情報センター経費

肝炎情報センター経費 6乏

子どもの心診療拠点病院経費 1

重症在宅精神障害者訪間看護モデル事業経費

国際医療協力事業 国際医療協力局経費

Ⅲ 人材育成

専門医師等育成事業

指導医・レジデント・修錬医経費

医師臨床研修経費 104

歯科医師臨床研修経費 9

教育研修事業 教育研修経費 53

看護師養成事業 国立看護大学校経費

Ⅳ 情報発信
情報提供事業 情報 発 信 経 費 45

政策提言事業 政策提言経費 1

診療事業

感染症診療事業
感染症指定医療機関経費 ０

０

結核医療経費 8

周産期・′
lヽ 児医療経費

小児救急医療拠点病院運営経費

地域周産期母子医療センター経費 ●
ι

産科医等支援経費 4

救急医療事業
救命救急センター経費 225

輪番制病院経費 7

精神医療事業
精神科救急医療経費 21

精神医療経費 ハ
υ

災害医療事業 災害医療経費 11

V運 営基盤安定化 運営基盤確保事業

運営基盤経費 61[

病院内保育所運営費

退職手当 818

ロ 計 8,455

※百万円未満を四捨五入して計算しているため、合計が一致しないことがある。
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平成22年度予算 (案)独立行政法人国立成育医療研究センター

(単位 :百万円)◎運営費交付金

区 分 22'予算 (案 )

I 研究・臨床研究の推進

研究推進事業 研究基盤経費 1,050

臨床研究推進事業
臨床研究基盤経費 341

成育医療研究開発費 1,171

I 医療の均てん化 成育医療均てん化事業
子どもの心診療拠点病院経費 19

子どもの心診療中央拠点病院経費 16

Ⅲ 人材育成
専門医師等育成事業 指導医ロレジデントロ修錬医経費 1,370

教育研修事業 教育研修経費 14

Ⅳ 情報発信
情報提供事業

情報発信経費 81

妊娠と薬情報センター経費 49

政策提言事業 政策提言経費 2

V診 療事業 周産期・小児医療事業

総合周産期母子医療センター経費 47

小児救急医療拠点病院運営経費 125

産科医等支援経章

小児医療体制確保経費 181

Ⅵ 運営基盤安定化 運営基盤確保事業
運営基盤経費 238

退職手当 294

ロ 計 5,008

※百万円未満を四捨五入して計算しているため、合計が一致しないことがある。



平成22年度予算 (案)独立行政法人国立長寿医療研究センター

◎運営費交付金 (単位 :百万円 )

区 分 22'予算 (案 )

I 研究・臨床研究の推進

研究推進事業 研究基盤経費 l,317

臨床研究推進事業
臨床研究基盤経費 218

長寿医療研究開発費 913

Ⅱ 医療の均てん化 長寿医療均てん化事業

在宅医療均てん化推進経費 138

認知症モデル医療推進経費 79

高齢者医療標準化推進経費 49

人材育成

専門医師等育成事業
指導医・レジデント・修錬医経費 133

医師臨床研修経費

教育研修事業

教育研修経費 15

認知症サポート医研修経費

高齢者医療の教育口啓発経費
И
『

Ⅳ 情報発信
情報提供事業

高齢者疾患データベース(長寿ドック)による
情報発信事業経費

9

在宅医療フォーラムの開催経費 1

政策提言事業 政策提言経費

V診 療事業
長寿医療診療事業 高齢者特有専門医療経費 160

救急医療事業 輪番制病院経費 10

Ⅵ 運営基盤安定化 運営基盤確保事業

運営基盤経費 173

病院内保育所運営費 〔

退職手当 210

△
ロ 計 3,45C

※百万円未満を四捨五入して計算しているため、合計が一致しないことがある。


